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■グラフ・表の見方 

グラフや表に比率を表示した場合には、小数点以下の端数が生じるため、割合の合計が

100％に一致しないことがあります。 

グラフや表中のN（Number of case）は、アンケート調査などの設問に対する回答者数

を示します。属性ごとの回答者数などもNと表記しています。 

グラフや表に端数処理した数値を表示した場合には（たとえば千円単位で四捨五入する

など）、内訳の合計が全体の数値に一致しないことがあります。 
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第１編 茨木市総合保健福祉計画（第３次） 
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第１章 計画の策定に当たって 

第１節 計画策定の趣旨 
 

茨木市総合保健福祉計画は、保健福祉施策を総合的・体系的に推進し、より効率的・

効果的に市民福祉の向上を図ることを目的として、平成24年（2012年）３月に策定した

ものです。平成24年度（2012年度）から平成29年度（2017年度）までの第１次、平成

30年度（2018年度）から令和５年度（2023年度）までの第２次、それぞれ６年間を計画

期間として、これまで各施策を推進してきました。 

前計画の策定以降、地震・豪雨等の大規模な自然災害や、新型コロナウイルス感染症

の流行といった非常事態が発生したほか、8050問題、ダブルケア、ヤングケアラーなど、複

雑化・複合化した課題が増加しています。加えて、社会環境の変化による地域とのつながり

の希薄化や孤立化・孤独化もさらに進んでいます。 

前計画では、こういった問題にも対応できる包括的な支援体制を実現するため、「地区

保健福祉センター」の整備を進めたほか、「地域福祉計画」「高齢者保健福祉計画・介護

保険事業計画」「障害者計画・障害福祉計画・障害児福祉計画」「健康いばらき21・食育

推進計画」の分野別計画すべてにおいて、共通の理念と基本目標に基づいて様々な取組

を実施し、総合的・包括的に保健福祉施策を推進してきました。 

国においては、地域共生社会の実現に向けた包括的な支援体制を整備するため、令和

２年（2020年）に社会福祉法を改正し、地域共生社会の実現に向けた「重層的支援体制

整備事業」の考え方を示し、その趣旨を踏まえた体制の構築を求めています。 

本市においても、市民、地域の団体や支援機関、行政、それぞれが役割分担を図りなが

ら協力し、複雑化・複合化した課題を抱える方に寄り添い、課題の解決をめざしていくこと

が重要と考えており、本計画では、国の動きや考え方を踏まえるとともに、包括的な支援体

制を推進するという前計画の取組を継承し、「すべての人が健やかに、支え合い暮らせる、

みんなが主役の地域共生のまちづくり」をめざすものです。 

また、本計画の理念や基本目標の設定においては、国の人口動態等の社会情勢の変化

や国際目標として示されているSDGs達成に向けた取組の趣旨を踏まえ、地域共生社会

の持続可能性を考慮したものとします。 

なお、前計画期間中に別途策定した「いのち支える自殺対策計画」は、総合保健福祉

計画の各分野の施策と密接に関連しており、今後、各分野の施策と一体的に推進していく

必要があることから、総合保健福祉計画の分野別計画の１つとして新たに位置付けるもの

とします。 
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第２節 計画の位置付け及び法的根拠 

 

（１）計画の位置付け 

本計画は、本市のまちづくりの基本的な指針である「茨木市総合計画*」に基づくもので、

「地域福祉計画」「高齢者保健福祉計画・介護保険事業計画」「障害者計画・障害福祉

計画・障害児福祉計画」「いのち支える自殺対策計画」「健康いばらき21・食育推進計

画」の５分野の計画を包含した保健福祉の分野における総合的な計画です。市民や事業

者、市が、めざすべき将来像を共有し、その実現に向けて各施策を進めていくものです。 

本計画は２編構成とし、第１編を総合保健福祉計画、第２編を分野別計画としています。 

第１編では、総合保健福祉計画の理念と６つの基本目標、本市の保健福祉を取り巻く

状況と将来推計を踏まえ、計画期間中に本市の保健福祉の分野においてめざす将来像を

示します。 

第２編では、さきに挙げた５分野の個別計画を示し、それぞれの分野の施策を推進する

ことで、総合的に本市の保健福祉の課題解決に取り組むものです。 

なお、社会福祉法により、地域福祉計画の位置付けとして規定されている横断的な体制

整備については、第１編に含めるものとします。新たに位置付けられた「重層的支援体制整

備事業」については、その具体的な実施方法について、別途「重層的支援体制整備事業

実施計画」を定め、適宜見直しを図りながら取組を進めるものとします。 

また、本計画は、大阪府の各種関連計画をはじめ、本市の「次世代育成支援行動計画」

や「地域防災計画」、「都市計画マスタープラン」、「バリアフリー基本構想」、「人権施策推

進計画」などの関連計画とも連携、整合性を図り策定しています。本市関連計画に記載さ

れている事業内容やその目標等については原則として掲載せず、保健福祉の分野にかか

る事業内容等を中心に記載するものとします。 

なお、「地域福祉計画」については、「再犯防止推進計画」、「成年後見制度利用促進

計画」を包含するものとして作成し、「健康いばらき21・食育推進計画」については、「国民

健康保険保健事業実施計画（データヘルス計画）」及び、「特定健康診査等実施計画」と

目的を共有し、策定します。 

 

 

＊「茨木市総合計画」は、令和６年度（2024年度）までを第５次、令和７年度（2025年度）からの

10年間を第６次としており、本計画と開始時期が異なります。次期総合計画は本計画の内容を

踏まえて策定いたしますが、令和８年度（2026年度）に本計画の中間見直しを行う際に、改め

て総合計画との整合性について確認するものとします。 
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■各計画の位置付け・関連性 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）計画の法的根拠 

本計画を構成する各分野別計画の法的根拠は、以下の表のとおりです。 

 

■各計画の法的根拠 

本市での計画名称 法律上の計画名称 根拠法令 

地域福祉計画 地域福祉計画 社会福祉法第107条 

高齢者保健福祉計画 老人福祉計画 老人福祉法第20条の８ 

介護保険事業計画 介護保険事業計画 介護保険法第117条 

障害者計画 障害者計画 障害者基本法第11条 

障害福祉計画 障害福祉計画 障害者総合支援法第88条 

障害児福祉計画 障害児福祉計画 児童福祉法第33条の20 

いのち支える自殺対策計画 自殺対策計画 自殺対策基本法第13条第２項 

健康いばらき21 健康増進計画 健康増進法第８条 

食育推進計画 食育推進計画 食育基本法第18条 
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第３節 本市における「小学校区」「エリア」「圏域」について 

 

前計画において、市内 32の小学校区について、２～３小学校区を１エリアとして 14 エリ

アを、２～３エリアを１圏域として５圏域をそれぞれ設定しました。 

本計画においても「小学校区」「エリア」「圏域」を各施策・取組を推進する上での単位

とします。 

エリア 圏域

清溪

忍頂寺

山手台

安威

福井

耳原

豊川

郡山

彩都西

太田

西河原

三島

庄栄

東

白川

春日

郡

畑田

沢池

西

春日丘

穂積

茨木

中条

大池

中津

天王

東奈良

玉櫛

水尾

玉島

葦原

 

＊小学校区の境界線は令和５年度（2023 年度）時点のものです。 
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第４節 計画策定までの取組 
 

（１）計画の策定体制 

計画の策定に当たっては、学識経験者、保健・医療・福祉関係者、市民等で構成される

総合保健福祉審議会において審議を行いました。 

なお、審議を分掌させるため、地域福祉推進分科会、高齢者施策推進分科会、障害者

施策推進分科会、健康医療推進分科会を設置しました。 

また、地域福祉推進分科会では、地域福祉計画と茨木市社会福祉協議会の地域福祉

活動計画とを一体的に策定することから、内容について併せて協議を行いました。 

 

■審議会体系図及び所管計画 
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地
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福
祉
活
動
計
画
） 
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（２）アンケート調査 

令和４年（2022年）10月から12月にかけて、高齢者福祉や障害者福祉、健康など保

健福祉に関する施策を充実することを目的に、市民やサービス提供事業者を対象に、「茨

木市保健福祉に関するアンケート調査」を実施しました。 

 

■実施概要 

○一般市民・小学生・中学生 

調査対象 18歳以上の市民 
市内の小学校に通学する 

小学５年生 

市内の中学校に通学する 

中学２年生 

調査方法 
郵送配付・ 

郵送及びWeb回収 

学校経由配付・回収 

調査期間 令和４年（2022年）10月31日～11月22日 

配付数 2,250人 1,100人 600人 

有効回答数 
1,174人 

（郵送870人、Web304人） 
988人 498人 

有効回答率 52.2％ 89.8％ 83.0％ 

 

○高齢者・介護保険事業者 

調査種別 ニーズ調査 在宅介護実態調査 介護保険事業者調査 

調査対象 
要介護認定を受けていない 

高齢者及び要支援認定者 

在宅で生活している 

要支援・要介護認定者 

市内で介護保険サービスを 

提供している事業者 

調査方法 

郵送配付・ 

郵送及びWeb回収 

郵送配付・ 

郵送及びWeb回収 

認定調査員による聴き取り 

郵送配付・ 

郵送及びWeb回収 

調査期間 令和４年（2022年）11月28日～12月20日 

配付数 3,000人 2,000人 188事業者 

有効回答数 
2,284人 

（郵送2,172人、 Web 112人） 

1,290人 

（郵送1,224人、Web66人） 

104事業者 

（郵送72事業者、 

Web32事業者） 

有効回答率 76.1％ 64.5％ 55.3％ 

 

○障害者・児 

調査対象 
障害者手帳の交付

を受けている人 

精神科病院に 

入院している人 

就労支援事業所を

利用している人 

障害児通所支援等

を利用している人 

調査方法 
郵送配付・ 

郵送及びWeb回収 

直接配付・ 

直接回収 

郵送配付・ 

郵送及びWeb回収 

郵送配付・ 

郵送及びWeb回収 

調査期間 令和４年（2022年）10月31日～11月22日 

配付数 1,800人 300人 400人 500人 

有効回答数 

1,074人 

（郵送868人、 

Web206人） 

52人 

271人 

（郵送242人、 

 Web 29人） 

328人 

（郵送193人、 

Web135人） 

有効回答率 59.7％ 17.3％ 67.8％ 65.6％ 
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（３）市民意見の聴取と計画への反映 

 （パブリックコメントを実施後、意見件数等を記載） 

 

■計画別の意見提出人数と意見件数 

計画名称 提出人数 意見件数 

   

   

   

   

   

   

＊提出人数は延べ数
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第５節 計画の期間 
 

本計画の期間は、令和６年度（2024年度）から令和11年度（2029年度）までの６年

間とします。 

なお、「高齢者保健福祉計画・介護保険事業計画」「障害福祉計画・障害児福祉計画」

は、３年を１期として策定するものと法律や国の基本指針で定められていることから、令和８

年度（2026年度）までの計画目標を定め、令和8年度（2026年度）に新たに次期計画

の策定を行うものとします。 

また、計画期間中においても、法改正や社会情勢、本市の状況の変化などに柔軟に対

応するため、必要に応じて見直しを行うものとします。 

 

■計画の期間 

 

  

平成30年度

（2018年度）

～令和５年度

（2023年度） 

令和 

６年度 

令和 

７年度 
令和 

８年度 
令和 

９年度 
令和 

10年度 

令和 

11年度 

（2024年度） （2025年度） （2026年度） （2027年度） （2028年度） （2029年度） 

総合保健福祉計画 

       

（第２次） （第３次） 
       

 

地域福祉計画 

       

（第３次） （第４次） 
       

高齢者保健福祉計画 

       

（第８・９次） （第10次） （第11次） 
       

介護保険事業計画 

       

（第７・８期） （第９期） （第10期） 
       

障害者計画 

       

（第４次） （第５次） 
       

障害福祉計画 

       

（第５・６期） （第７期） （第８期） 
       

障害児福祉計画 

       

（第１・２期） （第３期） （第４期） 
       

いのち支える自殺 

対策計画 

       

（第１次）＊ （第２次） 
       

健康いばらき21・ 

食育推進計画 

       

（第３次） （第４次） 
       

 ＊計画期間は、平成31年度（2019年度）から令和５年度（2023年度）まで 
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第６節 SDGs達成に向けた取組の推進 
 

 SDGs（Sustainable Development Goals）とは、平成27年（2015年）の国連サミ

ットで採択された「持続可能な開発のための2030アジェンダ」に記載された国際目標で

す。前計画と同様に、本計画においてもSDGsの目標を位置付け、整理を行います。行政だ

けではなく、市民、事業者・団体など様々な主体のSDGsに対する理解を深めるとともに、パ

ートナーシップをもって本計画の推進ができる仕組みづくりに引き続き取り組みます。 

 

■SDGsの17のゴール（目的）のうち本計画に関連のあるもの 
 

１ 貧困をなくそう   10 人や国の不平等をなくそう 

２ 飢餓をゼロに   11 住み続けられるまちづくりを 

３ すべての人に健康と福祉を 16 平和と公正をすべての人に 

４ 質の高い教育をみんなに  17 パートナーシップで目標を達成しよう 

８ 働きがいも経済成長も 
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第７節 社会福祉協議会の位置付け 
 

社会福祉協議会は、地域住民や社会福祉に関連する地域の様々な団体の参加・協力

のもと、地域福祉の推進を図ることを目的に設置された、社会福祉法に規定されている公

益性の高い団体です。茨木市社会福祉協議会においても、地区福祉委員会をはじめ、地

域住民の支えのもと、地域で様々な取組が行われています。 

前計画において、分野別計画の１つである「地域福祉計画」と茨木市社会福祉協議会

の「地域福祉活動計画」とを一体的に策定し、共通の理念と基本目標に基づいて地域福

祉分野の各取組を進めてきました。 

本計画においても、それぞれの取組状況や課題を踏まえ、引き続き両計画を一体的に策

定し、市と社会福祉協議会が同じ方向に向かい、それぞれの強みを生かしながら相互に連

携・協力することにより、本市の地域福祉のより効率的・効果的な推進をめざします。 

 

 

■社会福祉協議会と地域住民、市との関係 
 

 
 

 
地域住民 

社会福祉協議会 茨木市 

情報・福祉サー

ビス等の提供 

参画、協働 

連携、協力 

・相互の支え合い 

・地域活動への主体的な参加 

・地域課題に気づき、対応する 

つながりの構築 

・地域福祉を推進する中核 

・地域福祉の担い手の育成 

・地域活動のバックアップ 

・地域福祉の推進のための地域主体、 

 住民主体の取組への支援 

・基盤整備、参加の促進、調整、施策 

 の総合的な推進 

参画、協働 

連携、支援 地区福祉委員会 

支援 
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第２章 本市の保健福祉を取り巻く状況 

第１節 本市の状況・将来推計 

 

■図表一覧 

１ 人口構造・年齢別人口・人口動態の状況 

（１）人口・世帯数の推移 ·······································  

（２）世帯構成の推移 ···········································  

（３）年齢３区分別人口の推移···································  

（４）年齢別人口構成 ···········································  

（５）小学校区別人口 ···········································  

（６）高齢化率の推移 ···········································  

（７）出生数と死亡数の推移·····································  

（８）死因別死亡者の推移 ·······································  

（９）平均寿命 ·················································  

（10）生活保護制度における被保護世帯の状況 ····················  

２ 介護保険被保険者の状況 

（１）要支援・要介護認定者の推移 ······························  

（２）要支援・要介護認定者の認知症の程度の状況 ················  

（３）要介護申請における主治医意見書主疾病の状況 ··············  

３ 障害者の状況 

（１）障害者の状況 ·············································  

（２）身体障害者の状況 ·········································  

（３）知的障害者の状況 ·········································  

（４）精神障害者の状況 ·········································  

４ 健康管理の状況 

（１）特定健康診査の受診状況（茨木市国民健康保険加入者） ······  

（２）特定保健指導の実施状況（茨木市国民健康保険加入者） ······  

（３）がん検診の受診状況 ·······································  

５ 自殺の状況 

（１）自殺者数の推移 ···········································  

（２）自殺死亡率の推移 ·········································  

６ 社会保障給付費の状況 

（１）生活保護給付費の推移·····································  

（２）介護保険給付費の推移·····································  

（３）障害福祉サービス等給付費の状況 ··························  

（４）国民健康保険被保険者１人当たりの医療費の推移 ············  
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１ 人口構造・年齢別人口・人口動態の状況 

 

（１）人口・世帯数の推移 

人口は、近年、微増で推移しています。世帯数は増加していますが、一世帯当たり人数は

減少傾向にあり、家族の小規模化が続いています。 

 

■人口の推移（実績値・推計値）

 
出典：「実績値」国勢調査（各年10月１日現在） 

「推計値」国立社会保障・人口問題研（将来の地域別男女５歳階級別人口） 

 

■世帯数の推移（実績値） 

 
出典：国勢調査（各年10月１日現在） 
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（２）世帯構成の推移 

単独世帯の割合は増加傾向にあります。 

（単位：世帯） 

 
平成12年 

(2000年) 

平成17年 

（2005年） 

平成22年 

（2010年） 

平成27年 

（2015年） 

令和２年 

（2020年） 

世帯総数 99,448  105,033  112,208  116,575  124,953  

単独世帯 27,976 30,133 35,028 37,852 44,862 

核家族世帯 63,956 67,566 70,287 72,676 74,396 

核家族以外の世帯 7,139 6,776 5,969 5,086 4,592 

非親族を含む世帯 377 558 823 788 1,081 

再掲 

母子世帯 1,378 1,680 1,691 1,689 1,330 

父子世帯 189 191 138 149 105 

出典：国勢調査（各年10月１日現在） 

＊単独世帯：世帯人員がひとりの世帯 

＊核家族世帯：(1)夫婦のみの世帯。(2)夫婦と子どもから成る世帯。 

(3)男親と子どもから成る世帯。(4)女親と子どもから成る世帯。 

＊非親族を含む世帯：二人以上の世帯員から成る世帯のうち，世帯主と親族関係にない人がいる世帯 

＊母子世帯：未婚，死別又は離別の女親と，その未婚の20歳未満の子どものみから成る一般世帯 

＊父子世帯：未婚，死別又は離別の男親と，その未婚の20歳未満の子どものみから成る一般世帯 

 

＊平成22年（2010年）国勢調査以降は、世帯の家族類型別の集計方法が変更されたため、各世帯数の合計が世

帯総数に一致しないことがあります。 

 

■世帯構成の推移 
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（３）年齢３区分別人口の推移 

人口の推移を年齢３区分別に見ると、近年、65歳以上（老年人口）は増加しています。

15歳未満（年少人口）、15～64歳（生産年齢人口）は減少傾向にあります。 

 

（単位：人） 

 
令和元年 

(2019年) 

令和２年 

（2020年） 

令和３年 

（2021年） 

令和４年 

（2022年） 

令和５年 

（2023年） 

15歳未満 40,173  39,884  39,325  38,988  38,640  

15～64歳 173,776  174,678  175,054  175,820  177,683  

65歳以上 67,592  68,143  68,699  68,870  68,901  

出典：住民基本台帳（各年３月末日現在） 

 

 

■年齢３区分別人口の割合の推移 

 

出典：住民基本台帳（各年３月末日現在） 
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（４）年齢別人口構成 

人口ピラミッドは、令和２年（20２０年）には、45～49歳と70～74歳を中心としたふくら

みを持つ「ひょうたん型」になっています。 

 

■年齢別人口構成（人口ピラミッド）（実績値） 

 
出典：国勢調査（各年10月１日現在）  

 

 

■年齢別人口構成（人口ピラミッド）（推計値） 

 
＊推計人口は90歳以上を１グループとしている 

出典：大阪府 
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（５）小学校区別人口 

小学校区別の人口については、校区により大きな差があります。高齢化率を見ても

10.5％から48.8％までと大きな差がありますが、32小学校区のうちの23校区で「超高

齢社会」と呼ばれる水準である21％を超えています。 

（単位：世帯、人、％） 

小学校区 世帯数 人口 
年齢階層別人口  

高齢化率 
0～14歳 15～64歳 65歳以上  

合計 132,300 285,224 38,640 177,683 68,901  24.2% 

清溪小学校 576 949 34 481 434  45.7% 

忍頂寺小学校 525 1,097 58 504 535  48.8% 

山手台小学校 3,516 8,586 1,521 4,190 2,875  33.5% 

安威小学校 1,668 3,618 380 2,071 1,167  32.3% 

福井小学校 2,307 4,996 646 2,805 1,545  30.9% 

耳原小学校 4,150 9,474 1,527 5,622 2,325  24.5% 

豊川小学校 2,501 4,561 468 2,561 1,532  33.6% 

郡山小学校 2,211 4,427 646 2,192 1,589  35.9% 

彩都西小学校 3,725 10,309 1,945 7,281 1,083  10.5% 

太田小学校 4,848 11,480 1,492 7,109 2,879  25.1% 

西河原小学校 2,629 5,653 660 3,195 1,798  31.8% 

三島小学校 4,685 10,073 1,374 6,126 2,573  25.5% 

庄栄小学校 4,456 8,859 1,195 5,685 1,979  22.3% 

東小学校 4,465 9,530 1,037 6,112 2,381  25.0% 

白川小学校 3,986 8,906 1,033 4,956 2,917  32.8% 

春日小学校 5,948 12,929 1,931 8,477 2,521  19.5% 

郡小学校 2,905 6,435 801 3,971 1,663  25.8% 

畑田小学校 2,707 5,757 841 3,723 1,193  20.7% 

沢池小学校 4,835 11,091 1,428 6,785 2,878  25.9% 

西小学校 2,427 5,427 680 3,073 1,674  30.8% 

春日丘小学校 4,290 9,153 1,184 5,721 2,248  24.6% 

穂積小学校 4,150 8,598 959 5,098 2,541  29.6% 

茨木小学校 7,903 15,648 2,170 10,383 3,095  19.8% 

中条小学校 6,596 14,667 2,146 9,848 2,673  18.2% 

大池小学校 7,298 15,153 2,030 9,379 3,744  24.7% 

中津小学校 6,138 12,087 1,568 8,055 2,464  20.4% 

天王小学校 7,368 15,199 2,007 10,163 3,029  19.9% 

東奈良小学校 4,634 9,103 992 5,490 2,621  28.8% 

玉櫛小学校 4,570 9,595 1,167 6,156 2,272  23.7% 

水尾小学校 4,747 10,436 1,339 6,360 2,737  26.2% 

玉島小学校 4,305 10,017 1,598 6,341 2,078  20.7% 

葦原小学校 5,231 11,411 1,783 7,770 1,858  16.3% 

出典：住民基本台帳（令和５年（2023年）３月末日現在） 
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（６）高齢化率の推移 

高齢化率は上昇傾向にありますが、国・大阪府に比べると、低い数値で推移していま

す。 

 

■高齢化率の推移 

 

出典：国勢調査（各年10月１日現在） 
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（７）出生数と死亡数の推移 

令和元年（2019年）以降、本市の出生数は死亡数を下回る自然減で推移しており、死

亡数がやや増加傾向にあります。 

 

（単位：人） 

  
平成30年 

(2018年) 

令和元年 

（2019年） 

令和２年 

（2020年） 

令和３年 

（2021年） 

令和４年 

（2022年） 

 茨木市 2,498 2,252 2,282 2,266 2,228 

出生数 大阪府 65,446 62,557 61,878 59,780  57,315 

 全国 918,400 865,239 840,835 811,622  770,759 

 茨木市 2,292 2,321 2,398 2,411 2,736 

死亡数 大阪府 89,494 90,410 91,644 97,282  106,277 

 全国 1,362,470 1,381,093 1,372,755 1,439,856  1,569,050 

出典：人口動態統計（各年12月末日現在） 

 

 

 

■出生数と死亡数の推移（茨木市） 
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（８）死因別死亡者の推移 

死因別死亡者数は、近年、悪性新生物（がん等）の割合が最も多く、次いで、心疾患

（高血圧性を除く）となっています。また、老衰の割合がやや増加しています。 

 

（単位：人） 

主要死因 
平成28年 

(2016年) 

平成29年 

（（2017年） 

平成30年 

（2018年） 

令和元年 

（2019年） 

令和２年 

（2020年） 

総数 2,159 2,195 2,292 2,321 2,398 

結核 2 9 9 6 2 

悪性新生物 687 691 690 676 777 

高血圧性疾患 4 6 3 9 14 

心疾患 
（高血圧性を除く） 

349 327 365 344 389 

脳血管疾患 122 130 140 129 135 

肺炎 216 197 186 193 166 

肝疾患 28 27 40 44 33 

老衰 87 98 123 142 152 

不慮の事故 18 82 94 86 79 

自殺 33  45  38  33  39  

その他 613  583  604  659  612  

出典：大阪府 

 

 

■死因別割合の推移
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（９）平均寿命 

平均寿命は、令和２年（2020年）には、男性82.4歳、女性88.3歳で、国・大阪府に比

べて、高くなっています。 

 

■平均寿命 

 

出典：厚生労働省 市区町村別生命表 

厚生労働省 平均寿命の年次推移  
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（10）生活保護制度における被保護世帯の状況 

生活保護制度における被保護世帯数は、近年、減少傾向にありましたが、令和元年度

（201９年度）以降、やや増加傾向にあります。保護人員、保護率は横ばいで推移していま

す。なお、生活保護世帯に占める高齢者世帯の割合は増加しており、単身世帯の割合も増

加しています。 

 

■生活保護世帯数と保護率 

（単位：世帯、人、‰） 

 
平成30年度 

(2018年度) 

令和元年度 

(2019年度) 

令和２年度 

(2020年度) 

令和３年度 

(2021年度) 

令和４年度 

(2022年度) 

被保護世帯数 2,689 2,662 2,694 2,720 2,717 

保護人員 3,480 3,358 3,362 3,357 3,362 

保護率 12.36 11.88 11.88 11.83 11.79 

出典：茨木市（各年度３月末時点） 

 

 

 

 

＊‰（パーミル）：1,000分の１を１とする単位。 

保護率：保護率（人口千対）は「保護実人員（１か月平均）」÷「人口」×1,000 で算出しています。 
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■世帯類型別の被保護世帯の状況 

（単位：世帯） 

 
平成30年度 

(2018年度) 

令和元年度 

(2019年度) 

令和２年度 

(2020年度) 

令和３年度 

(2021年度) 

令和４年度 

(2022年度) 

高齢者世帯 1,469 1,474 1,507 1,532 1,526 

母子世帯 145 120 114 109 103 

障害者世帯 364 416 429 441 419 

傷病者世帯 288 343 332 326 345 

その他世帯 423 309 312 312 324 

出典：茨木市（各年度３月末時点） 
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■世帯人員別の被保護世帯の状況 

（単位：世帯） 

 
平成30年度 

(2018年度) 

令和元年度 

(2019年度) 

令和２年度 

(2020年度) 

令和３年度 

(2021年度) 

令和４年度 

(2022年度) 

単身世帯 2,140 2,157 2,195 2,243 2,244 

２人世帯 388 376 382 370 371 

３人世帯 108 89 83 77 68 

４人世帯 31 26 24 18 22 

５人以上世帯 22 14 10 12 12 

出典：茨木市（各年度３月末時点） 
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２ 介護保険被保険者の状況 

 

（１）要支援・要介護認定者の推移 

要支援・要介護認定者は年々増加しており、令和４年度（20２２年度）は、12,907人で、

平成３０年度（201８年度）に比べ、1.1３倍の伸びとなっています。 

出典：茨木市（各年度９月末日現在） 

 

 

 

項目 
平成30年度 

（2018年度） 

令和元年度 

（2019年度） 

令和２年度 

（2020年度） 

令和３年度 

（2021年度） 

令和４年度 

（2022年度） 

高齢者人口 67,196人 67,794人 68,404人 68,890人 68,836人 

要支援１ 1,570人 1,629人 1,604人 1,689人 1,845人 

要支援２ 1,473人 1,599人 1,542人 1,470人 1,509人 

小計 3,043人 3,228人 3,146人 3,159人 3,354人 

要介護１ 2,690人 2,697人 2,765人 2,996人 3,036人 

要介護２ 1,938人 1,991人 2,093人 2,123人 2,170人 

要介護３ 1,512人 1,595人 1,652人 1,724人 1,708人 

要介護４ 1,287人 1,342人 1,365人 1,456人 1,522人 

要介護５ 990人 1,017人 1,045人 1,057人 1,117人 

小計 8,417人 8,642人 8,920人 9,356人 9,553人 

合計 11,460人 11,870人 12,066人 12,515人 12,907人 
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（２）要支援・要介護認定者の認知症の程度の状況 

要介護認定調査の結果から認知症の状況を見ると、要介護度が重度化するにつれて、

中度（Ⅲ）以上の介護を要する認知症の人の割合が高くなっています。 

（単位：人、％） 

要介護度 対象者 

認知症の程度 介護を必要とする 

認知症の人の割合 

(中度(Ⅲ)以上) 
自立 

軽度 

（Ⅰ） 

軽中度 

（Ⅱ） 

中度 

（Ⅲ） 

中重度 

（Ⅳ） 

重度 

（Ｍ） 

要支援１ 1,831 
669 885 251 21 2 3 

1.42 
36.5 48.3 13.7 1.1 0.1 0.2 

要支援２ 1,560 
543 832 171 14 0 0 

0.90 
34.8 53.3 11.0 0.9 0 0 

要介護１ 3,027 
359 802 1460 353 34 19 

13.41 
11.9 26.5 48.2 11.7 1.1 0.6 

要介護２ 2,137 
287 498 873 395 73 11 

22.41 
13.4 23.3 40.9 18.5 3.4 0.5 

要介護３ 1,673 
103 199 506 651 177 37 

51.70 
6.2 11.9 30.2 38.9 10.6 2.2 

要介護４ 1,568 
78 176 398 596 277 43 

58.42 
5.0 11.2 25.4 38.0 17.7 2.7 

要介護５ 1,098 
36 71 155 396 372 68 

76.14 
3.3 6.5 14.1 36.1 33.9 6.2 

合計 12,894 
2,075 3,463 3,814 2,426 935 181 

27.47 
16.1 26.9 29.6 18.8 7.3 1.4 

＊国が定める「認知症高齢者の日常生活自立度」に基づき、次のとおり判定。 

Ⅰ：何らかの認知症を有するが、日常生活は家庭内及び社会的にほぼ自立している。 

Ⅱ：日常生活に支障をきたすような症状・行動や意思疎通の困難さが多少みられても、誰かが注意し

ていれば自立できる。 

Ⅲ：日常生活に支障をきたすような症状・行動や意思疎通の困難さがみられ、介護を必要とする。 

Ⅳ：日常生活に支障をきたすような症状・行動や意思疎通の困難さが頻繁にみられ、常に介護を必要

とする。 

Ｍ：著しい神経症状や問題行動あるいは重篤な身体疾患がみられ、専門医療を必要とする。 

 

出典：茨木市（令和４年度（2022年度）数値） 
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（３）要介護申請における主治医意見書主疾病の状況 

要介護申請(新規申請）の際、主治医が記載する意見書の主疾患は要支援者では関

節疾患が、要介護者では認知症の比率が最も高くなっています。 

要支援者で上位を占めている関節疾患においては、介護予防により、ある程度は未然

防止が期待できます。また、要介護者で上位を占めている認知症や、脳血管疾患、骨折・

転倒などに対しては、若い頃からの生活習慣病対策が、介護予防の観点からも重要です。 

 

要介護度 第１位 第２位 第３位 

総数 関節疾患 15.57% 404人 認知症 14.10% 366人 骨折・転倒 13.53% 351人 

要支援１ 関節疾患 22.55% 168人 骨折・転倒 13.56% 101人 脳血管疾患 8.46% 63人 

要支援２ 関節疾患 30.59% 130人 骨折・転倒 14.59% 62人 がん 9.88% 42人 

要介護１ 認知症 27.92% 213人 骨折・転倒 10.48% 80人 がん 10.09% 77人 

要介護２ 認知症 20.45% 54人 骨折・転倒 16.29% 43人 心疾患 10.61% 28人 

要介護３ 脳血管疾患 18.06% 28人 認知症 16.77% 26人 骨折・転倒 13.55% 21人 

要介護４ 脳血管疾患 23.90% 38人 骨折・転倒 20.75% 33人 がん 11.95% 19人 

要介護５ 脳血管疾患 17.86% 15人 認知症 16.67% 14人 骨折・転倒 13.10% 11人 

 

出典：茨木市（令和４年度（2022年度）新規申請における状況） 

 

 



 

29 
 

３ 障害者の状況 

 

（１）障害者の状況 

① 障害者手帳所持者の状況 

身体障害者手帳所持者及び療育手帳所持者については、無届死亡や無届転出の件数

について、反映したことに伴い、令和元年度（2019年度）から令和２年度（2020年度）に

大きく減少しています。（以下、31ページ （２）身体障害者の状況、33ページ （３）知的障

害者の状況についても同じ。） 

身体障害者手帳所持者は減少傾向となっています。療育手帳、精神障害者保健福祉手

帳所持者は、いずれも増加傾向となっています。 

 

 
出典：茨木市（各年度３月末日現在） 
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② 障害支援区分認定者の状況 

障害支援区分認定者数は、過去５年間増加を続けており、特に「区分４」以上の増加傾

向が強くなっています。 

（単位：人、％） 

区分 
平成30年度 

（2018年度） 

令和元年度 

（2019年度） 

令和２年度 

（2020年度） 

令和３年度 

（2021年度） 

令和４年度 

（2022年度） 

区分６ 
人数 288 304 323 356 369 

割合 21.7 21.6 21.9 23.0 23.5 

区分５ 
人数 218 231 248 259 273 

割合 16.4 16.4 16.8 16.8 17.4 

区分４ 
人数 324 355 384 402 429 

割合 24.4 25.2 26.0 26.0 27.3 

区分３ 
人数 367 370 376 400 390 

割合 27.6 26.2 25.5 25.9 24.8 

区分２ 
人数 127 146 140 126 109 

割合 9.5 10.3 9.5 8.1 6.9 

区分１ 
人数 6 4 4 3 1 

割合 0.4 0.3 0.3 0.2 0.1 

合計 1,330 1,410 1,475 1,546 1,571 

出典：茨木市（各年度３月末日現在） 

 

③ 自立支援給付（介護給付費・訓練等給付費）における支給決定障害者の状況 

支給決定者数は増加を続けており、直近３年間において特に18歳から65歳の層で増

加がみられます。 

 

出典：茨木市（各年度３月末日現在） 
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（２）身体障害者の状況 

① 年齢別の身体障害者手帳所持者の状況 

年齢別の手帳所持者の状況は、「18歳以上」及び「18歳未満」ともに微減傾向です。

「18歳以上」の全体に占める割合は９割以上と傾向は変わりません。

 

 出典：茨木市（各年度３月末日現在） 

 

 

 

② 等級別の身体障害者手帳所持者の状況 

等級別の状況も、直近５年間では大きな変化はみられません。 

 
 出典：茨木市（各年度３月末日現在） 
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③ 障害種類別の身体障害者手帳所持者の状況 

障害種類別に見ても、構成割合に大きな変化はなく、直近の令和４年度（2022年度）

では、「肢体不自由」が約54％、「内部障害」が約31％となっています。 

 
出典：茨木市（各年度３月末日現在） 
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（３）知的障害者の状況 

① 年齢別の療育手帳所持者の状況 

療育手帳の所持者数は年々増加傾向です。年齢別にみても、「18歳以上」「18歳未

満」のいずれも増加しており、特に18歳以上の増加が顕著となっています。 

 
出典：茨木市（各年度３月末日現在） 

 

 

② 障害程度別の療育手帳所持者の状況 

障害程度別に見ると、「Ａ」判定の人数が令和２年度（2020年度）までは最も多くなっ

ていますが、令和３年度（2021年度）からは「Ｂ２」判定の人数が最も多くなっています。 

 
 

出典：茨木市（各年度３月末日現在） 
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（４）精神障害者の状況 

① 年齢別の精神障害者保健福祉手帳所持者の状況 

精神障害者保健福祉手帳の所持者数は、「18歳以上」が年々増加する傾向となって

います。「18歳以上」がいずれの年度においても９割以上と大半を占めており、大きな変

化は見られません。 

 

出典：茨木市（各年度３月末日現在） 

 

 

② 等級別の精神障害者保健福祉手帳所持者の状況 

「１級」、「２級」、「３級」全てにおいて増加傾向ですが、特に「２級」、「３級」の伸びが高

くなっています。 

 
出典：茨木市（各年度３月末日現在） 
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４ 健康管理の状況 

 

（１）特定健康診査の受診状況（茨木市国民健康保険加入者） 

特定健康診査受診率は、過去５年間、30％前後で推移しています。 

 

       （単位：人、％） 

 
平成29年度 

（2017年度） 

平成30年度 

（2018年度） 

令和元年度 

（2019年度） 

令和２年度 

（2020年度） 

令和３年度 

（2021年度） 

令和４年度 

（2022年度） 

特定健康診査 

対象者 
39,394 37,657 36,386 36,016 34,551 32,483 

特定健康診査 

受診者 
11,936 12,468 12,123 9,343 10,424 10,126 

特定健康診査 

受診率 
30.3% 33.1% 33.3% 25.9% 30.2% 31.2% 

特定健康診査 

受診率（大阪府） 
30.3% 30.8% 30.1% 27.5% 29.2%  

メタボリック 

シンドローム 

該当者 

15.9% 16.7% 17.8% 18.9% 18.6%  

メタボリック 

シンドローム 

予備群者 

11.0% 11.1% 11.0% 11.5% 11.4%  

            出典：茨木市（各年度法定報告値） 

 

■特定健康診査の受診状況 
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（２）特定保健指導の実施状況（茨木市国民健康保険加入者） 

特定保健指導実施率は着実に増加しており、大阪府内でも上位にあります。 

 

（単位：人、％） 

 
平成29年度 

（2017年度） 

平成30年度 

（2018年度） 

令和元年度 

（2019年度） 

令和２年度 

（2020年度） 

令和３年度 

（2021年度） 

対象者（健診受診者） 11,936 12,469 12,123 9,343 10,424 

特定保健指導対象者 1,213 1,283 1,218 870 1,065 

特定保健指導実施者 710 797 847 623 710 

特定保健指導実施率 58.5 62.1 69.5 71.6 66.7 

特定保健指導実施率 

（大阪府） 
15.9 17.5 17.9 16 17.5 

出典：茨木市（各年度法定報告値） 

 

■特定保健指導の実施状況 
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（３）がん検診の受診状況 

がん検診の受診率は、過去５年間、ほぼ横ばいで推移しています。 

 

（単位：人、％） 

 
平成29年度 

（2017年度） 

平成30年度 

（2018年度） 

令和元年度 

（2019年度） 

令和２年度 

（2020年度） 

令和３年度 

（2021年度） 

令和４年度 

（2022年度） 

胃がん 

検診 

対象者数 66,878 66,181 65,797 65,790 66,789 68,072 

受診者数 2,296 2,089 1,966 1,629 1,531 2,351 

受診率 3.40% 3.20% 3.00% 2.50% 2.30% 3.50% 

肺がん 

検診 

対象者数 114,226 113,498 112567 111,853 111,784 111,867 

受診者数 10,212 10,088 9,560 7,312 8,320 8,143 

受診率 8.90% 8.90% 8.50% 6.50% 7.40% 7.30% 

大腸がん 

検診 

対象者数 114,226 113,498 112567 111,853 111,784 111,867 

受診者数 9,787 9,756 9,283 7,029 7,954 7,816 

受診率 8.60% 8.60% 8.20% 6.30% 7.10% 7.00% 

子宮がん 

検診 

対象者数 91,424 90,701 89,798 89,798 89,003 89,156 

受診者数 16,590 16,675 16,195 14,806 14,690 16,114 

受診率 18.10% 18.40% 18.00% 16.50% 16.50% 18.10% 

乳がん 

検診 

対象者数 58,370 58,031 57,462 56,973 56,874 56,916 

受診者数 8,880 8,918 8,763 7,370 7,079 8,113 

受診率 15.20% 15.40% 15.30% 12.90% 12.40% 14.30% 

出典：茨木市（各年度３月末日現在） 

 

■がん検診の受診状況
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５ 自殺の状況 

 

（１） 自殺者数の推移 

自殺者数は、30人台で推移しています。男女別でみると、男性の自殺者数が多くなって

いますが、令和４年（2022年）は女性の自殺者が増加しています。 

（単位：人） 

茨木市 
平成30年 

（2018年） 

令和元年 

（2019年） 

令和２年 

（2020年） 

令和３年 

（2021年） 

令和４年 

（2022年） 

男 20 21 23 23 21 

女 15 10 15 7 17 

合計 35 31 38 30 38 

 

 

（２） 自殺死亡率の推移 

死亡率は平成22年（2010年）から減少傾向にあり、国、大阪府に比べて低い数値で

推移しています。 
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６ 社会保障給付費の状況 

 

（１） 生活保護給付費の推移  

 生活保護給付費は、減少傾向にあります。                                       

 
出典：茨木市 

（２）介護保険給付費の推移 

介護保険給付費全体は、増加傾向にあります。 

■介護保険給付費 

 

  出典：茨木市 
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（３） 障害福祉サービス等給付費の状況 

① 障害福祉サービス等給付費の推移 

「自立支援給付費」は、過去５年間増加を続けていますが、特に「訓練等給付費」の増

加が著しい傾向にあります。 

「地域生活支援事業」は、新型コロナウイルス感染症の影響により令和２年度（2020

年度）に大幅に減少しましたが、令和３年度（2021年度）からは増加に転じ、令和４年度

（2022年度）は平成30年度（2018年度）とほぼ同水準になっています。 

 

出典：茨木市 

 

② 自立支援給付費における一人当たりの給付費 

自立支援給付費における一人当たりの給付費は直近３年間で増加を続けています。

 

出典：茨木市 
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（４）国民健康保険被保険者１人当たりの医療費の推移 

国民健康保険被保険者１人当たりの医療費は、増加傾向にあります。 

 

■国民健康保険被保険者１人あたりの医療費の推移 

（単位：円） 

 
 

  出典：大阪府国民健康保険団体連合会 １人あたり費用額（審査月に基づき算出） 
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第２節 前計画における包括的支援体制の整備状況 
 

前計画の理念 

 「すべての人が健やかに、支え合い暮らせる、 

みんなが主役の地域共生のまちづくり」 

～包括的な支援体制の実現とともに～ 

 

前計画の理念に基づき、保健福祉の各分野が連携を図り、地域住民の支え合いとも連

動しながら、以下の３点の取組を中心として、包括的支援体制の整備を進めてきました。 

なお、分野別計画共通のものとして定めた６つの基本目標に基づく取組状況、評価と課

題については、各分野別計画において記載します。 

■前計画における包括的支援体制のイメージ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(１) サービス提供・専門的な相談支援体制の拡充 

前計画において、高齢者数の増加等に対応するため、サービス体制、相談支援体制を

見直し、２～３小学校区を１エリアとした14エリアを設定しました。エリアごとに、地域包括

支援センター、いきいきネット相談支援センター（コミュニティソーシャルワーカー（ＣＳＷ））、

障害者相談支援センターを整備するなど、分野をまたがる相談にも対応できる相談支援

体制の拡充を図りました。 
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これにより、同一世帯で複合的な課題を抱える世帯や、制度の狭間にいる人等に対して、

エリアの専門職がチームとして連携し、世代や分野にとらわれることなく、迅速で幅広い支

援を実施してきました。 

■相談支援機関の整備状況 

相談支援機関 
平成29年度 

（2017年度） 

令和５年度 

（2023年度） 

地域包括支援センター設置数 ６か所 14か所 

いきいきネット相談支援センター（ＣＳＷ）設置数 14か所 14か所 

障害者相談支援センター設置数 ７か所 10か所 

 

 

(２) 地区保健福祉センターの整備 

 こどもから高齢者、障害者などすべての人が安心して暮らし続けることができる地域共

生社会の実現を図るため、属性や世代を問わない包括的な相談支援と、保健と福祉の連

携を強化する体制を構築し、健康寿命の延伸、健康格差の解消、支援を必要とする方の早

期発見・早期対応をめざす拠点として、２～３エリアを１圏域とした圏域ごとに、地区保健福

祉センターの整備を進めてきました。 

令和3年（2021年）4月に東保健福祉センター、令和4年（2022年）4月に西保健福

祉センター、南保健福祉センター、令和5年（2023年）4月に中央保健福祉センターを設

置し、残る北圏域についても設置に向けた準備に努めています。 

地区保健福祉センターでは、地域住民が主体となって行う地域活動への積極的な参加

や、家庭訪問や健康プログラムの実施など、地域に密着した活動を行っています。地域住

民の方々からは、「関係機関の連携がしやすくなった」、「保健師の活動が身近になった」

など一定の評価はいただきましたが、併せて様々な課題のご指摘もいただきました。 

4つの地区保健福祉センターに共通した課題として、特に周知不足が挙げられます。令

和4年度（2022年度）に実施した「保健福祉に関するアンケート調査」においては、地区

保健福祉センターについて「知らない」と回答した方が約６０％となっています。 

地区保健福祉センターの役割やセンター自体の認知度が高まることで、センターへ寄せ

られる相談件数や、支援につながるケースの増加が期待されることから、地区保健福祉セ

ンターについての周知を強化するとともに、地域の身近な相談相手である民生委員・児童

委員や、地域のさまざまな関係機関、団体、事業所等との連携を深め、顔の見える関係を

構築することが必要です。 

 

■地区保健福祉センターの整備状況 

 
令和３年度 

（2021年度） 

令和４年度 

（2022年度） 

令和５年度 

（2023年度） 

地区保健福祉センターの設置数 １か所 ３か所 ４か所 
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 (３) ネットワークの再編による発見・相談・見守り体制の機能強化 

 地域にある複数のネットワークについては、既存の「健康福祉セーフティネット」を活用し

ながら、地域の実情に応じて各ネットワークの機能の整理・統合について検討しました。 

各地区保健福祉センターでは、定期的に圏域会議、エリア会議を実施し、そのエリア・圏

域を担当する専門相談支援機関（地域包括支援センター、いきいきネット相談支援センタ

ー、障害者相談支援センター）、関係機関が相互に情報共有を行うことで、連携・支援体

制の強化を図るとともに、複数のエリアで共通している地域課題等について総合的に検討

し、その課題解決に向けて取り組みました。 

引き続き、それぞれのネットワークの役割を整理し、様々な機関と連携しながら体制整備

を図る必要があります。 

 

■小学校区・エリア・圏域における会議実施状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
令和２年度 

（2020年度） 

令和３年度 

（2021年度） 

令和４年度 

（2022年度） 

【圏域】圏域会議 ― 
１か所 
０回 

３か所 
６回 

【エリア】エリア会議 ― 
３か所 
63回 

９か所 
117回 

【小学校区】 

健康福祉セーフティネット会議 

32校区 
157回 

32校区 
148回 

32校区 
203回 
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第３章 計画の基本方針 

第１節 理念 
 

 

 

 

 

人口減少社会において、今後さらに少子高齢化が進行し、様々な面において担い手の

不足が生じ、現在の地域社会や支援体制（サービス提供体制）の持続が困難になっていく

ことが予想されます。地域社会や支援体制を持続可能なものとし、さらに包括的な支援体

制へと発展させるためには、誰もが主体的に活躍できる環境を整え、担い手を増やし、維

持し、またそれぞれが共に協力して取り組むことを推進することにより、地域活動の活性化

を図る必要があります。 

本計画を策定するにあたっては、持続可能な包括的支援体制の実現とともに地域共生

のまちづくりをめざすことを理念として設定します。 

この理念のもと、複雑化、複合化する多様な困りごとに対し、解決に向けて包括的な支

援体制で伴走すること、また市民や団体、事業者等がそれぞれに力を発揮しながら、主体

的に協働して相乗効果が生まれるよう行政として支援することに特に留意し、貴重な地域

社会の担い手が効率的、効果的に活躍できるよう、必要に応じ支援体制等の整理や統合

による最適化の工夫も行いながら、保健福祉の各種施策を推進していきます。 

 

 

第２節 基本目標 

 

本計画では、理念に基づいて各施策を推進していくため、６つの基本目標を定めます。こ

の基本目標は、前計画の６つの基本目標の考え方を継承し、各分野別計画において、共通

の目標とします。 

 

基本目標１ お互いにつながり支え合える 

市民の多様な困りごとを受け止める保健福祉分野の包括的な支援体制の充実を図る

とともに、市民や団体、事業者等のあらゆる機関が、本計画の理念に基づいた持続可能な

地域づくりや地域課題の解決について当事者意識を持ち行動する「主役」となれるよう、

取組や連携を推進します。 

 

 

「すべての人が健やかに、支え合い暮らせる、 

みんなが主役の地域共生のまちづくり」 

～持続可能な包括的支援体制の実現とともに～ 
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基本目標２ 健康にいきいきと自立した日常生活を送れる 

市民が心身ともに健康で、個別の状況に応じいきいきとした日常生活を送れるよう、生

涯を通じた健康づくりと生活習慣病の予防などに向けた取組を進めます。また、一人ひとり

がそれぞれの強みをいかし、生活機能（心身機能・構造、活動、参加）＊を維持または向上

させ、適切な環境の調整を通じて、自立した日常生活を送るための専門的な支援の提供

ができる体制を整備します。 

＊国際生活機能分類（ICF）（世界保健機関（WHO），2001）による 

 

基本目標３ 憩える 参加できる 活躍できる 

一人ひとりの状況に応じて、身近な地域で憩える、参加できる、活躍できる機会の創出

に取り組みます。地域社会での多様な形態の参加、活躍とともに、年齢や属性に関わらず

就労をめざすことができるよう支援し、誰もが地域社会を支える担い手として活躍できる地

域づくりをめざします。 

 

基本目標４ 一人ひとりの権利が尊重される 

こどもから高齢者、障害者などのすべての市民がお互いを理解し、尊重し合える意識の

醸成に努めるとともに、虐待防止や権利擁護に関する施策を推進することにより、支援が

必要な人を早期に発見し、適切な支援につなげていきます。 

 

基本目標５ 情報を活かして、安全・安心に暮らせる 

ＩＣＴの活用など様々な手段によって、誰にとってもわかりやすい情報を迅速に発信すると

ともに、その情報が必要な人に届き、いかされる体制整備を推進します。また、災害時等の

緊急時には、市と関係機関が適正に情報を共有・活用して、安全・安心に暮らせる地域づ

くりを推進します。 

 

基本目標６ 持続可能な社会保障を推進する 

社会保険（年金制度・医療保険・介護保険）、社会福祉（障害福祉サービス等）、公的

扶助（生活保護）、保健医療・公衆衛生からなる社会保障について、今必要とする人が利

用できることはもとより、将来必要とする人も継続的に利用できるよう、持続可能性に配慮

し、市民や関係機関の理解や協力を得て、法令等に則った公正・適正・円滑な運用を推進

します。 
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第３節 包括的支援体制の推進 

 

本計画の理念を実現するため、保健福祉の各分野が連携を図るとともに、地域住民の

支え合いとも連動しながら、包括的な支援体制を引き続き推進します。 

前計画で整備を進めてきた地区保健福祉センターの機能の充実を図り、地域における

協働を推進するとともに、令和２年度（2020年度）の社会福祉法の改正により示された

「重層的支援体制整備事業」について、地区保健福祉センターを基盤として各事業を展

開し、住民自らが主体的な活動等の場において課題解決できる地域づくりをめざし

ます。 

 

（１）地域での生活や活動を後押しし、協働を推進（地区保健福祉センター） 

地区保健福祉センターは、身近な場所で、世代や分野を問わない保健と福祉に関する

相談や地域づくりについて、地域住民をバックアップし、解決等に向けて支援します。 

所長、保健師、生活支援コーディネーター、地域包括支援センター、コミュニティソーシャ

ルワーカー（CSW）、障害者相談支援センター、アウトリーチ支援員、社会福祉協議会など、

多機関・多職種で協働し、「相談支援」「健康づくり・介護予防」「地域づくり」「社会参加」

といった地域での生活や活動など、様々な取組をバックアップすることで、地域における協

働を推進します。 

■地区保健福祉センターのイメージ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＊図は改めて更新予定 
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地区保健福祉センターでは、主に以下の３点を重視した取組を行います。 

 

①保健機能（保健と福祉の連携） 

 地区保健福祉センターに保健師を配置し、地域の医療機関や福祉関係団体などと連

携しながら、地域住民への健（検）診の受診勧奨や健診結果等に基づく健康支援、健康

や子育てに関する相談支援等を実施し、健康課題が生活課題につながらないように取り

組みます。 

 

②専門相談支援機能（専門職による包括的なチーム支援） 

地区保健福祉センターは、そのエリアを担当する専門相談支援機関（地域包括支援セ

ンター、いきいきネット相談支援センター、障害者相談支援センター）と連携し、世代や分野

にとらわれず、様々な生活課題を抱える方に対して迅速に幅広く対応できるよう効率的・効

果的で持続可能な体制を確保します。 

また、地域での見守り・発見・つなぎ機能の強化を引き続き図るとともに、自ら支援につ

ながることが難しい方などに対しては、つながり続けるために生活困窮者自立相談支援機

関（くらしサポートセンター『あすてっぷ 茨木』）等の専門職がアウトリーチにより、本人と

の関係性を構築し、課題解決に向けた支援や、伴走型の支援を行います。 

 

③住民が主体となる『予防と共生』に向けた支援 

 住民同士が共に支え合う関係性を育み、地域の中で見守りや居場所づくり、生活習慣

病の予防や健康づくりに取り組めるように、福祉分野の関係機関だけではなく、学校や医

療機関、商店、地域の様々な活動や機関と連携・協力し、地域住民や団体に働きかけます。 

 

 

（２）「重層的支援体制整備事業」の実施 

制度や分野ごとの縦割りや、支え手・受け手の関係を超えて、人と人、人と資源

がつながることで地域住民の暮らしや生きがい、地域をともに創っていく地域共生

社会を実現する具体的な手段として「重層的支援体制整備事業」を実施します。 

地域住民の複雑化・複合化した支援ニーズに対応するため、「重層的支援体制整

備事業」は、①属性を問わない相談支援、②参加支援、③地域づくりに向けた支援

の３つを柱としています。これら３つの支援を一層効果的・円滑に実施するために、

④多機関協働による支援、⑤アウトリーチ等を通じた継続的支援を新たな機能とし

て強化し、①から⑤までの事業を一体的に実施するものです。 

本市では、前計画から整備を進めてきた地区保健福祉センターを多機関協働によ

る支援に位置づけ、既存の介護・障害・こども・生活困窮の相談体制で受け止めた

複雑化・複合化したニーズを、アウトリーチ等を通じた継続的支援や参加支援を活
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用し、各支援機関や地域住民等と協力・協働して包括的な支援体制が取れるように

事業を展開します。また、事業の実施にあたり、健康、農業、教育など福祉分野に

限らず、様々な分野と連携した取組を進めます。 

具体的な実施方法については、「茨木市重層的支援体制整備事業実施計画」を別

途定め、進捗状況に応じて適宜見直しを図りながら取組を進めるものとします。 

 

 

重層的支援体制整備事業は、社会福祉法第106条の４第２項において、規定されている以

下の事業を一体的に実施することにより、複雑化・複合化した課題を抱える方に寄り添い、

支援に必要な環境を一体的かつ重層的に整備する事業です。 

 

 機能 既存制度の対象事業等 

第１号 相談支援 

【介護】地域包括支援センターの運営 

【障害】障害者相談支援事業 

【こども】利用者支援事業 

【困窮】自立相談支援事業 

第２号 

参加支援 

社会とのつながりを回復するた

め、既存の取組では対応できない

狭間のニーズについて、就労支援

や見守り等居住支援などを提供 

新規事業 

第３号 地域づくりに向けた支援 

【介護】一般介護予防事業のうち厚生労働大臣

が定めるもの（地域介護予防活動支援事業） 

【介護】生活支援体制整備事業 

【障害】地域活動支援センター事業 

【こども】地域子育て支援拠点事業 

【困窮】生活困窮者支援等のための地域づくり

事業（本市未実施） 

第４号 
アウトリーチ等を通じた 

継続的支援 
新規事業 

第５号 
多機関協働 

世帯を取り巻く支援関係者全体

を調整する機能 

新規事業 

第６号 支援プランの作成（※） 新規事業 

※支援プランの作成は、多機関協働と一体的に実施。 

（厚生労働省資料を基に作成） 
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■重層的支援体制整備事業（全体イメージ） 
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第４節 施策体系 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

基 本 目 標 

お互いにつながり支え合える 

健康にいきいきと自立した日常生活を送れる 

憩える 参加できる 活躍できる 

情報を活かして、安全・安心に暮らせる 

持続可能な社会保障を推進する 

一人ひとりの権利が尊重される 

す
べ
て
の
人
が
健
や
か
に
、
支
え
合
い
暮
ら
せ
る
、
み
ん
な
が
主
役
の
地
域
共
生
の
ま
ち
づ
く
り 

～
持
続
可
能
な
包
括
的
支
援
体
制
の
実
現
と
と
も
に
～ 

基本目標５ 

基本目標２ 

基本目標３ 

基本目標４ 

基本目標１ 

基本目標６ 

理 念 

●～●ページ 

●～●ページ 

 

●～●ページ 

 

●～●ページ 

 

●～●ページ 

 

●～●ページ 

 

◆第２編に記載する各分野別計画については、本計画の理
念と６つの基本目標に基づいて策定し、それぞれの施策
を推進することにより、総合的に本市の保健福祉の課題
解決に取り組みます。 

◎生活困窮者の自立に向け
た支援 

 

◎地域で活躍できる人材の
育成 

◎地域の交流・活動拠点づく
りの推進 

◎生活困窮者支援を通じた
地域・関係づくり 

◎権利擁護支援の地域連携
ネットワークづくり 
◎成年後見制度利用の推進 
◎担い手の育成・活動の推進 

 

◎情報提供の充実 
◎災害時における避難行動
要支援者等に対する支援
体制の充実 

◎地域防犯活動の充実 

 

◎生活保護制度の適正実施 
◎社会福祉法人及び福祉サ
ービス事業者への適正な
指導監査 

 

◆市民や団体、事業者等のあらゆる機関が、持続可能な地
域づくりや地域課題の解決について当事者意識を持ち行
動する「主役」となれるよう、取組や連携を推進します。 

◆生涯を通じた健康づくりと生活習慣病予防等に向けた取
組を進めるとともに、自立した日常生活を送るための専
門的な支援が提供できる体制を整備します。 

◆一人ひとりの状況に応じて、身近な地域で憩える、参加
できる、活躍できる機会の創出に取り組みます。 

◆お互いを理解し尊重し合える意識の醸成に努めるととも
に、虐待防止や権利擁護の推進により要支援者を早期発
見し適切な支援につなげます。 

◆情報が必要な人に届き、いかされる体制整備や、災害時
等の緊急時に市と関係機関が適正に情報を共有・活用し
て、安全・安心に暮らせる地域づくりを推進します。 

◆社会保障（社会保険、社会福祉、公的扶助、保健医療・
公衆衛生）について、持続可能性に配慮し、公正・適正・
円滑な運用を推進します。 

  

地域福祉計画 

（地域福祉活動計画） 

◎見守り体制・つなぎ機能の
強化 

◎地域福祉活動の推進 
◎民生委員・児童委員活動の
推進 

◎更生保護活動の推進 

策定内容に合わせて更新 
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障害者計画 
障害福祉計画 

障害児福祉計画 

高齢者保健福祉計画・ 

介護保険事業計画 

健康いばらき 21・ 

食育推進計画 

◎地域包括支援センターの
運営 

◎生活支援体制整備の推進 
◎認知症施策の推進 
◎在宅療養の推進 

 

◎持続可能な地域共生社会
に向けたネットワークの
整理・再編、多様な担い手
の参画促進 

◎交流を通じての相互理解
の促進 

 

◎社会とのつながり・こころ
の健康の維持及び向上 

 

◎介護予防・生活支援サービ
ス事業の取組の推進 

◎一般介護予防事業の推進 
◎高齢者の保健事業と介護
予防事業等との一体的な
実施 

 

◎生活習慣の改善 
◎生活習慣病の発症予防・重
症化予防 

 

◎就労でき、働きつづけられ
る環境の充実、工賃の向上 

◎文化芸術・スポーツ等の活
動を通じた社会参加の促
進 

 

◎自然に健康になれる環境
づくり 

◎誰もがアクセスできる健
康増進のための基盤の整
備 

 

◎情報アクセシビリティ・コ
ミュニケーション施策の
推進 

◎防災の推進 
 

◎誰もがアクセスできる健
康増進のための基盤の整
理【再掲】 

 

◎障害者制度の適正運営 
◎持続可能な障害福祉サー
ビス事業所の運営及び人
材の育成 

◎市立障害者施設のあり方
の検討 

 

分野別計画の施策・取組 

◎障害者差別解消の推進 
◎虐待防止対策 等 

 

●～●ページ 

 

●～●ページ 

 

●～●ページ 

 

●～●ページ 

 

●～●ページ 

 

●～●ページ 

 

●～●ページ 

 

●～●ページ 

 

◎地域での包括的な相談支
援体制の構築 

◎医療的ケアの必要な障害
者、強度行動障害者に対す
る支援 等 

 

●～●ページ 

 ◎地域活動・社会参加の促進 
◎身近な「居場所」の整備 
◎世代間交流の取組 
◎高齢者の「働く場」の創造 

 

●～●ページ 

 ◎虐待防止対策の推進 
◎権利擁護の推進 

 

◎災害・感染症発生時の備え 
◎情報公表制度の推進 
◎安心して暮らせる環境の充実 
◎高齢者の居住の安定に係る施
策 

◎高齢者が安心して暮らせるた
めのＩＣＴの活用推進 

 

●～●ページ 

 

◎介護保険制度の適正・円滑
な運営 

◎介護給付適正化事業の推
進 

 

 

●～●ページ 

 

 

いのち支える 

自殺対策計画 

◎社会的な取組で自殺対
策を推進する 

◎関連施策との有機的な
連携と民間団体等との
協働を推進する 

 

◎自殺対策に関わる人材
の育成を推進する 

 

◎地域レベルの実践的な
取組を推進する 

◎市民一人ひとりの気付
きと見守りを促す 

 

◎精神保健医療サービス
を推進する 

 

◎こども・若者の自殺対策
を推進する 

 

◎市民のこころの健康づ
くりを推進する 

 

◎生活習慣の改善【再掲】 
◎生活習慣病の発症予防・重
症化予防【再掲】 

◎ライフコースアプローチ
を踏まえた健康づくり【再
掲】 

 

◎ライフコースアプローチ
を踏まえた健康づくり 

 

●～●ページ 

  

 ●～●ページ 
  
●～●ページ 
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●～●ページ 

  

●～●ページ 

  

●～●ページ 

  

●～●ページ 
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●～●ページ 
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●～●ページ 

  

●～●ページ 
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第４章 計画の推進体制等 

第１節 推進体制 

 

 本計画の実施主体は、行政だけではなく、市民をはじめ、地域の関係団体、各種ボラン

ティア、福祉サービス事業者など多岐にわたっており、各主体の連携・協力が不可欠です。

年齢や属性に関わらず、多様性を認め合いながら共に支え合い、助け合う中で、生きがい

を持って、安心して暮らしつづけられる、みんなが主役の地域共生のまちづくりをめざすた

め、各主体と協働し、本計画の理念・基本目標の実現に向けて各種施策を展開していきま

す。 

また、推進に当たっては、アンケート調査などの手法を用いて、市民等の意見を聴く機会

を設けます。 
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第２節 進行管理 
 

本計画及び各分野別計画については、総合保健福祉審議会及び各分科会で進行状

況等を報告して意見・提案を聞き、それらを反映させながら、茨木市総合計画実施計画や

行政評価において、「ＰＤＣＡサイクル」に基づき、ＰＬＡＮ（計画）→ＤＯ（実施）→ＣＨＥＣＫ

（評価）→ＡＣＴＩＯＮ（改善）を繰り返しながら進行管理を行います。 

併せて、総合保健福祉審議会及び各分科会での審議によって取組の継続的な見直し

を年度ごとに繰り返し、計画の進行管理を行いながら、施策全体の改善及び向上へとつな

げていきます。また、専門的な検討が必要な事項については、専門部会を設置し、様々な立

場からの意見・提案を聴くこととします。 

 

 

■ＰＤＣＡサイクル 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

PLAN 

（計画） 

keika 

DO 

（実施） 

ACTION 

（改善） 

意見・提案 進行状況等の報告 

地域福祉推進分科会 

高齢者施策推進分科会 

障害者施策推進分科会 

健康医療推進分科会 

計画・事業見直し 

専門部会 

専門部会 

専門部会 

専門部会 

総合計画実施計画・予算編成 

各施策の実施 
CHECK 

（評価） 

施策評価 

 総合保健福祉審議会 
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茨木市高齢者保健福祉計画（第１０次）・ 

介護保険事業計画（第９期） 
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第１節 前計画の評価と課題 

○前計画の評価区分 

前計画の各施策・取組みを評価するにあたり、計画期間中の目標達成度合いなど

を踏まえ、取組みごとに以下のとおり分類しました。 

また、各取組みの次期計画における方向性も合わせて示しています。 

評価の区分 

A＋ 目標を達成した 

A おおむね目標を達成した 

B やや遅れている 

C 目標を達成できなかった、未実施 

 

なお、新型コロナウイルス感染症の影響により、想定していた目標を達成できて

いない項目もありますが、その影響を踏まえた評価としております。 

 

○前計画の総合的な評価 

一部未達成や進捗が遅れている施策もありますが、全体的にA＋およびA評価で

あるものが多いことから、計画全体としては各基本目標の達成に向かい着実に進む

ことができたと考えております。 

次期計画においても、引き続き茨木市総合保健福祉計画の理念を達成できるよう、

各施策に取り組んでまいります。 

 

○施策ごとの評価 

前計画の基本目標１ お互いにつながり支え合える 

◆各施策の評価と次期計画の方向性 

１ 地域包括支援センターの再編 

取組み 評価 
次期計画 

の方向性 

①14 エリアへの地域包括支援センターの設置・再編 A+ ×終了 
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２ 地域包括支援センターの運営 

取組み 評価 
次期計画 

の方向性 

①地域包括支援センターの適切な運営及び評価 A＋ →維持 

②地域ケア会議の推進 A＋ →維持 

 

３ 高齢者の生活支援体制整備の推進 

取組み 評価 
次期計画 

の方向性 

①生活支援コーディネーターの配置及び協議体の設置 A →維持 

 

１ 地域包括支援センターの再編 

①14エリアへの地域包括支援センターの設置・再編（A＋） 

指標の推移  

項目 令和２年度 令和３年度 令和４年度 目標（R5） 

地域包括支援 

センターの設置数 
11 か所 12 か所 14 か所 14 か所 

相談件数 24,831 件 26,781 件 45,594 件 46,000 件 

 

地域の身近な相談窓口である地域包括支援センターについては、平成18年度

（2006年度）より順次開設し、令和４年度（2022年度）から市内１４か所の体制

となり、目標を達成しました。 

様々な相談に応じる地域包括支援センターを増設したことにより、相談対応件数

が着実に増加しました。 

また、介護予防・日常生活圏域ニーズ調査の結果を見ると、認知症の具体的な相

談窓口としての地域包括支援センターの認知度は66.9％と高く、一定の周知は図ら

れていると思われますが、困っている高齢者やその家族を早期に相談につなげるた

めには地域全体で見守りを行っていくことが大切で、幅広い年代の方にも地域包括

支援センターの認知度が高める必要があることから、更なる周知に取り組んでいき

ます。 
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２ 地域包括支援センターの運営 

①地域包括支援センターの適切な運営及び評価（A＋） 

 

地域包括支援センターの適切な運営及び評価については、平成28年度（2016年

度）から業務評価を実施しており、運営協議会による定期的な点検・評価を踏まえ

て適切な運営に努めてきました。 

今後も定期的に評価項目等の見直しを行い、事業評価を通じた地域包括支援セン

ターの機能強化を図ります。 

 

②地域ケア会議の推進（A＋） 

指標の推移 

項目 令和２年度 令和３年度 令和４年度 目標（R5） 

地域ケア会議

の開催回数 
66 回 74 回 84 回 70 回 

 

地域ケア会議については、地域包括支援センターが中心となり、高齢者の自立

支援・介護予防を強化する観点から、医療・介護・福祉の関係者等とともに支援

方針を検討する自立支援型会議を開催するほか、高齢者をとりまく様々な要因か

ら高齢者世帯への処遇が困難となっているケースに関して、幅広く検討する複合

課題型会議や地域ケア会議を通して把握した課題について共有・検討する会議を

適宜開催しています。 

引き続き、個別の課題解決にとどまらず、個別課題から地域課題を発見・抽出

し、生活支援体制整備事業による協議体との連携などを図り、地域課題の解決に

向けた取組につないでいくための仕組みの整備の強化に努めます。 
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３ 高齢者の生活支援体制整備の推進 

①生活支援コーディネーターの配置及び協議体の設置（A） 

指標の推移（協議体の設置数） 

項目 

（協議体設置

数） 

令和２年度 令和３年度 令和４年度 目標（R5） 

第 1 層 1 か所 1 か所 1 か所 1 か所 

第２層 ２か所 ２か所 ６か所 32 か所 

 

市域単位で活動を行う第１層生活支援コーディネーターを１名配置し、生活支援

の担い手の養成や団体・企業等に対する第１層協議体参画の働きかけを行いました。 

第２層生活支援コーディネーターは、日常生活圏域ごとにある地区保健福祉セン

ターに計４名配置しており、第１層生活支援コーディネーターや関係団体との情報

共有によって、地域の課題把握ならびに解決に向けた協議に努めました。 

圏域内の課題解決を協議するための第２層協議体については、生活支援コーディ

ネーターが増員され、活動が広がったことにより設置箇所が増えましたが、市域全

体に広げていくためには、生活支援コーディネーターの役割や活動目的の周知が課

題です。 
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前計画の基本目標２ 健康にいきいきと自立した生活を送る 

◆各施策の評価と次期計画の方向性 

１ 介護予防・生活支援サービス事業の取組の推進 

取組み 評価 
次期計画 

の方向性 

①訪問型サービスの展開 A＋ →維持 

②通所型サービスの展開 A ⤴強化 

③介護予防ケアマネジメントの展開 A＋ →維持 

（その他）栄養改善型配食の実施 A +新規 

 

２ 一般介護予防事業の推進 

取組み 評価 
次期計画 

の方向性 

①住民主体の介護予防活動の推進 A＋ ⤴強化 

②地域リハビリテーション活動支援事業の展開 A ⤴強化 

③介護予防教室等の見直しと新たな展開 A ⤵縮小 

④地域での介護予防の取り組みの周知・啓発 A ⤴強化 

⑤はつらつ出張講座による支援 A →維持 

⑥シニアいきいき活動ポイント事業の実施 A →維持 

 

３ 高齢者の保健事業と介護予防事業等との一体的な実施 

取組み 評価 
次期計画 

の方向性 

①専門職による通いの場でのポピュレーションアプロー

チ 
A＋ →維持 

（その他）高齢者に対する個別的支援（ハイリスクアプ

ローチ） 
A +新規 
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４ 要介護高齢者等の自立・介護家族等への支援の推進 

取組み 評価 
次期計画 

の方向性 

①高齢者福祉タクシー料金助成事業 A →維持 

②高齢者紙おむつ等支給事業 A →維持 

③高齢者ごいっしょサービス事業 C ⤴強化 

④一人暮らし高齢者等日常生活支援事業（ちょこっとサ

ービス） 
B ⤴強化 

 

１ 介護予防・生活支援サービス事業の取組の推進 

 

①訪問型サービスの展開（A＋） 

指標の推移 

項目 令和２年度 令和３年度 令和４年度 目標（R5） 

訪問型サービス

A延べ利用者数 
2,523 人 3,128 人 3,521 人 3,108 人 

訪問型サービス

B延べ利用者数 
79 人 54 人 101 人 220 人 

訪問型サービス

C延べ利用者数 

※ 

－ － １人  

（※前計画では指標として設定していなかったもの） 

 

地域包括支援センターと協力し、生活援助だけのサービスが必要な方に対しては、

訪問型サービスＡなど多様な主体によるサービスから優先的にプランに位置付け

るよう案内をしました。 

また、食事量や咀嚼
そしゃく

機能等の低下による低栄養状態等の栄養管理が必要な人を対

象に、訪問栄養指導（訪問型サービスＣ）を令和４年度（２０２２年度）から開始

しました。しかし、サービスの利用者数が伸びていないため、ケアマネジャー等を

対象とした動画配信を行うなど事業の普及啓発を行い、サービス利用の促進に努め

ました。 
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②通所型サービスの展開（A） 

指標の推移 

項目 令和２年度 令和３年度 令和４年度 目標（R5） 

利用人数 767 人 666 人 1054 人 1513 人 

 

通所型サービスＢ（コミュニティデイハウス）では、入浴や送迎サービス等、事

業対象者や要支援者を支援するサービスを行っています。今後街かどデイハウス利

用対象者を拡充するためコミュニティデイハウスへの転換をはかり、身近な介護予

防の拠点の増加を目指します。運営スタッフが不足していることが課題です。 

通所型サービスＣ（短期集中リハビリトレーニング）では、介護予防の視点やノ

ウハウを持つ事業所が、短期集中による運動器の機能向上などの取組を通じて、日

常生活での自立が図れるよう支援しています。しかしながら、利用希望者の増加に

対して受入施設が不足してきたため、新たな事業所の確保や、リハビリテーション

専門職への支援などを通じて受入人数を増やすなど、サービスの向上に努めました。 

 

③介護予防ケアマネジメントの展開（A＋） 

指標の推移 

ケアプラン個別

面談 

令和４年度においては、ケアプラン点検後のアンケートに

おいて、ケアプランの見直しを「実施する」「実施するか検討

する」と約９割のケアマネジャーから回答を頂いており、自

立支援に向けたケアマネジメントの支援を実施できました。 

 

介護予防・生活支援サービス事業やインフォーマルサービスがケアプランに適

切に位置づけされるよう、地域包括支援センターとの連絡会や個別面談方式で実

施しているケアプラン点検を通して啓発してきました。ただし、ケアマネジメン

トの実践においては○○難しいと感じているケアマネジャーも多いため、今後も

継続して質の向上を図っていく必要があります。 
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（その他）栄養改善型配食の実施（A） 

指標の推移 

項目 令和２年度 令和３年度 令和４年度 目標（R5） 

利用人数※ － － 119 人  

（※前計画では指標として設定していなかったもの） 

 

栄養管理支援に対するニーズの高まりから、令和４年度から、低栄養や糖尿病等

の栄養管理・栄養改善が必要な事業対象者及び要支援の人を対象に、栄養改善型配

食サービスを開始しました。 

 

この取組は９期計画にて新たな取組として明記します。 

 

２ 一般介護予防事業の推進 

①住民主体による介護予防活動の推進（A＋） 

指標の推移 

項目 令和２年度 令和３年度 令和４年度 目標（R5） 

通いの場の整備数

※ 
21 か所 80 か所 118 か所  

（※前計画では指標として設定していなかったもの） 

 

自助・互助の理念に則り、高齢者の興味や関心の多様化にも配慮した、住民自ら

が介護予防を行う環境づくりや体制づくりへの支援が必要になっています。 

 

②地域リハビリテーション活動支援事業の展開（A） 

指標の推移 

項目 令和２年度 令和３年度 令和４年度 目標（R5） 

事業の利用人数※ 49 人 148 人 365 人  

（※前計画では指標として設定していなかったもの） 

 

地域の高齢者の自立支援や重症化予防を目的に、地域包括支援センター等が実施
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するアセスメント支援や介護事業者支援を強化するため、令和３年度（２０２１年

度）から、理学療法士１名配置し、地域包括支援センター職員やケアマネジャー、

利用者に対し、生活機能や、環境に応じた運動指導、動作指導への助言等を行いま

した。 

令和５年（２０２３年）からは、理学療法士３名、作業療法士１名、管理栄養士

１名を配置し、福祉用具や補助具の使い方や、栄養改善等の支援の充実に努めてい

ます。 

 

③介護予防教室等 の見直しと新たな展開（A） 

指標の推移 

項目 令和２年度 令和３年度 令和４年度 目標（R5） 

介護予防教室の 

延べ利用人数※ 
9,943 人 7,457 人 10,665 人  

（※前計画では指標として設定していなかったもの） 

 

住民主体による介護予防活動を促進するため、市が主催する介護予防運動教室や

はつらつ教室の一部を短期集中運動教室へ移行しました。 

今後は、より住民の主体的な介護予防の活動を支援するため、地域の課題や高齢

者のニーズに合わせた内容、開催場所の選定等を行い、介護予防教室を展開する必

要があります。 

 

④地域での介護予防の取組の周知・啓発（A） 

指標の推移 

項目 令和２年度 令和３年度 令和４年度 目標（R5） 

元気！いばらきマ

ップ掲載個所数※ 
－ 59 か所 97 か所 150 か所 

（※前計画では指標として設定していなかったもの） 

 

地域住民が自主的に通う多様な場における介護予防活動や通いの場・居場所の紹

介として、元気！いばらきマップを毎年更新し配布しています。 

引き続き、地域の社会資源の状況も踏まえた居場所の整備や、住民自らが自立し

た生活ができるよう支援方法の見直しが必要となっています。 
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⑤はつらつ出張講座による支援（A） 

指標の推移※ 

項目 令和２年度 令和３年度 令和４年度 目標（R5） 

講座開催数 59 回 85 回 194 回  

利用人数 1,104 人 1,374 人 3,514 人  

（※前計画では指標として設定していなかったもの） 

 

はつらつ出張講座などにより地域へ出向き、「元気！いばらき体操」の実践や介護

予防手帳（はつらつパスポート「みんなで元気編」）の普及、活用などを通じて、介

護予防を推進してきました。さらに、シニアいきいき活動ポイント事業などを通じ

て、社会参加による介護予防を支援しました。 

高齢者の介護予防に資する活動については、地域の特性・実情に応じた取組を展開

していく必要があります。 

はつらつサポーター（介護予防指導者養成研修受講者）については、活躍の場所が

介護予防教室主体となっており、市全域での独自活動に至っていません。シニアプ

ラザへの資源の提供や、活躍の場の発掘とマッチング等活躍の場が必要です。 

 

⑥シニアいきいき活動ポイント事業の実施（A） 

 

シニアいきいき活動ポイント事業については、コロナ禍において、各受入施設で

の活動が困難となり、登録者数が減少しましたが、動画等を活用した非接触での活

動のほか、登録者対象の新たな講座・講習を企画し、活動者が継続していくための

支援を実施しました。今後も継続して実施し、高齢者の社会参加及び介護予防の促

進に努めます。 

また、現登録者の活動を支援するとともに、新たな登録者の拡大や登録者がより

活動の幅を広げて新たな担い手として地域で活動ができるよう努めてまいります。 
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３ 高齢者の保健事業と介護予防事業等との一体的な実施 

 

①専門職による通いの場でのポピュレーションアプローチ（A＋） 

指標の推移※ 

項目 令和２年度 令和３年度 令和４年度 目標（R5） 

実施した通

いの場数 
― 11 か所 75 か所  

参加人数

（累計） 
― 244 人 1,801 人  

（※前計画では指標として設定していなかったもの） 

 

高齢者のフレイル予防の取組みとして、市内各圏域の通いの場等において、地区

保健福祉センターの保健師等が出向き、健康教育・健康相談を実施しました。 

地域の健康課題や実情に応じて内容や回数などを変更して実施しており、また、

地区保健福祉センターの周知や地域での関係性の構築に取り組んだことから、実施

場所及び実施回数が増加しています。 

 

（その他）高齢者に対する個別的支援（ハイリスクアプローチ）（A） 

指標の推移 

項目 令和２年度 令和３年度 令和４年度 目標（R5） 

保健指導 

実施人数

（実）※１ 

― 114 人 
39 人 

（※２） 
 

（※１ 前計画では指標として設定していなかったもの） 

（※２ 取組区分の変更による減少） 

 

前年度の後期高齢者医療健康診査において、健康リスクが高いと認められた方

（75～79 歳でⅡ度高血圧以上であり、かつ、未治療の方）に対し、地区保健福祉

センターの保健師が訪問や電話等により医療機関の受診勧奨及び保健指導を実施

しました。 

また、支援の約３か月後には対象の方のレセプトを確認し、未受診であった場合

には再度、受診勧奨及び保健指導を実施しています。 

医療機関との連携が不可欠なことから、連携強化に努めています。 

この取組は９期計画にて新たな取組として記載します。 
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４ 要介護高齢者等の自立・家族介護等への支援の推進 

①高齢者福祉タクシー料金助成事業（A） 

指標の推移 

項目 令和２年度 令和３年度 令和４年度 目標（R5） 

利用人数 1,926 人 2,085 人 2,202 人 2,150 人 

 

要介護者の外出支援、移動手段の充実に向けて、高齢者福祉タクシー料金助成事

業を実施しています。令和３年度（２０２１年度）からは利用促進のため利用枚数

の拡充（※）を図りました。 

（※1,000 円以上の利用について、利用券の使用枚数を１枚から２枚に変更） 

 

②高齢者紙おむつ等支給事業（A） 

指標の推移 

項目 令和２年度 令和３年度 令和４年度 目標（R5） 

利用人数 291 人 301 人 303 人 260 人 

 

家族介護者の経済的負担の軽減のため、介護用品である紙おむつ等の支給事業を

実施することで、要介護高齢者の在宅生活を支援しています。 

 

③高齢者ごいっしょサービス事業（C） 

指標の推移 

項目 令和２年度 令和３年度 令和４年度 目標（R5） 

利用人数 25 人 22 人 24 人 65 人 

 

家族介護者の身体的・精神的負担の軽減として、在宅の認知症の高齢者が外出す

る際の付き添いや通院時の院内介助、ご家族が外出する際の認知症高齢者の見守り

事業を行っています。 

地域の助け合いや、民間サービスの利用、介護保険適用外サービスへのニーズも

あり、事業の見直しや実施内容を再検討する必要があります。 
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④ひとり暮らし高齢者等日常生活支援事業（ちょこっとサービス）（B） 

指標の推移 

取組 令和２年度 令和３年度 令和４年度 目標（R5） 

利用人数※ 41 人 46 人 59 人  
（※前計画では指標として設定していなかったもの） 

 

ひとり暮らし高齢者を対象に、ごみ出し、家具の移動、電球の取り換え等、介護

保険対象外の軽作業を行うサービスを実施しています。一方で民間の家事代行サー

ビスも充実しつつあることから、事業継続の見直しや実施内容を再検討する必要が

あります。 

  

ごいっしょサービス、ちょこっとサービスについての図解 
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前計画の基本目標３ “憩える・活躍できる”場をつくる 

◆各施策の評価と次期計画の方向性 

１ 地域活動・社会参加の促進 

取組み 評価 
次期計画 

の方向性 

①高齢者活動支援センター各種事業の実施 A →維持 

 

２ 身近な「居場所」の整備 

取組み 評価 
次期計画 

の方向性 

①街かどデイハウス事業とコミュニティデイハウス事業

の実施 
A →維持 

②いきいき交流広場の実施 B →維持 

③住民主体の「居場所」に対する持続可能な運営支援 A+ ×終了 

 

３ 世代間交流の取組 

取組み 評価 
次期計画 

の方向性 

①多世代交流センター事業の実施 A →維持 

②スポーツ・レクリエーション活動を通じた交流の支援 A →維持 

 

４ 高齢者の「働く場」の創造 

取組み 評価 
次期計画 

の方向性 

①シルバー人材センターの取組 A →維持 

②高齢者の多様な働き方の創造 A＋ →維持 
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１ 地域活動・社会参加の促進 

①高齢者活動支援センター各種事業の実施（A） 

指標の推移 

項目 令和２年度 令和３年度 令和４年度 目標（R5） 

高齢者いきがい

ワーカーズ支援

事業※ 

6 件 6 件 6 件 14 件 

※事業立ち上げ累計件数 

 

高齢者活動支援センターシニアプラザいばらきは、本市における高齢者の活動

支援の拠点であり、高齢者の地域活動・社会参加・就労・生涯学習支援等に向け

た様々な事業を実施しています。シニアマイスター登録事業やシニアいきいき活

動ポイント事業等による高齢者の社会参加支援、茨木シニアカレッジ事業による

生涯学習支援については、コロナ禍においては事業の中断があったものの、地域

活動の担い手づくりに大きく貢献しています。一方で高齢者いきがいワーカーズ

支援事業については、コロナ禍の影響もあり、令和２年度以降、新規の事業立ち

上げはありませんでした。 

地域で活躍してきたアクティブシニアの高齢化と担い手不足は、引き続き課題

です。介護予防・日常生活圏域ニーズ調査の結果によると、地域活動に企画・運

営としての参加意向があるが参加していない高齢者が27.6％になっていることか

ら、各事業を通して社会参加や地域活動に興味ある高齢者の人材発掘を行い、そ

の人材を地域活動の新たな担い手として地域へ還元できる仕組みづくりが必要で

す。 

 

２ 身近な「居場所」の整備 

①街かどデイハウス事業とコミュニティデイハウス事業の実施（A） 

③住民主体の「身近な居場所」に対する持続可能な運営支援（A＋） 

指標の推移 

項目 令和２年度 令和３年度 令和４年度 目標（R5） 

コミュニティデ

イハウス整備数 
17 か所 18 か所 20 か所 21 か所 

街かどデイハウ

ス整備数※ 
4 か所 3 か所 1 か所  
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（※前計画では指標として設定していなかったもの） 

 

高齢者の社会参加の機会となる身近な「居場所」と「介護予防」の拠点として、

街かどデイハウスやコミュニティデイハウスを整備しています。 

住民主体の介護予防活動に対し、専門職によるアドバイスやはつらつ予防教室に

よる運営支援を行いました。コミュニティデイハウスについては、後継者やスタッ

フの育成支援を行いました。 

住民主体によるボランティア等で運営しているなかで、スタッフのなり手が少な

く、また後継者不足などの課題があります。 

 

②いきいき交流広場の実施（B） 

指標の推移 

項目 令和２年度 令和３年度 令和４年度 目標（R5） 

いきいき交流広場

整備数 
23 か所 25 か所 24 か所 32 か所 

 

いきいき交流広場については、老人クラブ等が運営主体となり、創意工夫により、

高齢者の身近な交流の場・機会となる取組を実施しており、設置数及び利用者数は

増加しています。 

 

令和４年度に実施した「介護予防・日常生活圏域ニーズ調査」の調査結果による

と、利用したい居場所の内容として「家から近い」「料金が安い・無料」「趣味やス

ポーツが楽しい」などが上位を占めており、身近な地域で趣味活動や交流などを図

ることができる「居場所」のニーズが高いことが示されています。 
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３ 世代間交流の取組 

①多世代交流センター事業の実施（A） 

指標の推移 

項目 令和２年度 令和３年度 令和４年度 目標（R5） 

利用人数 38,841 人 46,697 人 72,199 人 115,000 人 

 

市内５か所の多世代交流センターにおいて、こどもや高齢者が世代を超えて交流

できる事業を実施しています。  

 

②スポーツ・レクリエーション活動を通じた交流の支援（A） 

コロナ禍においては、茨木市老人クラブ連合会主催の「高齢者レクリエーショ

ンのつどい」は数年間開催中止を余儀なくされ、スポーツ・レクリエーション活

動を通じた交流の実施には至りませんでした。引き続き、幼稚園への訪問など茨

木市老人クラブ連合会の世代間交流の取組を支援します。 

４ 高齢者の「働く場」の創造 

①シルバー人材センターの取組（A） 

指標の推移 

項目 令和２年度 令和３年度 令和４年度 目標（R5） 

登録会員数 1,533 人 1,567 人 1,586 人 1,788 人 

 

高齢者の多様なニーズに応じた働き方を実現するため、シルバー人材センターの

円滑な運営の指導援助に努めています。シルバー人材センターによる会員確保に向

けた取組などにより、登録会員数は増加傾向にあります。今後も、高齢者の多様な

ニーズへの対応を進める必要があります。 

 

②高齢者の多様な働き方の創造（A＋） 

 

高齢者層の増加と生産年齢人口の減少が進んでいますが、介護予防・日常生活圏

域ニーズ調査の結果では、「収入のある仕事をしている」方が主観的健康感ならびに

幸福感が高い傾向にあります。 

働き手不足の解消と高齢者の生きがいづくりを両立させるために、就労を通じた

新たな社会貢献の創出について取組を進めていく必要があります。 
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前計画の基本目標４ 一人ひとりの権利が尊重される 

◆各施策の評価と次期計画の方向性 

１ 認知症施策の推進（認知症施策推進大綱の推進） 

取組み 評価 
次期計画 

の方向性 

①普及啓発・本人発信支援 A ⤴強化 

②予防 A ⤴強化 

③医療・ケア・介護サービス・介護者への支援 A ⤴強化 

④認知症バリアフリーの推進・若年性認知症の人への支

援・社会参加支援 
A ⤴強化 

⑤研究開発・産業促進・国際展開 B →維持 

 

２ 虐待防止対策の推進 

取組み 評価 
次期計画 

の方向性 

①高齢者虐待防止及び啓発への取組 A →維持 

②虐待への対応 A＋ →維持 

 

３ 権利擁護の推進 

取組み 評価 
次期計画 

の方向性 

①高齢者権利擁護事業の推進 A＋ →維持 

 

１ 認知症施策の推進（認知症施策推進大綱の推進） 

 「認知症高齢者等にやさしい地域づくり」の実現に向けて、「認知症施策推進大

綱」の５つの柱に沿って取組を進めています。 

 

①普及啓発・本人発信支援（A） 

地域団体、企業、学校等で広く認知症サポーター養成講座を開催し、認知症を正

しく理解する認知症サポーターを養成しています。また、世界アルツハイマー月間

（９月）を利用し啓発イベント等を開催しました。日頃から認知症に関して身近に

感じ、自身の健康に関心がある市民は積極的に情報収集しイベントに参加していま

すが、より多くの市民の関心を高めるための啓発方法が課題です。 
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本人ミーティングを定期的に実施し、認知症の人同士が出会い、語り合える場を

つくることができました。 

 

②予防（A） 

 

運動不足の改善、糖尿病や高血圧症等の生活習慣病の予防、社会参加による社

会的孤立の解消や役割の保持等、認知症予防に資する可能性が示唆される取り組

みとして、地域の高齢者が身近に通える場での介護予防事業や、保健師、栄養士

等の専門職による生活習慣病予防のための健康教育や保健指導を実施しています。 

高齢者への保健事業と介護予防事業を一体的に実施していくよう、実践者が連

携する体制をつくっていく必要があります。 

 

③医療・ケア・介護サービス・介護者への支援（A） 

認知症の疑いがある人および認知症の人やその家族に対して、認知症初期集中

支援チーム（チーム・オレンジいばらき）、認知症地域支援推進員、地域包括支

援センター等が相談に対応しています。認知症初期集中支援チームでは、認知症

の初期と思われる人を中心に家庭訪問等も含め相談に応じ、医療や介護サービス

など必要な支援に繋げるために活動しています。 

医療従事者、介護従事者等の認知症対応力向上の促進のため、研修を実施して

います。 

地域では、認知症カフェ（いばらきオレンジかふぇ）の開設を推進し、認知症

の人やその家族、地域の人等誰もが安心して過ごせる場所の提供に努めています。

認知症の人やその家族の利用が少ないため、利用を増やしていくことが今後の課

題です。 

家族教室を継続的に開催し、介護者の負担軽減に努めています。継続的に教室

に参加する家族も見られます。 

 

④認知症バリアフリー の推進・若年性認知症の人への支援・社会参加支援（A） 

 

認知症の人やその家族が安心して地域で生活できるよう、認知症高齢者見守り

事業（茨木童子見守りシール）や行方不明高齢者等捜索支援事業（いばらき版み

んなでさがそうＳＯＳ事業）の実施及び周知に取り組んでいます。いずれも引き

続き周知が必要です。 

若年性認知症の人向けの支援については、認知症ケアパスや市ホームページよ

り相談窓口の案内に努めています。 

チームオレンジの整備にあたり、認知症サポーターにステップアップ講座を実
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施しました。認知症サポーターと認知症の人をつなぐ具体的な取り組みを実施す

ることが今後の課題です。 

 

⑤研究開発・産業促進・国際展開（B） 

認知症の予防法やリハビリテーションモデル、国による研究開発やロボット技

術やＩＣＴ技術の活用法など、認知症の人の自立支援への活用や介護者の負担軽

減が期待される情報について収集に努めています。 

 

指標の推移 

項目 令和２年度 令和３年度 令和４年度 目標（R５） 

認知症養成サポータ

ー養成講座受講者数

（累計） 

22,631 人 23,064 人 24,225 人 27,000 人 

認知症カフェ登録数 19 か所 23 か所 24 か所 30 か所 

認知症対応力向上研

修実施回数 
２回 ４回 ３回 ５回 

認知症の人の家族向

け介護教室実施回数 
４回 14 回 13 回 11 回 

 

今後、認知症施策の推進については、これまでの取組を継続しつつ、令和５年６

月に成立した「共生社会の実現を推進するための認知症基本法」を踏まえた取り組

みを進める必要があります。 

 

２ 虐待防止対策の推進 

①高齢者虐待防止及び啓発への取組（A） 

高齢者への虐待防止に向けて、障害者・高齢者虐待防止ネットワークにおいて意

見交換及び研修を実施するとともに、市内を運行する公共バスを利用して、ラッピ

ングバスを走行させ、相談・通報の協力を市民に呼びかけました。 
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②虐待への対応（A＋） 

虐待や虐待の疑いがあることを把握した場合の対応については、地域包括支援セン

ター等と連携し、訪問調査や支援策の検討を行い、迅速な対応に努めています。 

しかし、虐待発生には、様々な要因が根底にあるため早期解消が困難な場合も多く、

様々な機関と連携しながら、対象世帯の状況に応じた解決策の提案や制度利用の働き

かけを行い、時には高齢者の身の安全を確保するための緊急一時保護を行う等、細や

かな対応を心がけています。 

また、介護施設従事者等による高齢者虐待については、事実確認を行った後、虐待

を受けた本人の保護を含め、大阪府や庁内関係課と連携し、介護施設等に助言や指導

を行っています。 

 

なお、令和４年度に実施した「介護予防・日常生活圏域ニーズ調査」のアンケート

結果によると、「虐待を受けたと思われる高齢者を発見した場合、どこに相談（通報）

されますか。」という質問に対して、「警察」が65.9％で最も多く、次いで「市役所」

が38.3％、「民生委員」が23.4％という回答でした。 

 

３ 権利擁護の推進 

①高齢者権利擁護事業の推進（A＋） 

成年後見制度利用の必要性があるにもかかわらず、審判の申立てができない高齢

者等について市長が申立てを行うことで、その人らしい生活を送ることができるよ

うに支援しました。 

また、成年後見制度の利用促進を図るため、成年後見審判の申立てに要する費用、

成年後見人等に支払う報酬の助成を行いました。引き続き制度の周知、費用等の助

成を行うことで、制度の利用支援を推進します。 

  



24 

前計画の基本目標５ 安全・安心で必要な情報が活かされる 

◆各施策の評価と次期計画の方向性 

１ 災害時に求められる医療・介護サービスの継続 

取組み 評価 
次期計画 

の方向性 

①災害時における支援体制の強化 A＋ ⤴強化 

 

２ 情報公表制度の推進 

取組み 評価 
次期計画 

の方向性 

①事業者情報の公表 A →維持 

 

３ 安心して暮らせる環境の充実 

取組み 評価 
次期計画 

の方向性 

①緊急通報装置設置事業 B →維持 

②ひとり暮らし高齢者及び高齢者世帯の見守り体制の推

進 
A＋ →維持 

③高齢者食の自立支援サービス事業 B ×終了 

 

４ 高齢者の居住の安定に係る施策 

取組み 評価 
次期計画 

の方向性 

①高齢者世帯家賃助成事業 B →維持 

②シルバーハウジング生活援助員派遣事業 A＋ →維持 

③高齢者の居住に関する情報提供 A →維持 

④福祉のまちづくりの推進 A+ ×終了 

 

５ 高齢者が安心して暮らせるための ICT の活用推進 

取組み 評価 
次期計画 

の方向性 

①高齢者の ICT 活用の推進 A →維持 
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６ 感染症対策に係る体制整備 

取組み 評価 
次期計画 

の方向性 

①感染症対策の介護事業所等との連携・周知啓発・研

修・訓練の実施 
A →維持 

 

１ 災害時に求められる医療・介護サービスの継続 

①災害時における支援体制の強化（A＋） 

指標の推移 

項目 令和２年度 令和３年度 令和４年度 目標（R5） 

要配慮者避

難施設の数 
62 か所 62 か所 66 か所 65 か所 

 

市内介護事業所に対し、避難訓練の実施や防災啓発活動、介護事業所等における

リスクや物質の備蓄・調達状況についての確認を行うなど、災害に対し備えるよう

働きかけています。 

今後も、災害時における支援体制の強化に努めます。 

 

２ 情報公開制度の推進 

①事業者情報の公表（A） 

指標の推移 

項目 令和２年度 令和３年度 令和４年度 目標（R5） 

「いばらきほっと

ナビ」月平均アク

セス件数 

5,800 件 6,869 件 6,981 件 10,000 件 

 

医療機関・介護・障害福祉事業者検索ホームページ「いばらき ほっとナビ」に

より、積極的な事業者情報の公表に努めています。 
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３ 安心して暮らせる環境の充実 

①緊急通報装置設置事業（B） 

指標の推移 

項目 令和２年度 令和３年度 令和４年度 目標（R5） 

設置件数※ 661 件 656 件 662 件  

（※前計画では指標として設定していなかったもの） 

 

緊急時の連絡が困難な高齢者に対し、24時間の安全確認機能や健康相談サービス

等を付加した緊急通報装置の設置に努めています。一方で民間サービスの充実や、

携帯電話で同様の機能を備えた機種も開発されていることから、よりニーズに合っ

た対応が必要です。 

 

②ひとり暮らし高齢者及び高齢者世帯の見守り体制の推進（A＋） 

ひとり暮らし高齢者等に対して、緊急連絡先及び居住実態等の調査を行い、不測

の事態に陥った場合に親族等への連絡が速やかに行えるよう、体制の構築に努めて

います。また、生活支援体制整備事業に係る第１層協議体の参画団体と、『茨木市協

力事業者による高齢者見守り事業』の協定を締結するなど見守り体制の推進を図り

ました。 

 

③高齢者食の自立支援サービス事業（B） 

指標の推移 

項目 令和２年度 令和３年度 令和４年度 目標（R5） 

利用人数※ 529 人 476 人 247 人  

（※前計画では指標として設定していなかったもの） 

 

高齢者食の自立支援サービス事業では、食事づくりが困難な在宅の高齢者に栄養

バランスのとれた食事を提供することで、健康保持・疾病予防を図るとともに、安

否の確認がとれないときは緊急連絡先等の関係者へ連絡を行い、高齢者の安全・安

心な生活を支援してきましたが、年々利用者は減少しています。 

近年は民間サービスの多様化から、年々利用者が減少しており、令和５年度（２

０２３年）末に事業を終了するため、配食サービス事業者のリストを作成し、配布

に努めます。 
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４ 高齢者の居住の安定に係る施策 

①高齢者世帯家賃助成事業（B） 

指標の推移 

項目 令和２年度 令和３年度 令和４年度 目標（R5） 

助成件数※ 635 件 628 件 606 件  

（※前計画では指標として設定していなかったもの） 

 

低所得の高齢者世帯への経済的負担を軽減するため、家賃助成を行い、居住の安

定を図っています。 

高齢化が進むなか申請が増えることが予想されています。 

 

②シルバーハウジング生活援助員派遣事業（A＋） 

指標の推移 

項目 令和２年度 令和３年度 令和４年度 目標（R5） 

利用世帯/戸数※ 24 25 25  

（※前計画では指標として設定していなかったもの） 

 

大阪府営の高齢者世話付住宅（シルバーハウジング）に生活援助員を配置し、高

齢者が安全で安心な生活をおくるための住まいの確保に向けて支援しています。 

民間で同様の機能を持った有料老人ホーム・サービス付き高齢者向け住宅なども

増えているため、事業のあり方を検討する必要がありますが、大阪府営住宅を活用

した事業であり、大阪府と市で役割分担のもと運営していることから、今後につい

ては協議が必要です。 

 

 

③高齢者の居住に関する情報提供（A） 

本市に所在する有料老人ホームやサービス付き高齢者向け住宅等、高齢者が安心

して暮らせる住まいに関する情報を提供しています。 

また、利用者が安全・安心な住環境で暮らせるように、有料老人ホーム及びサー

ビス付き高齢者向け住宅に対する指導及び助言等を行っています。 
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④福祉のまちづくりの推進（A＋） 

市のホームページ等で適宜情報を公開しております。 

 

５ 高齢者が安心して暮らせるためのＩＣＴの活用推進 

①高齢者のＩＣＴ活用の推進（A） 

指標の推移 

項目 令和２年度 令和３年度 令和４年度 目標（R5） 

スマホ講座の 

開催回数※ 
60 回 38 回 0 回  

ICT 活用を進め

ているコミデイ

の数 

10 か所 17 か所 17 か所 15 か所 

（※前計画では指標として設定していなかったもの） 

 

高齢者の身体機能・認知機能の低下防止を図るため、通所サービスＢ（コミュ

ニティデイハウス）において、利用者向けスマホ講座を開催するなど、ＩＣＴ活

用に向けて取り組みました。 

 

６ 感染症対策に係る体制整備 

①感染症対策の介護事業所等との連携・周知啓発・研修・訓練の実施（A） 

 

コロナ禍においては、国・府・市からの感染症対策に関する通知の情報提供に努

めました。また、避難者受入人数等の見直しの働きかけや、備蓄品の支援などを行

いました。要配慮者避難施設を円滑に設置運営できるよう、介護事業所等と連携し

体制づくりを進めています。 

また、本市に指定・指導権限のある介護事業所に対し、集団指導や運営指導等を

実施し、感染症対策の措置を講じるように周知啓発しています。 
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前計画の基本目標６ 社会保障制度の推進に努める 

◆各施策の評価と次期計画の方向性 

１ 介護保険制度の適正・円滑な運営 

取組み 評価 
次期計画 

の方向性 

①充実したサービス提供のための施設整備 A ⤴強化 

②介護保険サービスに関する相談体制の充実 A →維持 

③共生型サービスの取組 C ×終了 

④介護保険サービス提供事業者等への指導・助言等 A＋ →維持 

⑤地域包括ケアシステムを支える人材の確保 A ⤴強化 

 

２ 介護給付適正化事業の推進（介護給付適正化計画） 

取組み 評価 
次期計画 

の方向性 

①要介護認定の適正化 A＋ →維持 

②ケアプランの点検 A＋ →維持 

③住宅改修・福祉用具貸与等の点検 A →維持 

④医療情報との突合・縦覧点検 A+ →維持 

⑤介護給付費通知 A+ ×終了 

 

３ 在宅療養の推進 

取組み 評価 
次期計画 

の方向性 

①地域の医療・介護資源の把握 A →維持 

②在宅医療・介護連携の課題の抽出 A →維持 

③切れ目のない在宅医療と在宅介護の提供体制の構築推

進 
B ⤴強化 

④在宅医療・介護連携に関する相談支援 A ⤴強化 

⑤地域住民への普及啓発 A →維持 

⑥医療・介護関係者の情報共有の支援 B ⤴強化 

⑦医療・介護関係者の研修 A →維持 
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１ 介護保険制度の適正・円滑な運営 

①充実したサービス提供のための施設整備（A） 

 

指標の推移（8期計画における整備数）※１ 

項目 令和３年度 令和４年度 令和５年度 目標（R5） 

小規模多機能 

居宅介護 
１か所 － － 3 か所 

認知症対応型 

共同生活介護 
２か所 1 か所 

１か所 

（※２） 
4 か所 

地域密着型 

介護老人福祉施設 

入所者生活介護 

１か所 1 か所 － ２か所 

（※１ 前計画では指標として設定していなかったもの） 

（※２ 令和５年９月現在、開設に向けて協議中） 

 

地域密着型施設の整備については、毎年公募により事業者を募集し、施設整備を

進めました。 

今後も、市内の施設需要に合わせた整備を継続していきます。 

 

②介護保険サービスに対する相談体制の充実（A） 

指標の推移※ 

項目 令和２年度 令和３年度 令和４年度 目標（R5） 

介護相談員数 18 人 14 人 15 人  

訪問件数 74 件 40 件 111 件  

（※前計画では指標として設定していなかったもの） 

 

介護相談員が介護保険施設等を訪問し、利用者やその家族の不満や不安の解消に

取り組んでいますが、施設数が増える中、相談員の確保が課題です。 

 

③共生型サービスの取組（C） 

高齢者と障害者が同一事業所でサービスを利用しやすくするための共生型サー
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ビスについては、職員の負担や報酬が低いため事業所のサービス提供例がないこと

や、65 歳になった場合においてもそれぞれのサービス利用を継続できることから、

共生型サービスの必要性が低い状況です。今後も、サービス利用者や事業所からの

ニーズに応じて、共生型サービスのあり方について検討を進めてまいります。 

 

④介護保険サービス提供事業者等への指導・助言等（A＋） 

指標の推移 

項目 令和２年度 令和３年度 令和４年度 目標（R5） 

運営指導件数※ ０件 129 件 120 件  

（※前計画では指標として設定していなかったもの） 

 

本市に指定・指導権限のある地域密着型サービス及び居宅サービス等については、

サービス提供事業者に対し、集団指導及び運営指導等を実施し、利用者に適正なサ

ービスが提供されるように指導、助言等を行っています。 

 

⑤地域包括ケアシステムを支える人材の確保（A） 

指標の推移 

項目 令和２年度 令和３年度 令和４年度 目標（R5） 

介護ファンタジス

タ掲載回数※ 
１回 １回 １回  

（※前計画では指標として設定していなかったもの） 

 

地域包括ケアシステムを支える介護職の魅力発信に努めました。介護職への就

労及び定着につながるよう効果的な情報発信をすることが課題です。 
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２ 介護給付適正化事業の推進（介護給付適正化計画） 

①要介護認定の適正化（A＋） 

指標の推移 

項目 令和２年度 令和３年度 令和４年度 目標（R5） 

実施状況（％） 
8,526 件 

（100％） 

9,298 件

（100％） 

8,467 件

（100％） 

11,000 件

（100％） 

 

要介護認定の適正化については、調査票及び主治医意見書をそれぞれチェック

し、矛盾点があるものや整合性が取れないものについては、全件に対して問い合

わせを行い、内容を確認するなど、審査会資料の精度向上のほか、ケアマネジャ

ー等が実施する認定調査の質の担保に努めています。 

 

②ケアプランの点検（A＋） 

指標の推移 

項目 令和２年度 令和３年度 令和４年度 目標（R5） 

実施件数 161 件 245 件 231 件 200 件 

 

ケアプランの点検については、ケアマネジャーとの個別面談を通して、アセス

メントの重要性など「気づき」を促す指導を実施し、複数の事業所で共有すべき

事象については「テキセイカだより」で全事業所に周知しています。 

また、令和４年度からは、サービス付き高齢者向け住宅等に焦点をあてたケア

プラン点検も実施していますが、ケアマネジャー以外の職員への理解の促進と周

知が課題になっています。 

 

③住宅改修・福祉用具貸与等の点検（A） 

指標の推移 

項目 令和２年度 令和３年度 令和４年度 目標（R5） 

住宅改修の点検

※１ 
15 件 6 件 25 件 36 件 

福祉用具貸与等

の点検 

※２ 

１回 1 回 1 回 1 回 

（※１ 月３回×12カ月が目標） 
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（※２ 全件を年1回確認している） 

 

住宅改修の内容に疑義のあるケースについて、市の理学療法士と協力しながら

現地調査を実施し、必要に応じて住宅改修理由書等の提出を求めるなどの指導を

実施しています。ただし、専門職による調査件数は限定的なため、目標件数を達

成できていません。福祉用具については、軽度者への福祉用具貸与のうち、届け

出が必要な貸与品目の届出漏れの有無を確認しました。 

 

④医療情報との突合・縦覧点検（A＋） 

指標の推移※ 

項目 令和２年度 令和３年度 令和４年度 目標（R5） 

医療情報との 

突合 
12 件 12 件 12 件 12 件 

縦覧点検 12 件 12 件 12 件 12 件 

（※月１回実施） 

 

医療情報との突合及び縦覧点検については、国民健康保険団体連合会から提供

される帳票の活用や突合・点検作業を業務委託することで毎月実施し、請求内容

に誤りのあるものについては、事業所に対して過誤申立を行うよう依頼すること

により、是正に努めています。 

 

⑤介護給付費通知（A＋） 

指標の推移 

項目 令和２年度 令和３年度 令和４年度 目標（R5） 

発送件数 2 回 2 回 2 回 2 回 

 

介護保険サービスを利用した方全員に、介護給付費通知を年２回送付していま

す。通知内容に疑問や不明点がないか確認していただくとともに、自身の利用し

ているサービスについて認識を高めてもらうことで、介護保険サービスの適正な

利用を促しています。 

次期計画では国の介護給付適正化主要５事業の見直しが示されているため、令

和６年度以降、全事務のあり方について検討が必要です。 
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３ 在宅療養の推進 

①地域の医療・介護の資源の把握（A） 

指標の推移 

項目 令和２年度 令和３年度 令和４年度 目標（R5） 

「いばらきほっと

ナビ」における事

業所情報公開数※ 

－ － 
3,350 

事業所 
 

（※前計画では指標として設定していなかったもの） 

 

医療機関・介護・障害福祉事業者検索ホームページ「いばらき ほっとナビ」を

令和３年10月にリニューアルし、通所型サービスＢ（コミュニティデイハウス）の

情報を追加するなど、地域資源を把握し、市民や医療・介護事業所のほか、関係団

体などへの情報発信の充実に努めています。 

 

②在宅医療・介護連携の課題の抽出（A） 

 

高齢者対策・在宅医療委員会などの会議へ出席し、他の専門職との接点が少ない

と役割の理解が難しい課題などについて、共有しました。 

また、在宅医療・介護連携の現状の把握のため、令和４年度に医療職・居宅介護

支援事業所にアンケートを実施し、アンケート結果を基に医療職と介護職でグルー

プワークを行い、他の専門職の役割理解や多職種連携の必要性を確認しました。 

 

③切れ目のない在宅医療と在宅介護の提供体制の構築推進（B） 

指標の推移※ 

項目 令和元年度 令和４年度 目標（R5） 

医療ニーズの高い利用

者の受入体制 
44.5％ 42.3% 50％ 

看取りの体制の整備状

況 
46.1％ 53.8% 50％ 

（※市内の介護保険事業者を対象に行った「介護保険事業者調査」より」 

 

高齢者が住み慣れた地域で安心して医療・介護サービスを受けられるよう関係者

の情報共有ツールとしてはつらつパスポート（連携編）を配布していましたが、そ

の利用状況について調査を行ったところ、利用率は低下していました。 
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住み慣れた地域で在宅療養を続けるために、高齢者が希望する医療・介護につい

て関係者と情報共有する意識を持つことが課題です。 

 

④在宅医療・介護連携に関する相談支援（A） 

指標の推移 

項目 令和２年度 令和３年度 令和４年度 目標（R5） 

市内医療機関との

情報共有件数※ 
23 件 52 件 37 件  

（※前計画では指標として設定していなかったもの） 

 

在宅医療・介護連携窓口を設置し、相談支援を行うとともに、相談内容に応じて

関係機関へつなぐなど適切な対応に努めました。 

 

⑤地域住民への普及啓発（A） 

指標の推移 

項目 令和２年度 令和３年度 令和４年度 目標（R5） 

出前講座実施件数

※ 
1 回 0 回 5 回  

（※前計画では指標として設定していなかったもの） 

 

住み慣れた地域で療養生活が送れるよう、在宅医療・在宅ケア等についての説明

や啓発を行う出前講座を地域住民に対し実施しました。また、ACP（アドバンス・

ケア・プランニング）についての冊子を配布し、啓発に努めました。茨木市総合医

療ガイドを作成し、啓発に努めています。 

 

⑥医療・介護関係者の情報共有の支援（B） 

指標の推移 

項目 令和２年度 令和３年度 令和４年度 目標（R5） 

はつらつパスポー

ト（連携編）配布

数※ 

3,009 冊 807 冊 467 冊  

（※前計画では指標として設定していなかったもの） 

 

医療・介護関係者の情報共有ツールとしてはつらつパスポート（連携編）を配

布しています。その活用状況について調査を行ったところ、他の情報共有ツール
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の利用が進んでいることから、現在のはつらつパスポート（連携編）については

令和５年度で廃止します。 

今後とも、多職種による連携の体制づくりや、ICT 技術を活用した情報連携に

ついて検討を進めます。 

 

⑦医療・介護関係者の研修（A） 

指標の推移 

項目 令和２年度 令和３年度 令和４年度 目標（R5） 

多職種連携研修へ

の支援数※ 
１ ０ ２  

（※前計画では指標として設定していなかったもの） 

 

市内の在宅療養に関わる関係者の会議等を活用し、多職種連携研修への支援を実

施しました。 

また、関係機関と連携し、在宅医療に関する講演会や、介護予防のための研修会

などを開催しました。 
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第２節 高齢者保健福祉計画（第10次）・介護保険事業計画（第９期） 

 

１ 高齢者保健福祉計画及び介護保険事業計画策定の趣旨 

「老人福祉法」に基づく高齢者福祉と「介護保険法」に基づく介護に係るサービ

スについて、本市では法改正や国・大阪府の動向に応じて、３年ごとに計画を策定

してきました。 

次期計画期間中には、団塊の世代が全員７５歳以上となる２０２５年を迎えるこ

とになり、高齢者人口がピークを迎える２０４０年を見通すと、８５歳以上人口が

急増し、医療・介護双方のニーズを有する高齢者が増加する一方、生産年齢人口が

急減することが見込まれていることから、「介護サービス基盤の計画的な整備」「地

域包括ケアシステムの深化・推進」「介護人材確保及び介護現場の生産性向上の推

進」について示されました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

大阪府では、府内市町村が連動性のある計画を策定できるよう、市町村高齢者計

画策定指針が策定されています。指針では「計画の連動性確保のための基本的な方

針」と国の基本指針の構成に従い、主な点を抜粋した「計画策定に当たっての留意

事項」が示されています。 

「計画の連動性確保のための基本的な方針」において、市町村高齢者計画の策定

に当たっては、大阪府の特徴を踏まえるとともに、市町村における高齢化及び要介

護高齢者、認知症高齢者の推移や介護・医療サービスの利用動向、地理的条件や地

域づくりの方向性等を勘案し、達成しようとする目的や地域包括ケアシステムの特

徴を明確にした市町村介護保険事業計画を策定することが重要であるとされてい

ます。 

また、それらの考え方に基づき、次の点に留意することと示されています。 

①介護サービス基盤の計画的な整備 

・地域の実状に応じたサービス基盤の整備 

・在宅サービスの充実 

②地域包括ケアシステムの深化・推進に向けた取組 

・地域共生社会の実現 

・デジタル技術を活用し、介護事業所間、医療・介護間での連携を円滑に進

めるための医療・介護情報基盤を整備 

・保険者機能の強化 

③介護人材確保及び介護現場の生産性向上 
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なお、高齢者保健福祉計画（第10次）・介護保険事業計画（第９期）策定に当た

っては、老人福祉法及び介護保険法の理念を再確認し、これらの方向性を踏まえて

計画を策定します。 

 

 

 

（１）老人福祉法の理念 

①老人福祉法の目的 

 老人福祉法は第１条において、「老人に対し、その心身の健康の保持及び生活の安

定のために必要な措置を講じ、もって老人の福祉を図る」といった目的が示されて

います。 

 

②老人福祉法の基本的理念 

 同法の第２条において、「老人は、多年にわたり社会の進展に寄与してきた者とし

て、かつ、豊富な知識と経験を有する者として敬愛されるとともに、生きがいを持

てる健全で安らかな生活を保障される」とし、同法の第３条において、「老人は、常

に心身の健康を保持し、その知識と経験を活用して社会的活動に参加するように努

める」とする、基本的理念が示されています。 

 

 

 

（２）介護保険法の理念 

①共同連帯の理念に基づく保険制度 

 介護保険法は第１条において、「介護等が必要な方の尊厳を保ち、有する能力に応

じて自立した日常生活を営むことができるサービス給付を行う」といった目的が示

されています。また、国民の保健医療の向上及び福祉の増進を図る保険制度として、

国民の共同連帯の理念が示されています。 

 

②国民の努力及び義務 

 同法の第４条において、「要介護状態となることを予防するために自ら健康の保

一 人権の尊重 

二 高齢者の自立と尊厳を支える体制の整備・施策の推進 

三 地域包括ケアシステムの理念 
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持増進に努めるとともに、要介護状態になった場合においても、有する能力の維持

向上に努める」としており、国民の努力及び義務が示されています。 

 

③国及び地方公共団体の責務 

同法の第５条において、国及び地方公共団体の責務が示されています。国は「保

険事業運営が健全かつ円滑に行われるように、サービス提供体制の確保に関する施

策その他の必要な各般の措置を講じなければならない」としています。 

 

また、国及び地方公共団体は、「被保険者が可能な限り住み慣れた地域で自立した

日常生活を営むことができるように、サービス等に関する施策について包括的に推

進するように努めなければならない」としています。 

 

本市では、これまで、団塊の世代がすべて75歳以上になる令和７年（2025年）

に向けて、地域包括ケアシステムの強化に取り組んできました。 

今期計画においては、国及び大阪府の動向、本市の高齢者等を取り巻く現状、前

計画までの取組状況や課題等を踏まえ、更にはその先の令和22年（2040年）を見

据えながら、本市における地域包括ケアシステムの深化に取り組みます。 

 

主な施策としては、地域包括ケアシステムの中核を担う地域包括支援センターの

再編及び機能強化、高齢者の介護予防・健康づくりや社会参加、地域での活躍など

を支援・促進するための基盤となる身近な「居場所」の整備・拡充、認知症の発症

を遅らせ、認知症になっても希望を持って日常生活を過ごすことができる社会、地

域の実現を目指し、「共生」と「予防」を両輪とした認知症施策の推進、介護従事者

の育成・定着に向けた支援による介護人材の確保、介護保険制度の適正・円滑な運

営などを行います。 
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２ 本市が目指す地域包括ケアシステムの確立に向けた高齢者施策 

 

2040年への備え
現役世代が減少する一方で、介護サービス需要が更に増加・多様化することが想定される2040年

に向けて、地域の高齢者介護を支えるサービス基盤の整備や人的基盤の確保に取り組みます。

住み慣れた場所で
いつまでも

対象者別
支援機関別

のサービス から

地域共生社会の実現へ

2025年に向けて
お互いに支え合い、助け合える地域社会を実現し、すべての高齢者が自らの能力を発揮しながら、

生きがいのある生活を送っています。

基本目標１

・地域包括支援センターの再編（11→14か所）
・高齢者の生活支援体制整備の推進

基本目標２

・介護予防・生活支援サービス事業の取組の推進
・住民主体の介護予防事業の推進
・要介護高齢者等の自立・家族介護等への支援の推進

基本目標３

・地域活動・社会参加の促進
・身近な「居場所」の整備と持続可能な
運営支援

基本目標４

・認知症の人や家族の視点を重視した認知症
施策の推進
・地域や関係機関と連携した虐待防止対策の
推進
・権利擁護の推進

基本目標５

・災害時に求められる医療・介護サービスの継続
・安心して暮らせる環境の充実及びＩＣＴの活用促進

基本目標６

・介護人材の確保など介護保険制度
の円滑な運営
・在宅療養の推進

第９次・第８期 令和３年度(2021年度)～令和５年度(2023年度)
地域包括ケアシステムの深化

基本目標１

・地域包括支援センターの再編（６→11か所）
・生活支援コーディネーターの活動を充実

基本目標２

・介護予防・生活支援サービスの多様化
・一般介護予防事業を地域全体で展開

基本目標３

・高齢者の社会参加の促進
・身近な「居場所」の整備・拡充

基本目標４

・認知症高齢者及び家族支援の充実
・虐待防止及び早期発見・対応の推進

基本目標５

・災害時における支援体制の強化
・居住安定に係る情報提供

基本目標６

・介護保険事業の適正化
・在宅療養支援体制の整備

第８次・第７期 平成30年度(2018年度)～令和２年度(2020年度)
地域包括ケアシステムの強化

イラストは差し替え予定 
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３ 施策の体系 

基本 

目標 
施策 取組み 

１ 

お
互
い
に
つ
な
が
り
支
え
合
う 

1 地域包括支援センターの運

営 

①圏域型地域包括支援センターの設置 

②地域包括支援センターの周知 

③地域包括支援センターの適切運営及び評価 

④地域ケア会議の推進 

2 高齢者の生活支援体制整備

の推進 

①生活支援コーディネーターの配置及び協議体の

設置 

3 認知症施策の推進 

①本人啓発・本人発信支援 

②医療・ケア・介護サービス・介護者への支援 

③認知症バリアフリーの推進・若年性認知症の人

への支援・社会参加支援 

4 在宅療養の推進 

①切れ目のない在宅医療と在宅介護の提供体制の

構築推進 

②在宅医療・介護連携に関する相談支援 

③医療・介護関係者の情報共有の支援 

④地域住民への普及啓発 
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基本 

目標 
施策 取組み 

２ 

健
康
に
い
き
い
き
と
自
立
し
た
日
常
生
活
を
送
れ
る 

1 介護予防・生活支援サービス

事業の取組の推進 

①訪問型サービスの展開 

②通所型サービスの展開 

③介護予防ケアマネジメントの展開 

④栄養改善型配食の実施 

2 一般介護予防事業の推進 

①地域リハビリテーション活動支援事業の展開 

②介護予防教室等の見直しと新たな展開 

③地域での介護予防の取り組みの周知・啓発 

④はつらつ出張講座による支援 

3 高齢者の保健事業と介護予

防事業等との一体的な実施 

①専門職による通いの場でのポピュレーションア

プローチ 

②高齢者に対する個別的支援（ハイリスクアプロ

ーチ） 

4 要介護高齢者等の自立・介護

家族等への支援の推進 

①高齢者福祉タクシー料金助成事業 

②高齢者紙おむつ等支給事業 

③高齢者ごいっしょサービス事業 

④一人暮らし高齢者等日常生活支援事業（ちょこ

っとサービス） 
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基本 

目標 
施策 取組み 

３ 

憩
え
る 

参
加
で
き
る 

活
躍
で
き
る 

1 地域活動・社会参加の促進 

①高齢者活動支援センターでの各種事業の実施 

②老人クラブ活動の支援 

③シニアいきいき活動ポイント事業の実施 

2 身近な「居場所」の整備 

①街かどデイハウス事業とコミュニティデイハウ

ス事業の実施 

②いきいき交流広場の実施 

3 世代間交流の取組 ①多世代交流センター事業の実施 

4 高齢者の「働く場」の創造 

①シルバー人材センターの取組 

②高齢者の多様な働き方の創造 

 

基本 

目標 
施策 取組み 

尊
重
さ
れ
る 

４ 

一
人
ひ
と
り
の
権
利
が 

 
１ 虐待防止対策の推進 

①高齢者虐待防止及び啓発への取組 

②虐待への対応 

２ 権利擁護の推進 ①高齢者権利擁護事業の推進 
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基本 

目標 
施策 取組み 

５ 

情
報
を
活
か
し
て
、
安
全
・
安
心
に
暮
ら
せ
る 

１ 災害・感染症発生時の備え 

①災害時における支援体制の強化 

②感染症対策の介護事業所等との連携・周知啓発・

研修・訓練の実施 

２ 情報公表制度の推進 ①事業者情報の公表 

３ 安心して暮らせる環境の充

実 

①緊急通報装置設置事業 

②ひとり暮らし高齢者及び高齢者世帯の見守り体

制の推進 

４ 高齢者の居住の安定に係る

施策 

①高齢者世帯家賃助成事業 

②シルバーハウジング生活援助員派遣事業 

③高齢者の居住に関する情報提供 

５ 高齢者が安心して暮らせる

ための ICT の活用推進 
①高齢者の ICT 活用の推進 

 

基本 

目標 
施策 取組み 

６ 

持
続
可
能
な
社
会
保
障
を
推
進
す
る 

１ 介護保険制度の適正・円滑な

運営 

①充実したサービス提供のための施設整備 

②介護保険サービスに関する相談体制の充実 

③介護保険サービス提供事業者等への指導・監査 

④地域包括ケアシステムを支える人材の確保及び

資質の向上 

２ 介護給付適正化事業の推進

(介護給付適正化計画) 

①要介護認定の適正化 

②ケアプランの点検 住宅改修・福祉用具貸与等

の点検 

③医療情報との突合・縦覧点検 
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4 主な取組 

 

 

 

施策（１）地域包括支援センターの運営 

高齢化の進展等に伴う高齢者の複雑化・多様化した相談に対して、より身近な場

所で、きめ細やかな対応ができるよう全14エリアに設置した地域包括支援センター

の内5か所を圏域型地域包括支援センターとして整備します。 

地域包括支援センターにおいて、総合相談支援業務、権利擁護業務、包括的・継

続的ケアマネジメント支援業務、第１号介護予防支援事業等に係る業務を行い、担

当エリアの状況に応じた、住まい、医療、介護、予防、生活支援等のサービスが適

切に提供される「地域包括ケアシステム」の基盤づくりを推進します。 

 

【主な取組】 

①圏域型地域包括支援センターの設置 

令和４年度（2022年度）で14エリアすべてにセンターの設置が完了しました。

そのうち現時点で５圏域中４圏域において、地区保健福祉センター内に圏域型地域

包括支援センターとして設置済みであり、残る１圏域にも設置を進めていきます。 

圏域型地域包括支援センターは、基本業務に加え、他機関と連携しながら圏域内

の地域包括支援センター間の総合調整のほか、圏域情報の共有や現状分析等を行い

ます。 

 

②地域包括支援センターの周知 

市広報誌やホームページによる周知や、各種イベントや研修会、地域団体の会合

等での啓発など、様々な活動機会を通じて市民への周知に取組みます。 

 

③地域包括支援センターの適切な運営及び評価 

地域包括ケアシステムの基盤づくりを推進するとともに高齢者が住み慣れた地

域で安心して暮らせるための「高齢者の総合相談窓口」として、地域の特性や状況

に応じた包括的・継続的な支援ができるように地域包括支援センターの資質向上に

努めます。 

地域包括支援センターの機能や体制を強化するため、保健師、社会福祉士、主任

介護支援専門員以外の専門職として介護支援専門員を配置します。また、外部委託

の介護支援専門員に対し、適正な介護予防ケアマネジメントに向けた助言を行いま

基本目標１ お互いにつながり支え合える 
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す。 

 

本市は、地域包括支援センターが高齢者の健康保持・生活の安定のために自立支

援の視点を持った業務が行えるように後方支援に努めるとともに、地域包括支援セ

ンター業務評価表に基づき、定期的に業務実施状況の自己点検と評価を行い、「茨木

市地域包括支援センター運営協議会」に報告することで、地域包括支援センターの

適切な運営に努めています。 

 

④地域ケア会議の推進 

地域包括支援センターが中心となり、担当エリアの医療や介護、福祉等の関係者

との多職種連携の場や自立支援型ケアマネジメント強化の場となるよう会議を計

画的に開催します。 

地域づくり・資源開発機能を強化するため、生活支援コーディネーター等の他機

関と協働して、地域ケア会議で把握された地域課題を住民自身が我が事としてとら

え課題解決のため、地域づくり・資源開発に参加できることを目指します。 

また、地域ケア会議を重ね、複数の個別課題から、担当エリアの地域課題を明ら

かにし、これを解決するため、庁内の関係各課と連携を図ります。 

 

 

 

  

政策形成
機能

ネットワーク
構築機能

生活支援体制整備事業協議体 地域ケア会議

ネットワーク
構築機能

ニーズと取組の
マッチング

地域づくり
資源開発機能

協議体 個別課題
解決機能

地域課題
発見機能
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施策（２）高齢者の生活支援体制整備の推進 

高齢者が地域活動へ参加することや社会的役割を持つことは、高齢者自身の生き

がいや介護予防につながります。高齢者の社会参加を促進し、地域社会で「支え手」

「受け手」の区別なく、支え合いながら活躍できる体制を整備するとともに、営利・

非営利を問わず、様々な分野の関係団体の参画を得ながら、高齢者を地域で支え合

う地域づくりを推進します。 

 

【主な取組】 

①生活支援コーディネーターの配置及び協議体の設置 

第１層生活支援コーディネーターは、地域での生活支援のための担い手の養成と

ともに、団体・企業等に対しては、事業活動を通じて地域との活動が展開できるよ

う働きかけを行います。 

また、各保健福祉センターに配置している第２層生活支援コーディネーターは、

地域の住民活動を把握して視覚化することにより、地域活動を再価値化し、活動が

継続できるよう支援を行います。 

また、協議体の設置を進め、住民や支援機関などが地域資源を共有し、地域の課

題解決をめざした地域づくり（資源開発）を行います。 

 

 

施策（３）認知症施策の推進（認知症施策推進大綱の推進） 

国では、令和元年（2019年）６月に、「認知症施策推進大綱」（以下、「大綱」と

いう。）が取りまとめられ、様々な取組が進んでいます。 

本市においても、引き続き大綱の趣旨を踏まえ、認知症の人やその家族の視点を

重視しながら、安心して暮らせる「みんながやさしい街いばらき」を目指します。 

 

※大綱の５つの柱 

１ 普及啓発・本人発信支援 

２ 予防 

３ 医療・ケア・介護サービス・介護者への支援 

４ 認知症バリアフリー※の推進・若年性認知症の人への支援・社会参加支援 

５ 研究開発・産業促進・国際展開 

 

なお、令和５年６月に「共生社会の実現を推進するための認知症基本法」が成立

しました。今後は国が策定する認知症施策推進基本計画の内容も踏まえて施策を推
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進していきます。 

 

【主な取組】 

①普及啓発・本人発信支援 

認知症の人と関わる機会が多いと想定される小売業・金融機関・公共交通機関等

の職員や人格形成の重要な時期であるこども世代およびこれから認知症の人の介

護を担う可能性のある中年期に向けて認知症の理解を促すため、認知症サポーター

養成講座等開催への働きかけを行います。 

また、関係機関や介護事業所等と協力し、当事者の声を聞く機会を増やし、地域

住民等に本人の想いを発信する支援に取り組むとともに、認知症の人やその家族が

認知症施策の企画・立案や評価に参画することを推進します。 

 

②医療・ケア・介護サービス・介護者への支援 

認知機能の低下がある人や認知症の人の早期発見・早期対応が行えるよう、かか

りつけ医・地域包括支援センター・認知症地域支援推進員・認知症初期集中支援チ

ーム・市保健師等、特に認知症の初期段階の相談対応を行う可能性の高い関係者間

の連携強化に努めます。 

介護者への支援としては、地域の誰もが集う“憩える場”「認知症カフェ（いばら

きオレンジかふぇ）」や介護者同士の交流の場である「家族教室」の周知に努め、介

護者自身が他者との交流や制度の利用により介護の負担をひとりで抱え込むこと

がないように支援します。 

 

③認知症バリアフリーの推進・若年性認知症の人への支援・社会参加支援 

行方不明となった際の早期発見や事故の防止を図る「茨木市認知症高齢者見守り

事業」の普及と利用促進を行い、認知症の人が安全に外出できる地域の見守り体制

づくりを進めます。 

また、認知症の状態に応じて、市医師会が中心となり構築された医療機関や介護

サービス事業者、行政が協働し支援するシステム（茨木市モデル ※）を基盤に、引

き続き認知症高齢者や家族等への支援に取り組むほか、認知症サポーターステップ

アップ講座を開催し、地域で活動する人材の育成といばらきオレンジかふぇを始め

とする認知症の人の「居場所づくり」の促進に努めます。 
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【認知症の人への支援を中心とした地域連携『茨木市モデル』】

 

  

本人・家族

早期発見・早期対応
(もの忘れが気になる時期)

診療・ケア
(診断・診療が必要になる時期)

住み慣れた街で暮らす
(介助が必要になる時期)

介護支援専門員

かかりつけ医 専門医

認知症地域支援推進員

ケアスタッフ

訪問歯科医
訪問薬剤師
訪問看護・リハ

家族教室・交流会
民生委員

認知症サポーター
店舗のかた

認知症カフェ
(いばらきオレンジかふぇ)地域の人たち

「(冊子)みんながやさしい街
いばらき～もの忘れが気に

なったら～」

『認知症サポートブック』
相談窓口・社会資源
（家族・地域住民用）

『認知症ガイドブック』
相談窓口・社会資源
（医療・介護関係者用）

『はつらつパスポート
連携編』

（地域連携手帳）

『はつらつパスポート
元気編』

（介護予防手帳）

『はつらつパス
ポート・ICT編』

認知症初期集中支援チーム

主任介護支援専門員
保健師

社会福祉士

地域包括支援センター

認知症 その人らしさを みんなでサポート

二人三脚体制

（チーム・オレンジいばらき）

地域での人とのつながり・憩いの場

イラストは差し替え予定 
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施策（４）在宅療養の推進 

高齢化が進む中で、医療と介護の両方を必要とする高齢者が、住み慣れた地域で、

自分らしい暮らしを人生の最期まで続けることができるよう、在宅医療と介護を一

体的に提供するために、在宅医療を担う診療所、病院、薬局、訪問看護事業所、介

護関係者などが、それぞれの役割や機能を分担し、相互に連携することが重要とな

ります。 

在宅医療・介護連携推進事業として以下の事業項目が国の手引きにより示されて

います。 

①地域の医療・介護資源の把握 

②在宅医療・介護連携の課題の抽出 

③切れ目のない在宅医療と在宅介護の提供体制の構築推進 

④医療・介護関係者の情報共有の支援 

⑤在宅医療・介護連携に関する相談支援 

⑥医療・介護関係者の研修 

⑦地域住民への普及啓発 

⑧在宅医療・介護連携に関する関係市区町村の連携 

 

地域の医療・介護資源の情報を収集し、「いばらき ほっとナビ」で公表し、地域

資源を課題解決のために活用できる体制を構築するとともに、地域住民への普及啓

発に努めてまいります。 

 

【主な取組】 

①切れ目のない在宅医療と在宅介護の提供体制の構築推進 

地域の医療・介護関係者が意見交換する会議や研修を実施し、医療・介護関係者

が専門職種の役割を理解することで、入退院等の場面において多職種が連携できる

体制の構築を推進してまいります。 

 

②医療・介護関係者の情報共有の支援 

医療・介護関係者の連携を必要とする入退院等の場面において多職種がスムーズ

に情報共有できるツールの活用を、医療・介護関係者が意見交換する会議や研修等

の機会を通じて推進してまいります。 

 

③在宅医療・介護連携に関する相談支援 

地域の医療・介護関係者に対し、在宅医療・介護連携に関する相談支援を行い、

相談内容を分析し、ホームページ等に掲載し発信することにより、医療・介護関係
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者の連携を支援してまいります。 

 

④地域住民への普及啓発 

高齢者が住み慣れた地域で在宅療養を続けることができるよう、元気なうちから

家族や関係者と話し合い、在宅療養について考えるきっかけとなるセミナーを地域

で開催してまいります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：厚生労働省老健局老人保健課「在宅医療・介護連携推進事業の手引きVer.3」（令和２年（2020年）９月） 
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施策（１）介護予防・生活支援サービス事業の取組の推進 

高齢者の社会参加を促し、一人ひとりが社会的役割を持つことで、地域社会の「新

たな担い手による多様なサービス」を創出するとともに、介護予防活動につながる

地域の体制整備を推進します。 

 

【主な取組】 

①訪問型サービスの展開 

現在実施しているサービス以外にも、多様な担い手や住民主体による生活支援サ

ービスを創出するなど、取組を推進します。 

 

サービス名 内容 

訪問介護員によるサービ

ス（身体介護・生活援助） 
訪問介護員によるサービス（身体介護・生活援助） 

訪問型サービスＡ 緩和した基準によるサービス（生活援助） 

訪問型サービスＢ 
有償・無償のボランティア等により提供される

サービス 

 

②通所型サービスの展開 

 コミュニティデイハウスは、地域の住民活動の状況やニーズに応じて整備し、お

おむねエリアに１～２か所の整備を目指します。通所型サービスＣについては、圏

域に複数個所整備します。 

  

基本目標２ 健康にいきいきと自立した日常生活を送る 
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サービス名 内容 

通所介護相当サービス 通所介護事業者の従事者によるサービス 

通所型サービスＢ 
有償・無償のボランティア等により提供される住民主

体による支援 

通所型サービスＣ 
保健・医療の専門職により提供される３～６か月間の短期

間で行われるサービス 

 

 

③介護予防ケアマネジメントの展開 

 高齢者の自立支援を目的として、心身の状況、その置かれている環境、その他の

状況に応じて、介護予防に向けたケアマネジメントを地域包括支援センター等にお

いて実施します。また、対象者自らの選択内容などに基づき、介護サービスだけで

はなくインフォーマルサービス※の活用も進めます。 

 

④栄養改善型配食の実施 

地域包括支援センター等が実施するアセスメントを支援し、低栄養や糖尿病等により栄養改善

型配食サービスが必要な人に行き届くよう支援します。 

 

 

施策（２）一般介護予防事業の推進 

一般介護予防事業は、高齢者が生きがいを持って活動的に暮らす「地域づくり」

を意識して実施し、自助・互助の理念に則り、住民自ら介護予防を行う環境づくり

や体制づくりを支援します。また、介護予防の効果を測定し、分析・評価を行いま

す。 

 

【主な取組】 

①地域リハビリテーション活動支援事業の展開 

 リハビリテーション専門職等が、地域包括支援センターと連携しながら、地域ケ

ア会議や、総合事業における住民主体によるサービスのほか、自立支援型ケアマネ

ジメント等を通じて、地域における自立支援や重度化防止といった、介護予防の取

組を総合的に支援します。サービス利用後は介護予防の分析・評価を行います。 

                                         
※インフォーマルサービス： 

公的機関や専門職による制度に基づくサービスや支援以外の支援。家族や近隣、

地域社会、ＮＰＯ、ボランティアなどが行う制度等に基づかない援助活動のこと。 
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②短期集中型体操教室の実施 

住民主体の活動を促進するとともに、更に効果的な介護予防施策の展開や短期集

中型の体操教室の充実を図るため、開催場所設置数、実施内容の見直しを行います。 

 

③地域での介護予防の取組の周知・啓発 

地域で介護予防に取り組む住民の活動内容や場所を示す地図を掲載した冊子「元

気いばらきマップ」の情報を更新し、地域の介護予防の場を見える化します。 

 

④はつらつ出張講座による支援 

地域で介護予防に取り組む住民やその団体がインフォーマルな場で、効果的な活

動ができるよう「はつらつ出張講座」による支援を行います。 

 

施策（３）高齢者の保健事業と介護予防事業等との一体的な実施 

後期高齢者医療広域連合と連携し、人生100年時代を見据えて健康寿命の延伸を

図るため、介護予防・フレイル対策や生活習慣病などの疾病予防・重症化予防の一

体的な取り組みを推進します。 

 

【主な取組】 

①高齢者に対する個別的支援（ハイリスクアプローチ） 

健診データ、後期高齢者の質問票、医療・介護のレセプト情報等から、地域の特

性を分析し、健康課題を抱える対象者を抽出します。医療専門職が個別面談や家庭

訪問などを通して健康課題の解決に向けた支援を行います。 

 

②専門職による通いの場でのポピュレーションアプローチ※ 

分析により得られた健康課題を、地域の医療機関等と共有し、連携を図りながら、

医療専門職が高齢者の通いの場等を活用して生活習慣病予防やフレイル予防の支

援を行います。 

  

                                         
※ポピュレーションアプローチ： 

地域住民など集団全体に、健康づくりの情報発信や健康教育などの働きかけを行

うことにより、集団全体の健康リスクを低い方に誘導する方法。 
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施策（４）要介護高齢者等の自立・家族介護等への支援の推進 

要介護高齢者等の在宅生活の継続、生活の質（ＱＯＬ）の向上、家族介護者の負

担の軽減を図るため、各種支援として介護技術が習得できる場を計画します。 

 

【主な取組】 

①高齢者福祉タクシー料金助成事業 

要介護高齢者の閉じこもりを予防するため、タクシー利用券を交付し、高齢者の

外出支援を行います。 

 

②高齢者紙おむつ等支給事業 

在宅で紙おむつ等を使用している要介護高齢者に対し、紙おむつを支給し、介護

及び健康に関する相談を行うことにより、家族の経済的・身体的・精神的な負担軽

減を図ります。 

  

③高齢者ごいっしょサービス事業 

在宅で生活する認知症高齢者が外出する際の付き添いや医療機関の受診時の院

内介助、家族が外出する際の見守り支援に取り組みます。 

 

④ひとり暮らし高齢者等日常生活支援事業（ちょこっとサービス） 

ごみ出し、庭の除草等の介護保険外の軽作業を行い、日常生活の支援に取り組み

ます。 
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施策（１）地域活動・社会参加の促進 

人口減少と急速な少子高齢化が同時に進み、地域のつながりが希薄化する社会情

勢であることから、介護予防・日常生活支援総合事業や生活支援の体制整備を通じ

て、住民主体のサービスを充実させ、地域の支え合い機能を強化していくことが求

められています。 

また一方で、生涯現役社会の実現に向け、団塊の世代を中心として、高齢者がこ

れまで以上に、多様な価値観を有し、仕事や趣味のほか、地域活動にも意欲的な傾

向にあり、健康寿命の延伸と介護予防の観点から、高齢者の地域活動や社会参加を

促進していくことも求められています。 

このため、今期計画の高齢者施策については、引き続き高齢者の「居場所と出番」

の創出・充実に取り組み、多様な活動に意欲的な高齢者の社会参加の促進、地域活

動における担い手の発掘と養成に取り組みます。 

 

【主な取組】 

①高齢者活動支援センターシニアプラザいばらきでの各種事業の実施 

高齢者活動支援センターシニアプラザいばらきでは、地域活動、社会参加、生涯

学習支援等の事業を通じて、高齢者の健康増進、介護予防につながる取組を支援す

るとともに、地域活動の担い手育成に取り組み、引き続き高齢者の「居場所と出番」

の創出・充実を図ります。 

 

シニアマイスター登録派遣事業は、これまでの生活の中で培ってきた高齢者の知

識や技能を社会に還元することで、高齢者の社会参加の促進につながることから、

引き続き実施します。今後は、新たな登録者の発掘を進めるとともに、派遣先の開

拓も積極的に行い、「出番」の更なる創出に取り組みます。 

高齢者いきがいワーカーズ支援事業については、介護予防・日常生活支援総合事

業の推進や、高齢者の生活支援体制の整備にもつながることから、引き続き、地域

の活性化や地域課題の解決に取り組む団体の事業の立ち上げを支援します。 

茨木シニアカレッジ「いこいこ未来塾」は、地域社会、歴史文化、ＩＣＴ等の講座

や多様な受講生ニーズに応えたオプション講座を企画するなど、高齢者の高い学習

意欲に応えた取組を展開します。地域活動の担い手の養成という視点に立ち、実践

的な講座を企画・運営することによって、地域活動に意欲のある受講者の学習成果

を地域へ還元し、地域コミュニティの活性化をめざします。 

基本目標３ 憩える 参加できる 活躍できる 
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②老人クラブ活動の支援 

地域を拠点にした老人クラブの自主的な組織活動を育成するため、各クラブの役

員等の担い手の育成やクラブ会員の加入促進、新規クラブの立ち上げ支援、市老人

クラブ連合会の活動内容の充実など、引き続き老人クラブの地域活動支援に取り組

みます。 

 

③シニアいきいき活動ポイント事業の実施 

活動登録者数及びボランティア受入指定施設数の増加に取り組むとともに、活動

登録者が活動を継続できるよう講座や研修を充実させ、高齢者の社会参加を通じた

介護予防を支援します。 

 

施策（２）身近な「居場所」の整備 

高齢者の地域での多様な活動の場や社会参加の場など、高齢者の身近な「居場所」

の整備が求められます。このため、老人クラブやＮＰＯ等に代表される自律的な市民

活動団体等との連携強化に加えて、街かどデイハウスからコミュニティデイハウス

への移行、いきいき交流広場の整備に引き続き取り組みます。 

 

【主な取組】 

①街かどデイハウス事業とコミュニティデイハウス事業の実施 

街かどデイハウス・コミュニティデイハウスでは、仲間づくりや健康保持など高

齢者の地域における自立した生活を支えられるように、住民参画による居場所提供

サービスを実施し、施設内外で運動器の機能向上・認知機能低下予防・口腔機能向

上等の介護予防事業も実施しています。 

引き続き、すべての街かどデイハウスが、要支援高齢者と元気な高齢者が一緒に

集えるコミュニティデイハウスへ移行することを目指し、コミュニティデイハウス

の運営に携わるボランティア等の人材確保を支援します。 

 

②いきいき交流広場の実施 

 いきいき交流広場は、住民主体で運営する自由で自発的な交流の場であり、高

齢者の閉じこもり対策や介護予防においても大きな役割を果たしています。今

後、高齢化の進展を背景に、高齢者の居場所に対する需要は更に高まると予想さ

れるため、引き続き新規広場の開設・運営の支援を進めます。 
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施策（３）世代間交流の取組 

高齢者とこどもとのふれあいの場を提供する多世代交流センター事業をはじめ、

老人クラブほか各種団体が行う世代間交流に関する取組を支援します。 

 

【主な取組】 

①多世代交流センター事業の実施 

多世代交流センターにおいて、施設利用の状況や利用者の意見等を踏まえて、世

代間交流事業を実施します。 

また、高齢者活動支援センターシニアプラザいばらきの「シニアマイスター登録

派遣事業」と連携し、地域における高齢者とこどもの交流促進に努めます。 

  

 

施策（４）高齢者の「働く場」の創造 

人口減少と急速な少子高齢化が同時に進行する社会情勢を背景として、高齢者の

「働く場」の創造が求められています。 

高齢者の就労支援については、高齢者が長年培ってきた知識・経験・技能等をい

かし、就業を通じて社会貢献できるように、引き続き高齢者の就労機会の提供や生

きがいづくりに重要な役割を果たしているシルバー人材センターの取組を支援す

るほか、高齢者の多様なニーズに応じた、新しい働き方を支援します。 

 

【主な取組】 

①シルバー人材センターの取組 

高齢者の就労機会の提供や生きがいづくりに重要な役割を果たしているシルバ

ー人材センターの円滑な運営を支援し、指導援助に努めます。 

 

②高齢者の多様な働き方の創造 

働く意欲のある高齢者がこれまでに培った能力や経験をいかし、生涯現役で活躍

し続けられる地域づくりが求められています。高齢層の就業意欲は高く、地域での

社会参加や活躍の場を把握し、就労に対するニーズを就労等につなげていく取り組

みも求められています。 

高齢者いきがいワーカーズ支援事業の活用や、高齢者の生活支援体制整備に関す

る第１層協議体の参画団体、本市との包括連携協定締結企業等とも連携を図りなが

ら、高齢者の就労支援を通じた社会参加・活躍の場の創造を支援します。 
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施策（１）虐待防止対策の推進 

「高齢者虐待の防止、高齢者の養護者に対する支援等に関する法律（高齢者虐待

防止法）」の趣旨を踏まえ、地域包括支援センターや地域の様々な関係機関と連携

し、高齢者虐待防止の取組を推進します。 

 また、介護施設従事者等による高齢者虐待については、高齢者に接する介護施設従

事者等の意識改革や資質の向上を図るとともに、介護施設における高齢者虐待防止の

体制の整備・強化に向けて取り組むなど、関係部局と連携し、虐待防止に努めます。 

 

【主な取組】 

①高齢者虐待防止及び啓発への取組 

 身体的、心理的、経済的など様々な虐待により高齢者、障害者、児童等の権利が

侵害されることのないよう、関係各課合同で市内を運行する公共バスを利用して虐

待防止のラッピングバスを運行させる等、広く市民へ啓発活動を行います。また、

居宅介護支援事業者、居宅サービス事業者、その他関係機関に対する研修会を実施

し、高齢者への虐待防止に対する意識の向上を図るとともに、虐待の早期発見と、

見守り体制の充実に向けた取組を推進します。 

 

②虐待への対応 

 養護者による高齢者虐待については、地域住民や関係機関からの通報に対し、地

域包括支援センター、警察、保健所、病院、民生委員・児童委員等の関係機関と連

携し、虐待の解消及び深刻化を防止するため、養護者支援を含め適切な対応に努め

るほか、必要に応じて高齢者の一時保護、施設への入所措置を行います。また、関

係機関との連携協力体制を強化するため、引き続き障害者・高齢者虐待防止ネット

ワーク連絡会を開催します。 

 介護施設従事者等による高齢者虐待については、虐待の発見者からの通報に対

し、早急に事実確認のための協議や訪問調査を実施し、虐待や身体拘束の防止、虐

待を受けた高齢者の迅速な保護を行うとともに、大阪府担当部署と庁内関係各課が

連携しながら介護施設等の運営適正化のための助言及び指導を行う等、再発防止に

取り組みます。 

  

基本目標４ 一人ひとりの権利が尊重される 
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施策（２）権利擁護の推進 

認知症や知的障害・精神障害などの理由で、判断能力が低下した高齢者の虐待や

消費者被害等の権利侵害を防止し、必要な介護保険サービスや福祉サービスを利用

してその人らしい生活を送ることができるように、「成年後見制度利用促進計画」

を策定し、権利擁護の推進に取り組みます。 

 

【主な取組】 

①高齢者権利擁護の推進 

＊「地域福祉計画（成年後見制度利用促進計画）」●ページ参照 

 

 

 
 

  

相談・通報・届出窓口

茨木市

地域包括支援
センター

高齢者

家族
親族

同居人

虐待

相談
届出

支援

市と地域包括支援センターとで協議

ケース検討会議
◎虐待の有無の判断
◎支援内容の決定
・サービスの提供
・老人ホームへの入所等措置
・成年後見制度の利用支援
・日常生活自立支援事業の活用

レビュー会議（定期的に開催）
◎支援内容の検討

・警察

・近隣住民

・民生委員・児童委員

・地区福祉委員会

・コミュニティソーシャルワーカー

・介護保険サービス従事者

・医療従事者

・社会福祉協議会

・ボランティア 等

助言
指導

相談
通報

相談

虐待の発見
見守り・支援

【高齢者の虐待発見・支援等の流れ】

養護者

イラストは新たに作成します 
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施策（１）災害・感染症発生時の備え 

災害発生時や感染症等の流行時に、高齢者等がそれまで過ごしていた地域で医

療・介護サービスの提供を受けることができるように、日頃から介護事業所等と連

携し、それぞれの立場で非常時における必要な体制の整備に努めます。 

 

【主な取組】 

①災害時における支援体制の強化 

平常時においては、避難訓練の実施や防災啓発活動、介護事業所等におけるリス

クや物質の備蓄・調達状況についての確認を行い、災害に対する備えに努めます。 

災害時においては、介護保険施設等と締結している「大規模災害に伴う避難施設

の設置に関する協定」に基づき、要配慮者避難施設の設置運営等ができるよう、迅

速に要配慮者の安全・安心を確保する取組を進めます。 

今後は、新たに設置する地域密着型サービスの施設に対し、要配慮者避難施設の

設置について働きかけを行ってまいります。 

 

 

②感染症対策の介護事業所等との連携・周知啓発・研修・訓練の実施 

平時からの事前準備として、介護事業所等と連携し、訓練の実施や感染拡大防止

策の周知啓発を行います。また、介護事業所等が感染症発生時においてもサービス

を継続するため、必要な物資の備蓄等の確認や感染症に対する研修の充実、発生時

に備えた人材確保策を講じていきます。 

 

 

施策（２）情報公表制度の推進 

市内にある介護サービス事業所の必要な情報がホームページを通じて収集でき

るように情報提供の仕組みを整備し、利用したいサービスや事業所の選択がより適

切にできるよう取り組みます。 

 

【主な取組】 

①事業者情報の公表 

医療機関・介護・障害福祉事業者検索ホームページ「いばらき ほっとナビ」の

充実を図り、積極的な事業者情報の提供を行います。 

基本目標５ 情報を活かして、安全・安心に暮らせる 
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施策（３）安心して暮らせる環境の充実 

支援が必要な高齢者やその家族が住み慣れた地域で、その人らしい生活を安心し

て送ることができるように、見守り支援等を兼ねた生活支援の充実に努めます。 

 

【主な取組】 

①緊急通報装置設置事業 

緊急事態のときに電話での連絡が困難と認められるひとり暮らし高齢者等が安

心して暮らせるよう、住居に緊急通報装置を設置します。 

 

②ひとり暮らし高齢者及び高齢者世帯の見守り体制の推進 

ひとり暮らし高齢者等が不測の事態に陥った場合、親族等への連絡が速やかに行

えるように、緊急連絡先及び居住実態等の把握に引き続き取り組みます。また、関

係機関と情報を共有し、ひとり暮らし高齢者等が地域で安心して暮らせるよう見守

り体制を構築していきます。 

 

 

施策（４）高齢者の居住の安定に係る施策 

高齢者が安全で安心な生活を送るための住まいの確保については、大阪府との連

携を図りながら、安全・安心な住環境に恵まれた住まいの情報提供に努めるととも

に、高齢者がいつまでも生きがいのある生活を送るために、趣味活動やボランティ

アを含む地域活動などに積極的に参加し、買い物などの日常的な外出も円滑にでき

るように、高齢者等に配慮した福祉のまちづくりを推進します。 

また、「大阪府高齢者・障がい者住宅計画」との連携を図り、Osakaあんしん住ま

い推進協議会（居住支援協議会）に参画し、高齢者に低家賃の住宅情報を提供する

とともに、「空家等対策計画」に基づき、民間等の積極的な利活用を推進することで

空家の活用に努める等、低所得高齢者の居住の安全確保を図ります。 

 

【主な取組】 

①高齢者世帯家賃助成事業 

市営・府営住宅以外の賃貸住宅に居住し、収入や家賃等の一定の条件を満たす高

齢者世帯に、家賃月額の３分の１（上限５千円）を助成し、高齢者の居住の安定を

図ります。 
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②シルバーハウジング生活援助員派遣事業 

高齢者世話付住宅（シルバーハウジング）に居住する高齢者が安心した生活を送

ることができるように、生活援助員を配置しています。一方、有料老人ホームやサ

ービス付き高齢者向け住宅数も増加傾向にあることから、高齢者の住環境の変化に

注意し、高齢者の居住安定に努めます。 

 

③高齢者の居住に関する情報提供 

本市に所在する有料老人ホームやサービス付き高齢者向け住宅等、高齢者が安心

して暮らせる住まいに関する情報を提供します。 

また、利用者が安全・安心な住環境で暮らせるように、有料老人ホーム及びサー

ビス付き高齢者向け住宅に対する指導及び助言等を行います。 

 

 

施策（５）高齢者が安心して暮らせるためのＩＣＴの活用推進 

コロナ禍において、外出自粛等から、高齢者の閉じこもりによる生活不活発や

身体機能、認知機能の低下が懸念されています。このような状況の中で、高齢者

のＩＣＴ機器の活用推進に取り組み、身体機能・認知機能の低下防止、コミュニ

ケーションツールを使用した見守り、情報格差の解消等を図ります。 

 

【主な取組】 

①高齢者のＩＣＴ活用の推進 

ＩＣＴ活用により、コミュニティデイハウスにおける利用者の見守りや、利用

者との相互コミュニケーションの活発化等やコミュニティデイハウスを通じて、

介護予防に興味や関心を高める取組としてICT化を推進し、情報の配信に取り組

みます。また、高齢者がインターネット等に慣れ親しみ使用していく機運を醸成

します。 

高齢者活動支援センターシニアプラザいばらきや多世代交流センターにおいて、

スマホ講座やキャッシュレス講座等を実施し、ＩＣＴスキルの向上につながる取

組を支援します。 
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施策（１）介護保険制度の適正・円滑な運営 

高齢者が介護を必要とする状態になっても、可能な限り住み慣れた地域で継続し

て生活ができるように、ニーズを適切に把握しながら、介護保険サービスの基盤整

備に努めます。また、利用者が必要なサービスを選択できるように、情報提供や相

談支援の充実に努めます。 

さらに、介護従事者の育成・定着に向けた支援に努め、安心で質の高いサービス

を提供します。 

 

【主な取組】 

①介護サービス基盤の計画的な整備 

高齢者が、要介護度が重くなっても、できる限り住み慣れた地域で生活ができる

ように、地域密着型施設の整備を進めます。 

 

②介護保険サービスに対する相談体制の充実 

介護サービス相談員※が市内の介護保険施設等を訪問し、利用者やその家族の相

談に応じて疑問や不満、不安の解消を図るとともに、利用者と事業者との橋渡しを

することで介護サービスの質の向上を図ります。 

 

③介護保険サービス提供事業者等への指導・監査 

運営指導、集団指導を行い、本市に指定・指導権限のある地域密着型サービス及

事業所び居宅サービス事業所に法令や基準を周知徹底することにより、事業所が主

体的かつ継続的に法令順守及びサービスの質の向上に受けた取組を行い、利用者が

安心して事業所を選択し、サービス提供が受けられる体制、サービス従業者の適正

な労働環境の確保、並びに適正な給付費の請求が行われることで、事業所が継続的

に運営され、サービス提供基盤が維持できるよう指導・助言等を行います。 

一方で、虐待等の不適切な利用者対応、重大な基準違反、不正な報酬請求等が行

われた事業所に対しては、厳正な対応を行うことにより、市民からの介護保険制度

に対する信頼を確保します。 

  

基本目標６ 持続可能な社会保障制度を推進する 
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④地域包括ケアシステムを支える人材の確保及び資質の向上 

茨木市高齢者サービス事業所連絡会などの関係機関との連携により、介護職の

魅力発信及び介護従事者の育成・定着に向けた支援に努めます。 

介護保険施設等で発生した事故について、類似事故を防止するため、情報共有

を図ります。 

要介護認定を滞りなく適正に実施するため、審査の簡素化・効率化に努めます。 

 

 

施策（２）介護給付適正化事業の推進（第６期介護給付適正化計画） 

介護給付の適正化とは、介護給付を必要とする受給者を適切に認定し、受給者が

真に必要とする過不足のないサービスを、事業者が適切に提供するよう促すことで

あり、適切なサービスの確保とその結果としての効率化を通じて介護保険制度への

信頼を高め、持続可能な介護保険制度の構築に資するものです。 

これまで、国の指針及び大阪府の介護給付適正化計画を踏まえ、主要５事業を実

施し、介護給付の適正化に努めてきたところです。 

本市では、団塊の世代がすべて７５歳以上となる２０２５年（令和７年）、更には

２０４０年（令和２２年）に向けて、介護保険サービスを利用する高齢者は増加の

一途をたどることが予想されています。 

したがって、第６期茨木市介護給付適正化計画においては、より効果的・効率的

に実施していくため、「要介護認定の適正化」、「ケアプラン等の点検」、「医療情報と

の突合・縦覧点検」の主要３事業を中心に下記に実施目標を定め、介護給付適正化

事業を一層推進していきます。 

 

【主な取組】 

①要介護認定の適正化 

認定調査については、公平公正で客観的かつ正確に行い、介護の手間を適正に評

価する上で必要な情報を特記事項に分かりやすく記載が行えているか点検を行い、

要介護認定調査の平準化に向けた取組を実施します。 

 

②ケアプランの点検・住宅改修・福祉用具貸与等の点検 

ケアプランの内容確認、自己点検シートを使った介護支援専門員による自主点検

及び保険者評価、介護支援専門員への講習会の開催等を一体的に実施し、過不足の

ない適切な介護サービスの提供を推進します。また、サービス付き高齢者向け住宅

や住宅型有料老人ホーム等の高齢者向け住まいの入居者に焦点を当てたケアプラ
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ン点検も実施します。 

また、住宅改修を必要とする利用者宅の実態把握や工事見積書の点検を行い、

必要に応じて理学療法士等の専門職による協力を得て、現地調査を行うなど適正

な改修の支援に努めます。また、福祉用具貸与等についても、妥当性や利用者の

身体状況に即したものであるかを確認していくことでサービスの適正化に努めま

す。 

 

③医療情報との突合・縦覧点検 

 医療情報との点検は、国民健康保険団体連合会から提供される利用者の医療情報

と介護保険の給付情報を突合し、重複請求が行われないよう確認します。縦覧点検

については、利用者ごとに、複数月にまたがる介護報酬の支払状況（請求明細書内

容）を確認し、提供されたサービスの整合性、算定回数・算定日数等の点検を行い、

請求内容の誤り等を早期に発見することで、過誤処理等の適切な対応を行います。 
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◇基本目標および各施策の進捗状況管理 

計画期間中に基本目標の達成度合いを計るため、それぞれの基本目標に指標を設

定し、評価します。 

また、各取組についても同様に指標を設定しています。指標は数値目標を基本と

していますが（定量評価）、数値目標の設定が難しい取組は数値を用いず総合的に評

価し進捗状況を把握します（定性評価）。 

 

基本目標１ お互いにつながり支え合える（定性評価） 

【進捗管理】：地域包括ケアシステム点検ツールのうち、【社会参加・介護予防】【認

知症ケア】【入退院時連携】【在宅での療養・看取り】による自己評価・進捗管理を

行います。 

 

〇各取組の指標 

施策 主な取組 目標とする指標 

数値目標 

令和６年度 

(２０２４年度) 

令和７年度 

(２０２５年度) 

令和８年度 

(２０２６年度) 

(１)地域包括

支援センター

の運営 

①圏域型地域

包括支援センタ

ーの整備 

圏域型地域包括支援センター設

置数（か所） 
4 5 5 

目標設定理由 
各圏域の包括的支援体制の推進につなが

る。 

②地域包括支

援センターの周

知 

市広報誌やホームページ等の多

様な媒体で周知を行う 
ー ー ー 

目標設定理由 様々な方法で周知活動を行っているため。 

③地域包括支

援センターの適

切運営及び評

価 

地域包括支援センター業務評価

表に基づく適切な評価 
ー ー ー 

目標設定理由 
毎年運営協議会に報告し、評価を確認して

いるため。 

④地域ケア会

議の推進 

地域ケア会議開催数（回） 84 84 84 

目標設定理由 

多職種が連携し個別課題から地域課題へ

の解決につなげるために継続して開催する

必要がある。 

(２)高齢者の

生活支援体

制整備の推

進 

①生活支援コ

ーディネーター

の配置及び協

議体の設置 

協議体の設置数（か所） 12 18 23 

第１層協議体参画団体等と協働

した企画および実施回数（回） 
9 10 12 

目標設定理由 

地域課題について、住民等と地域資源を活

用した取り組みを協議することによって、地

域づくりにつなげる。 
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施策 主な取組 目標とする指標 

数値目標 

令和６年度 

(２０２４年度) 

令和７年度 

(２０２５年度) 

令和８年度 

(２０２６年度) 

(3)認知症施

策の推進(認

知症施策推

進大綱の推

進) 

①普及啓発・本

人発信支援 

認知症サポーター養成講座受講

者数（人） 
29,000 32,000 35,000 

目標設定理由 

認知症の人や家族が地域で自分らしく暮ら

し続けるためには、地域において認知症への

理解を深める必要がある 

②医療・ケア・

介護サービス・

介護者への支

援 

認知症カフェ登録数（か所） 27 29 30 

家族教室実施回数（回） 12 12 12 

目標設定理由 
認知症の人の介護者の負担軽減を推進、か

つ、本人の発信や社会参加を支援するため 

③認知症バリア

フリーの推進・

若年性認知症

の人への支援・

社会参加支援 

ー ー ー ー 

目標設定理由 
数値目標は設定せず、見守りや支援体制の

整備に努める。 

(4)在宅療養

の推進 

①切れ目のな

い在宅医療と

在宅介護の提

供体制の構築

推進 

多職種連携会議の実施回数

（回） 
3 4 6 

目標設定理由 

医療・介護事業者に在宅療養の理解を促

進することで、住み慣れたまちで在宅療養を

続けることができるようにする。 

②医療・介護関

係者の情報共

有の支援 

多職種をつなぎスムーズに連携を

行うシステム活用事例の情報提

供（件） 

1 2 2 

目標設定理由 

課題を集積し対応策を関係機関と共有する

ことで事業者を支援し、在宅療養を推進す

ることができる。 

③在宅医療・介

護連携に関する

相談支援 

相談件数（件） 40 60 80 

目標設定理由 

場面に応じたツールを活用することで、多職

種の連携が可能となり、在宅療養を続けるこ

とができるようにする。 

④地域住民へ

の普及啓発 

出前講座・ACP セミナー参加者

数（人） 
100 150 200 

目標設定理由 

地域住民が在宅療養を理解することで、住

み慣れたまちで最期まで暮らしていくことが

できるようにする。 
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基本目標２ 健康にいきいきと自立した日常生活を送れる（定量評価） 

【進捗管理】：地域包括ケアシステム点検ツールのうち【多職種連携・リハビリテー

ション】による自己評価のほか、重度化防止率・早期発見を指標として評価します。 

〇各取組の指標 

施策 主な取組 目標とする指標 
数値目標 

令和６年度 

（２０２４年度） 

令和７年度 

（２０２５年度） 

令和８年度 

（２０２６年度） 

(１)介護予防・

生活支援サー

ビス事業の取

組の推進 

①訪問型サービス

の展開 

訪問型サービス A の利用者

数（％） 
18 18 18 

訪問型サービス B の利用者

数（％） 
4 4 4 

訪問型サービス C の利用者

数（％） 
20 20 20 

目標設定理由 
要支援１，２の人の利用者割合の増加を目

指す。 

②通所型サービス

の展開 

通所型サービス C の利用者

数（人） 
132 140 140 

目標設定理由 
短期集中介護予防サービス利用者数によ

り、介護予防の把握と評価につながる。 

③介護予防ケアマ

ネジメントの展開 

介護予防ケアマネジメント研

修の開催回数（回） 
3 3 3 

ケアプラン点検のうち要支援

者等の点検件数（件） 
50 50 50 

新規要介護認定者の要介護

度改善率（％） 
  

 

目標設定理由 

適切な介護予防ケアマネジメントを実施す

ることが、健康で自立した生活を支援する

ことに繋がる。 

④栄養改善型配食

の実施  

実利用者数（人） 165 180 216 

目標設定理由 
低栄養等栄養改善が必要な人の食事支

援ができているかの評価につながる。 

(２)一般介護

予防事業の推

進 

①地域リハビリテー

ション活動支援事

業の展開 

同行訪問実人数（人） 584 642 706 

通いの場（か所） 20 20 20 

目標設定理由 

リハビリテーション職による介護予防の実

施及び評価により、一層の介護予防の取

組につながる。 

②短期集中型体操

教室の実施 

実利用者数（人） 240 270 270 

目標設定理由 
短期集中型でセルフマネジメント力の推進

を目指す。 

③地域での介護予

防の取り組みの周

知・啓発 

元気いばらきマップ掲載箇所

数（か所） 
150 180 200 

目標設定理由 
住民主体による活動を広く周知し、仲間づ

くりと介護予防を目指す。 

④はつらつ出張講

座による支援 

講座の実施数（回） 320 350 385 

目標設定理由 

地域における住民主体の介護予防活動を

支援し、地域全体での介護予防の意識醸

成を目指す。 

調整中 
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施策 主な取組 目標とする指標 
数値目標 

令和６年度 

（２０２４年度） 
令和７年度 

（２０２５年度） 
令和８年度 

（２０２６年度） 

(３)高齢者の保

健事業と介護

予防事業等と

の一体的な実

施 

①専門職による通

いの場でのポピュレ

ーションアプローチ 

実施した通いの場数（回） 75 80 83 

参加人数（人） 1800 1900 2000 

目標設定理由 
活動範囲を広げるとともに活動の定着を

目指す。 

②高齢者に対する

個別的支援（ハイリ

スクアプローチ） 

保健指導実施率（％） 100 100 100 

受療率（％） 30 30 30 

翌年度健診結果改善率（％） 70 70 70 

目標設定理由 
保健指導による受療開始および健診デー

タの改善を目指す。 

( ４ )要介護高

齢者等の自立・

介護家族等へ

の支援の推進 

①高齢者福祉タク

シー料金助成事業 

利用人数（人） 2280 2280 2280 

目標設定理由 

高齢者の外出を促進し、とじ込こもりの防

止、日常生活の利便性と社会参加につな

げる。 

②高齢者紙おむつ

等支給事業 

利用人数（人） 240 288 288 

目標設定理由 

家族の経済的・身体的・精神的な負担軽

減を図り、要介護者の在宅生活の継続を

目指す。 

③高齢者ごいっしょ

サービス事業 

利用人数（人） 30 30 30 

目標設定理由 

認知症高齢者の外出機会を促進し、高齢

者及びその家族が安心した生活を送れる

体制を目指す。 

④一人暮らし高齢

者等日常生活支援

事業（ちょこっとサ

ービス） 

利用人数（人） 70 80 90 

目標設定理由 
高齢者の日常生活支援の利用状況の評

価ができる。 
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基本目標３ 憩える 参加できる 活躍できる（定量・定性評価） 

【進捗管理】：地域包括ケアシステム点検ツールのうち【社会参加・介護予防】と、

主な取り組みのうち参加人数・場所の数、市民アンケートのうち「生きがい」に関

する項目を基に評価します。 

〇各取組の指標 

施策 主な取組 目標とする指標 
数値目標 

令和６年度 

(2024 年度） 

令和７年度 

(2025 年度) 

令和８年度 

(2026 年度） 

(１)地域活

動・社会参加

の促進 

①高齢者活動

支援センター

シニアプラザ

いばらきでの

各種事業の実

施 

茨木シニアカレッジ「いこい

こ未来塾」、シニアマイスタ

ー登録派遣事業、高齢者いき

がいワーカーズ支援事業 

ー ー ー 

目標設定理由 

シニアプラザ各種事業において、高齢

者の居場所と出番の創出・充実に取り

組み、社会参加の促進、地域活動の担

い手育成に取り組むため。 

②老人クラブ

活動の支援 

老人クラブ活動の支援 ー ー ー 

目標設定理由 

老人クラブ活動を支援することで、高

齢者の生きがいづくり、健康づくり、

仲間づくりを促進するため。 

③シニアいき

いき活動ポイ

ント事業の実

施 

活動延べ人数（人） 10,000 11,000 12,000 

目標設定理由 

活動延べ人数により活動量を確認し、

社会貢献による生きがいづくりや介護

予防に努めている人の増加を目指す。 

(２)身近な

「居場所」の

整備 

①街かどデイ

ハウス事業と

コミュニティ

デイハウス事

業の実施 

ー ー ー ー 

目標設定理由 

人材確保等、既存の事業所の運営を支

援し、地域における身近な介護予防拠

点の維持を目指す。 

②いきいき交

流広場の実施 

利用者数（人） 35,000 36,000 37,000 

目標設定理由 

利用者数を増やし、「身近な居場所」

を活性化させることで、高齢者の交流

等の促進を図る。 

(３)世代間交

流の取組 

①多世代交流

センター事業

の実施 

利用者数（人） 76,000 78,000 80,000 

世代間交流事業の参加者数

（人） 
2,800 3,000 3,200 

目標設定理由 

多世代交流センター利用者や世代間交

流事業の参加者数の増加により、世代

間交流の取組の推進を目指す。 

(４)高齢者の

「働く場」の

創造 

①シルバー人

材センターの

取組 

粗入会率    

目標設定理由 

就労や就労を通じた生きがいづくり、

地域社会への貢献に意欲のある高齢者

が増えることをめざす。 

②高齢者の多

様な働き方の

創造 

ー ー ー ー 

目標設定理由 
高齢者ニーズに沿った多様な働き方が

できることを目指す。 
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基本目標４ 一人ひとりの権利が尊重される（定性評価） 

【進捗管理】：地域包括ケアシステム点検ツールの【共生社会づくり】による評価や、

障害者・高齢者虐待防止ネットワーク連絡会等による現状把握を行い、また主な取

り組みの実施状況などを総合的に評価することで進捗管理を行います。 

 

〇各取組の指標 

施策 主な取組 目標とする指標 
数値目標 

令和６年度 

（２０２４年度） 

令和７年度 

（２０２５年度） 

令和８年度 

（２０２６年度） 

(１)虐待防止

対策の推進 

①高齢者虐待

防止及び啓発

への取組 

ラッピングバスによる啓発の実施 ー ー ー 

目標設定理由 

一人でも多くの人に高齢者虐待、児童虐

待、DV、障害者虐待の防止に関心を持って

もらう。 

②虐待への対

応 

ー ー ー ー 

目標設定理由 
通告に対して、すべての事案に対応してい

る。 

(２)権利擁護

の推進 

①高齢者権利

擁護事業の推

進 

ー ー ー ー 

目標設定理由 

財産上の不当取引による高齢者の被害の

防止及び救済を図り、それにより高齢者の

自己決定の尊重と権利の擁護を目指す。 
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基本目標５ 情報を活かして、安全・安心に暮らせる（定量評価） 

【進捗管理】：地域包括ケアシステム点検ツールの【住まい・移動】【サービス整備】

による評価と、市民アンケートのうち「不安の解消」に関する項目を基に評価しま

す。 

〇各取組の指標 

施策 主な取組 目標とする指標 

数値目標 

令和６年度 

（２０２４年度） 

令和７年度 

（２０２５年度） 

令和８年度 

（２０２６年度） 

(１)災害・感染

症発生時の備

え 

①災害時におけ

る支援体制の強

化 

要配慮者避難施設数（か所） 69 72 74 

目標設定理由 

身近な地域で配慮が必要な方を受け入れ可能

施設が増えることで、災害時等においても高齢者

の安心・安全な生活を目指す。 

②感染症対策の

介護事業所等と

の連携・周知啓

発・研修・訓練の

実施 

周知啓発の実施 ー ー ー 

目標設定理由 

感染症対策を講じるように法令等により定められ

ていることから、集団指導や運営指導等を通じて

周知啓発を行い、事業所に非常時の体制整備を

促す。 

(２)情報公表

制度の推進 

①事業者情報の

公表 

ほっとナビ閲覧数（回） 10,000 11,000 12,000 

目標設定理由 
地域資源情報を必要とする人に提供することで、

安心・安全に暮らすことができるようにする。 

(３)安心して暮

らせる環境の

充実 

①緊急通報装置

設置事業 

利用人数（人） 560 560 560 

目標設定理由 
急病・災害等の緊急事態に適切な対応を図り、

高齢者の福祉の増進につなげる。 

②ひとり暮らし高

齢者及び高齢者

世帯の見守り体

制の推進 

ー ー ー ー 

目標設定理由 
不測の事態でも、対応できる体制の構築が求め

られるため。 

(４)高齢者の

居住の安定に

係る施策 

①高齢者世帯家

賃助成事業 

家賃補助を行うことで、高齢者の暮ら

しを支援します 
ー ー ー 

目標設定理由 高齢者の居住の安定と福祉の向上を図る。 

②シルバーハウジ

ング生活援助員

派遣事業 

生活援助員から毎月報告書の提出を

求め、居住する高齢者が安心した生活

が送れるよう支援する 

ー ー ー 

目標設定理由 高齢者の安全かつ快適な在宅生活を支援する。 

③高齢者の居住

に関する情報提

供 

情報提供の実施 ー ー ー 

目標設定理由 

住宅型有料老人ホーム等の情報を提供すること

で、高齢者のニーズに合った施設の選定の手助

けができる。 

(５)高齢者が

安心して暮ら

せるための

ICT の活用推

進 

①高齢者の ICT

活用の推進 

スマートフォン利用率（％） 80 90 100 

介護予防等に関する動画閲覧数（動

画視聴回数） 
20,000 30,000 40,000 

高齢者活動支援センター・多世代交

流センターでの講座実施回数（回） 
24 30 36 

目標設定理由 

・スマホ利用率及び必要な情報へのアクセス数に

より高齢者の ICT 活用状況を把握する。※ニー

ズ調査での計測が必要。 

・高齢者活動支援センター・多世代交流センター

でのスマホ講座やキャッシュレス講座の実施によ

り、高齢者のＩＣT 活用を推進する。 
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基本目標６ 持続可能な社会保障を推進する（定量評価） 

【進捗管理】：介護保険料の自然推計と令和９年度保険料改定時における実際の保

険料を比較し、各取組の効果によってどれだけ保険料が抑えられたかを評価基準と

します。 

〇各取組の指標 

施策 主な取組 目標とする指標 

数値目標 

令和６年度 

(2024 年度） 

令和７年度 

(2025 年度） 

令和８年度 

(2026 年度） 

(１)介護保険

制度の適正・

円滑な運営 

①介護サービス

基盤の計画的な

整備 

施設整備数（ミニ特・GH・看多

機）（か所） 
3 3 2 

特定施設入居者生活介護の整備

（床数） 
調整中 調整中 調整中 

目標設定理由 

施設整備を計画的に進めることで、できる限

り住み慣れた地域での生活を維持できるよう

にする 

(１)介護保険

制度の適正・

円滑な運営 

②介護保険サー

ビスに関する相

談体制の充実 

介護サービス相談員数（人） 19 21 22 

訪問施設数（か所） 41 43 44 

目標設定理由 

サービス利用者等の話を聞くことにより、利用者の

疑問や不安の解消を図るとともに、派遣を受けた事

業所の介護サービスの質的な向上を図ることができ

る。 

(１)介護保険

制度の適正・

円滑な運営 

③介護保険サービ

ス提供事業者等へ

の指導・監査 

運営指導件数（件） 120 120 120 

目標設定理由 

定期的に指導監査を実施することで、提供されるサ

ービスの質の担保と、事業所の継続的な運営、サー

ビス提供基盤が維持できることを目指す。 

(１)介護保険

制度の適正・

円滑な運営 

④地域包括ケア

システムを支え

る人材の確保及

び資質の向上 

事故報告のフィードバック 

（年 2回実施） 
2 2 2 

認定審査の効率化（結果通知まで

の日数） 
ー ー ー 

府が実施する業務効率化に関する

ワンストップ窓口の周知 
ー ー ー 

目標設定理由 

重大事故の発生原因や内容を共有することで、同類

の介護事故を未然に防止し、サービスの質の向上に

つなげる。 

認定審査の効率化を図り、利用者が適正に介護保険

制度を利用できるよう結果通知までの日数を短縮す

る。 

(２)介護給付適

正化事業の推

進(介護給付適

正化計画) 

①要介護認定の

適正化 

認定調査事後点検率（％） 100  100  100  

目標設定理由 
正確な認定調査を維持することで、介護保険

制度を持続することができる。 

(２)介護給付

適正化事業の

推進(介護給付

適正化計画) 

②ケアプランの

点検 住宅改

修・福祉用具貸

与等の点検 

ケアプラン点検数（回） 200 200 200 

住宅改修の点検数（回） 36 36 36 

福祉用具貸与の点検回数（回） 1 1 1 

目標設定理由 
適正な介護給付を実施することで、介護保険

制度の持続可能性を高める。 

(２)介護給付適

正化事業の推進

(介護給付適正

化計画) 

③医療情報との

突合・縦覧点検 

医療情報との突合回数（回） 12 12 12 

縦覧点検回数（回） 12 12 12 

目標設定理由 
適正な介護給付を実施することが、介護保険

制度の持続可能性を高めるため 
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第３節 介護給付サービス等の見込み量 

 

１ 施設整備計画 

①地域密着型サービス事業所の整備 

第９期計画では、「小規模多機能居宅介護」「地域密着型介護老人福祉施設入所者

生活介護（地域密着型特養）」「認知症対応型共同生活介護（認知症高齢者グループ

ホーム）」の3種類を整備します。（事業者は公募により選定します。） 

施設整備にあたっては、市域全体としての必要数を定めています。 

 

圏域 

令和５年度 

(2023年度) 

整備済数 

９期整備計画 

令和６年度 

(2024年度) 

令和７年度 

(2025年度) 

令和８年度 

(2026年度) 

施設数 定員 施設数 定員 施設数 定員 施設数 定員 

小規模多機能型居宅介護 

（看護小規模多機能型居宅介護を含む） 
  １  １  １  

認知症対応型共同生活介護※ 

（認知症高齢者グループホーム） 
  ２ 54 １ 27 １ 27 

地域密着型 

介護老人福祉施設入所者生活介護 

（地域密着型特養） 

  ― ― １ 29 ― ― 

※９期整備計画では1施設3ユニットで計算（1ユニット=9人） 

 

② 特定施設の整備（特定施設入居者生活介護） 

９期整備計画では、特定施設入居者生活介護の指定を、大阪府と調整の上で進め

ます。（事業所の選定は本市、事業所の指定に向けた手続きは大阪府が行います。） 

 

令和6年度は既存の住宅型有料老人ホーム・サービス付き高齢者向け住宅を対象

とした特定施設入居者生活介護の指定を行います。 

また、令和〇年度には新規施設を対象とした指定を行います。 

 

令和５年度 

(2023年度) 

整備済数 

９期整備計画 令和８年度 

(2026年度)末 

整備済予定 

令和６年度 

(2024年度) 

令和７年度 

(2025年度) 

令和８年度 

(2026年度) 

施設数 床数 施設数 床数 施設数 床数 施設数 床数 施設数 床数 

既存施設

の転換 

          

新規 
      大阪府と調整中 
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２ 各年度の介護給付サービス量の見込み 

（１）介護給付サービス量算出手順の概要  

 介護保険サービスの見込量は、令和３年度（2021 年度）以降の介護保険サービ

スの利用実績をもとに高齢者人口の増加や今後のサービス利用意向等を考慮し、国

の示す手順に沿って算出しています。 

 また、大阪府医療計画との整合性による介護施設・在宅サービスの増大や、介護

離職者をなくすための介護サービス量の確保も考慮し、推計を行いました。 

 

（２）介護給付サービス量の見込み 

①高齢者人口の推計 

今後の総人口及び高齢者人口を推計すると、第９期計画期間最終年度の令和８年

度（2026年度）には、総人口xxx,xxx人、高齢者人口xx,xxx人（高齢化率xx.x％）、

後期高齢者人口xx,xxx人（後期高齢化率xx.x％）になると見込まれます。 

なお、参考値として令和12年度（2030年度）と令和32年度（2050年度）につ

いても推計しています。 

 

 
令和５年度 

(2023年度) 

令和６年度 

(2024年度) 

令和７年度 

(2025年度) 

令和８年度 

(2026年度) 

令和12年度 

(2030年度) 

令和32年度 

(2050年度) 

総人口 
283,805

人 

283,861

人 

283,917

人 

283,973

人 

284,085

人 

271,829

人 

40～64歳 95,445人 95,722人 95,999人 96,276人 96,832人 80,205人 

65～69歳 16,208人 15,706人 15,205人 14,704人 13,699人 22,497人 

70～74歳 17,488人 16,654人 15,821人 14,986人 13,317人 16,225人 

75～79歳 15,546人 16,037人 16,529人 17,019人 18,003人 13,684人 

80～84歳 10,175人 10,704人 11,233人 11,764人 12,824人 9,938人 

85～89歳 6,086人 6,437人 6,787人 7,138人 7,840人 9,268人 

90歳以上 3,443人 3,715人 3,985人 4,257人 4,800人 10,636人 

40歳以上 

164,391

人 

164,975

人 

165,559

人 

166,144

人 

167,315

人 

162,453

人 

57.9％ 58.1％ 58.3％ 58.5％ 58.9％ 59.8％ 

65歳以上 
68,946人 69,253人 69,560人 69,868人 70,483人 82,248人 

24.3％ 24.4％ 24.5％ 24.6％ 24.8％ 30.3％ 

75歳以

上 

35,250人 36,893人 38,534人 40,178人 43,467人 43,526人 

12.4％ 13.0％ 13.6％ 14.1％ 15.3％ 16.0％ 

＊各年９月30日時点〔令和２年度（2020年度）は実績（住民基本台帳）〕 

  

 

 

数値未確定 
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②要支援・要介護認定者の推計 

 今後の要支援・要介護認定者数を推計すると、高齢者人口の増加に伴い、認定者

数も増加し、令和８年度（2026年度）には、xx,xxx人になると見込まれます。 

 

 
令和６年度 

(2024年度) 

令和７年度 

(2025年度) 

令和８年度 

(2026年度) 

令和12年度 

(2030年度) 

令和32年度 

(2050年度) 

要支援１ 1,669人 1,730人 1,791人 1,918人 2,119人 

要支援２ 1,604人 1,667人 1,729人 1,854人 2,213人 

要介護１ 2,890人 3,017人 3,142人 3,394人 4,339人 

要介護２ 2,184人 2,274人 2,366人 2,550人 3,313人 

要介護３ 1,731人 1,809人 1,886人 2,044人 2,805人 

要介護４ 1,428人 1,492人 1,556人 1,683人 2,408人 

要介護５ 1,091人 1,136人 1,183人 1,274人 1,773人 

 合 計 12,597人 13,125人 13,653人 14,717人 18,970人 

 うち１号被保険者 

(対65歳以上人口比) 

12,368人 12,896人 13,424人 14,487人 18,778人 

17.9％ 18.5％ 19.2％ 20.6％ 22.8％ 

うち２号被保険者 229人 229人 229人 230人 192人 

＊各年度９月30日時点 

 

③認知症日常生活自立度Ⅱ以上の要支援・要介護認定者の推計 

 要支援・要介護認定者数の推計に応じて、今後の認知症日常生活自立度Ⅱ以上の

要支援・要介護認定者数も増加すると見込まれます。 

 

 
令和６年度 

(2024年度) 

令和７年度 

(2025年度) 

令和８年度 

(2026年度) 

令和12年度 

(2030年度) 

令和32年度 

(2050年度) 

要支援１ 267人 278人 288人 308人 339人 

(認定者数に占める割合) 16.0％ 16.0％ 16.0％ 16.0％ 16.0％ 

要支援２ 240人 250人 259人 277人 332人 

（認定者数に占める割合） 15.1％ 15.1％ 15.1％ 15.1％ 15.1％ 

要介護１・２ 2,925

人 

3,054

人 

3,177人 3,429人 4,408人 

（認定者数に占める割合） 58.1％ 58.1％ 58.1％ 58.1％ 58.1％ 

要介護３～５ 3,455

人 

3,612

人 

3,756人 4,063人 5,681人 

（認定者数に占める割合） 81.5％ 81.6％ 81.4％ 81.5％ 81.5％ 

＊各年度９月30日時点 

 

 

数値未確定 

 

 

数値未確定 
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④施設・居住系サービス利用者の見込み 

 施設・居住系サービス利用者数の実績等に、令和22年度（2040年度）までの施

設整備計画を踏まえて、令和８年度（2026年度）まで及び令和12年度（2030年

度）、令和32年度（2050年度）の施設・居住系サービスの見込量を推計すると、次

のようになっています。 

 

■施設利用者数等の将来推計 

 令和６年度 

(2024年度) 

令和７年度 

(2025年度) 

令和８年度 

(2026年度) 

令和12年度 

(2030年度) 

令和32年度 

(2050年度) 

施設利用者 1,488人 1,523人 1,558人 1,815人 2,439人 

施設利用者のうち 

要介護４・５の人数 
914人 950人 979人 1,117人 1,520人 

施設利用者のうち 

要介護４・５の割合 
61.4％ 62.4％ 62.8％ 61.5％ 62.3％ 

居住系サービス利用

者 
707人 743人 784人 845人 1,065人 

施設・居住系サービス 

利用者 
2,195人 2,266人 2,342人 2,660人 3,504人 

要介護２～５の要介

護者 
6,434人 6,711人 6,991人 7,551人 

10,299

人 

要介護２～５に対す

る 

施設・居住系サービス

の利用者の割合 

34.1％ 33.8％ 33.5％ 35.2％ 34.0％ 

 

 

  

 

 

数値未確定 
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■施設・居住系サービス利用者将来推計 

 令和６年度 

(2024年度) 

令和７年度 

(2025年度) 

令和８年度 

(2026年度) 

令和12年度 

(2030年度) 

令和32年度 

(2050年度) 

介護老人福祉施設 707人 722人 737人 864人 1,204人 

介護老人保健施設 611人 626人 641人 751人 1,031人 

 
介護療養型医療施設 

からの転換分 
０人 ０人 ０人 ０人 ０人 

介護医療院 ３人 ５人 ７人 ７人 ８人 

介護療養型医療施設 ４人 ３人 ３人 － － 

地域密着型介護老人福祉

施設入所者生活介護  
163人 167人 170人 193人 196人 

認知症対応型共同生活介

護  
178人 205人 223人 225人 246人 

特定施設入居者生活介護  459人 466人 486人 539人 726人 

介護予防認知症対応型 

共同生活介護  
１人 １人 １人 ２人 ３人 

介護予防特定施設入居者

生活介護  
69人 71人 74人 79人 90人 

合  計 2,195人 2,266人 2,342人 2,660人 3,504人 

 

■住宅型有料老人ホーム、サービス付き高齢者向け住宅（施設定員数） 

 
令和６年度 

(2024年度) 

令和７年度 

(2025年度) 

令和８年度 

(2026年度) 

令和12年度 

(2030年度) 

令和32年度 

(2050年度) 

住宅型有料老人ホーム 1,109人 1,241人 1,373人 1,637人 3,617人 

サービス付き高齢者向

け住宅 
889人 986人 1,083人 1,180人 2,732人 

  

住宅型有料老人ホームは、介護が必要となった場合に、地域の訪問介護などの介

護サービスを利用しながら有料老人ホームの居室での生活が継続できます。 

 サービス付き高齢者向け住宅は、一般的な賃貸住宅に近い自立的な生活を送るこ

とができる住宅です。安否確認や生活相談により、いざというときには、適切な対

応・サービスが受けられます。 

  

 

 

数値未確定 

数値未確定 
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○居宅サービス等の必要量の見込み  

 第８期計画期間における実績等をもとに介護予防給付及び介護給付サービス等

の必要量を試算すると、次のとおりです。サービス等の必要量の見込みに当たって

は、サービス付き高齢者向け住宅や住宅型有料老人ホームの設置状況等を踏まえて

算出しています。 

■介護予防給付 

 
令和６年度 

(2024年度) 

令和７年度 

(2025年度) 

令和８年度 

(2026年度) 

令和12年度 

(2030年度) 

令和32年度 

(2050年度) 

介護予防サービス 

 
介護予防訪問入浴介護 

０回 ０回 ０回 ０回 ０回 

０人 ０人 ０人 ０人 ０人 

 
介護予防訪問看護 

29,160回 29,837回 30,515回 34,532回 40,054回 

3,288人 3,336人 3,420人 3,864人 4,476人 

 介護予防訪問 

リハビリテーション 

2,689回 2,882回 2,948回 3,031回 3,593回 

228人 252人 252人 264人 312人 

 介護予防居宅療養管理指導 1,944人 2,040人 2,208人 2,244人 2,556人 

 介護予防通所 

リハビリテーション 
1,284人 1,356人 1,404人 1,500人 1,740人 

 介護予防短期入所 

生活介護 

568日 637日 707日 641日 780日 

96人 108人 120人 108人 132人 

 介護予防短期入所 

療養介護 

24日 48日 72日 84日 96日 

12人 12人 12人 12人 12人 

 介護予防福祉用具貸与 13,884人 14,652人 15,408人 16,524人 19,152人 

 特定介護予防福祉用具購入 348人 360人 372人 396人 468人 

 介護予防住宅改修 384人 408人 432人 444人 504人 

 介護予防特定施設入居者

生活介護 
828人 852人 888人 948人 1,080人 

地域密着型介護予防サービス 

 介護予防認知症対応型 

通所介護 

回 492回 510回 510回 731回 

60人 60人 60人 60人 84人 

 介護予防小規模多機能型

居宅介護 
504人 528人 552人 576人 660人 

 介護予防認知症対応型 

共同生活介護 
12人 12人 12人 24人 36人 

介護予防支援 17,796人 17,880人 18,744人 21,120人 24,384人 

 

  

 

 

数値未確定 
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■介護給付 

 

 

 

 

令和６年度 

(2024年度) 

令和７年度 

(2025年度) 

令和８年度 

(2026年度) 

令和12年度 

(2030年度) 

令和32年度 

(2050年度) 

居宅サービス 

 
訪問介護 

1,238,76

1回 

1,263,19

7回 

1,287,25

7回 

1,477,34

2回 

2,067,97

7回  31,548

人 

30,996

人 

30,120

人 

35,868

人 

48,612

人  
訪問入浴介護 

4,212回 4,415回 4,568回 4,764回 6,710回 

684人 720人 744人 780人 1,104人 

 
訪問看護 

215,587

回 

220,620

回 

224,780

回 

264,212

回 

359,569

回 20,640

人 

20,868

人 

21,132

人 

24,780

人 

33,552

人  訪問リハビリテーシ

ョン 

21,028

回 

22,781

回 

24,054

回 

25,254

回 

34,582

回 1,764人 1,908人 2,016人 2,112人 2,904人 

 居宅療養管理指導 27,876

人 

28,344

人 

28,848

人 

33,708

人 

46,356

人  
通所介護 

265,135

回 

276,490

回 

294,584

回 

319,850

回 

431,767

回  26,748

人 

27,672

人 

29,508

人 

32,184

人 

43,224

人  通所リハビリテーシ

ョン 

44,089

回 

46,187

回 

48,100

回 

51,120

回 

68,360

回  5,652人 6,024人 6,384人 6,792人 9,060人 

 
短期入所生活介護 

50,429

日 

51,517

日 

54,205

日 

56,297

日 

78,974

日 4,824人 4,980人 5,220人 5,448人 7,560人 

 
短期入所療養介護 

5,663日 6,137日 6,378日 6,434日 8,971日 

780人 840人 876人 900人 1,236人 

 福祉用具貸与 51,012

人 

54,756

人 

58,236

人 

61,536

人 

83,100

人  特定福祉用具購入 744人 780人 792人 840人 1,140人 

 住宅改修 636人 660人 672人 720人 1,008人 

 特定施設入居者生活

介護 

5,508人 5,592人 5,832人 6,468人 8,712人 

地域密着型サービス 

 定期巡回・随時対応型 

訪問介護看護 
900人 900人 852人 1,056人 1,428人 

 夜間対応型訪問介護 60人 60人 60人 60人 96人 

 
地域密着型通所介護 

98,040

回 

103,622

回 

110,390

回 

119,732

回 

157,957

回  11,604

人 

12,180

人 

13,008

人 

14,124

人 

18,588

人  認知症対応型通所介

護 

24,250

回 

25,346

回 

26,412

回 

27,676

回 

38,112

回  2,232人 2,388人 2,496人 2,628人 3,576人 

 小規模多機能型居宅

介護 

2,136人 2,124人 2,124人 2,532人 3,444人 

 認知症対応型共同生活

介護 

2,136人 2,460人 2,676人 2,700人 2,952人 

 地域密着型特定施設 

入居者生活介護 
０人 ０人 ０人 ０人 ０人 

 地域密着型介護老人

福祉施設入所者生活

介護 

1,956人 2,004人 2,040人 2,316人 2,352人 

 看護小規模多機能型

居宅介護 
420人 456人 468人 480人 696人 

居宅介護支援 73,512

人 

78,084

人 

82,728

人 

87,792

人 

117,384

人 

 

 

数値未確定 



82 

○地域支援事業の見込み 

 地域支援事業費については、事業実績に対して直近３か年の高齢者人口の伸び率

を乗じた値を上限として見込むこととされており、それをもとに事業量を試算する

と、次のとおりです。 
 

■介護予防・日常生活支援総合事業の目標量 

 
令和６年度 

(2024年度) 

令和７年度 

(2025年度) 

令和８年度 

(2026年度) 

令和12年度 

(2030年度) 

令和32年度 

(2050年度) 

介護予防・生活支援サービス事業 

 
訪問型サービス 

13,762

人 

14,285

人 

14,819

人 

15,602

人 

22,933

人 

 
通所型サービス 

14,254

人 

14,683

人 

15,103

人 

15,882

人 

23,276

人 

 その他支援サービス（配

食） 

0人 186人 173人 173人 173人 

 介護予防ケアマネジメン

ト 

14,436

人 

14,813

人 

15,201

人 

16,002

人 

23,517

人 

 高額介護予防サービス費相当事業 721人 783人 824人 1,236人 2,060人 

 高額医療合算介護予防サービス
費相当事業 

100人 100人 100人 133人 267人 

一般介護予防事業 

 介護予防把握事業 ０回 ０回 ０回 ０回 ０回 

 介護予防普及啓発事業 888回 888回 888回 888回 888回 

 地域介護予防活動支援事

業 
5,759回 5,772回 6,075回 6,557回 6,813回 

 一般介護予防事業評価事

業 
０回 １回 １回 １回 １回 

 地域リハビリテーション

活動支援事業 
300回 370回 440回 440回 440回 

＊年間の見込数 

＊対象者の弾力化については、実施した場合も影響が限定的であるため、見込み量には反映していません。 
 

 

 

 

 

  

 

 

 

数値未確定 
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■包括的支援事業の目標量 

 
令和６年度 

(2024年度) 

令和７年度 

(2025年度) 

令和８年度 

(2026年度) 

令和12年度 

(2030年度) 

令和32年度 

(2050年度) 

地域包括支援センター運営事業 

 センター設置 12か所 14か所 14か所 14か所 14か所 

 地域ケア会議 60回 70回 70回 70回 70回 

在宅医療・介護連携推進事業 

 事業項目 ７事業 ７事業 ７事業 ７事業 ７事業 

認知症総合支援事業 

 
認知症初期集中支援推進

事業 

     

 
認知症初期集中支援チーム

設置 
１チーム １チーム １チーム １チーム １チーム 

 
認知症地域支援・ケア向上事

業 

     

 
認知症地域支援推進員配

置 
２人 ２人 ２人 ２人 ２人 

 認知症カフェ普及 21か所 24か所 27か所 32か所 32か所 

生活支援体制整備事業 

 協議体の設置数 ６か所 19か所 32か所 32か所 32か所 

■任意事業の目標量 

 
令和６年度 

(2024年度) 

令和７年度 

(2025年度) 

令和８年度 

(2026年度) 

令和12年度 

(2030年度) 

令和32年度 

(2050年度) 

介護給付適正化事業 ５事業 ５事業 ５事業 ５事業 ５事業 

家族介護支援事業 

 認知症高齢者見守り事業 220人 280人 350人 490人 1,540人 

 高齢者紙おむつ等支給事業 250人 260人 260人 260人 260人 

 高齢者ごいっしょサービス 

事業 
59人 62人 65人 72人 150人 

その他事業 

 成年後見制度利用

支援事業 

利用支援 35件 37件 40件 48件 70件 

 報酬助成 56件 71件 87件 117件 150件 

 認知症サポーター等養成事

業 

23,500

人 

25,000

人 

27,000

人 

31,00

0人 

61,00

0人 

 地域自立生活支援事業 255人 201人 160人 160人 160人 

 介護サービス相談員派遣事

業（派遣先） 
41か所 43か所 45か所 47か所 49か所 

 

 

数値未確定 

 

 

 

数値未確定 
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（３）介護保険給付費及び地域支援事業費の推計結果 

 

■介護予防給付 

 
令和６年度 

(2024年度) 

令和７年度 

(2025年度) 

令和８年度 

(2026年度) 

令和12年度 

(2030年度) 

令和32年度 

(2050年度) 

介護予防サービス 

 介護予防訪問入浴介護 0円 0円 0円 0円 0円 

 介護予防訪問看護 107,903,000円 109,963,000円 112,354,000円 127,553,000円 148,322,000円 

 介護予防訪問 

リハビリテーション 
6,920,000円 7,381,000円 7,599,000円 7,792,000円 9,252,000円 

 介護予防居宅療養 

管理指導 
20,035,000円 21,078,000円 22,960,000円 23,148,000円 26,494,000円 

 介護予防通所 

リハビリテーション 
42,209,000円 44,474,000円 45,969,000円 49,195,000円 57,618,000円 

 介護予防短期入所 

生活介護 
2,098,000円 2,383,000円 2,667,000円 2,325,000円 2,893,000円 

 介護予防短期入所 

療養介護 
174,000円 347,000円 521,000円 608,000円 695,000円 

 介護予防福祉用具貸与 73,208,000円 77,244,000円 81,202,000円 87,084,000円 101,216,000円 

 特定介護予防福祉用具購入 7,201,000円 7,354,000円 7,508,000円 8,207,000円 9,914,000円 

 介護予防住宅改修 27,320,000円 29,086,000円 30,851,000円 31,641,000円 35,962,000円 

 介護予防特定施設 

入居者生活介護 
58,660,000円 60,515,000円 63,002,000円 67,312,000円 77,579,000円 

 小  計 345,728,000円 359,825,000円 374,633,000円 404,865,000円 469,945,000円 

地域密着型介護予防サービス 

 介護予防認知症対応型通所

介護 
2,798,000円 2,906,000円 3,012,000円 3,012,000円 4,316,000円 

 介護予防小規模多機能型

居宅介護 
30,868,000円 32,393,000円 33,510,000円 35,408,000円 40,882,000円 

 介護予防認知症対応型共

同生活介護 
3,521,000円 3,523,000円 3,523,000円 7,047,000円 10,570,000円 

 小  計 37,187,000円 38,822,000円 40,045,000円 45,467,000円 55,768,000円 

介護予防支援 82,507,000

円 

83,075,000

円 

87,002,000

円 

97,912,000

円 

113,197,000

円 

合  計 
465,422,000

円 

481,722,000

円 

501,680,000

円 

548,244,000

円 

638,910,000

円 

 

  

 

数値未確定 
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■介護給付 

 
令和６年度 

(2024年度) 

令和７年度 

(2025年度) 

令和８年度 

(2026年度) 

令和12年度 

(2030年度) 

令和32年度 

(2050年度) 

居宅サービス 

 訪問介護 
3,381,275,000

円 

3,448,786,000

円 

3,517,779,000

円 

4,034,625,000

円 

5,648,525,000

円 

 訪問入浴介護 
58,264,000

円 

61,114,000

円 

63,273,000

円 

65,890,000

円 

93,119,000

円 

 訪問看護 932,337,000円 951,020,000円 970,125,000円 
1,141,498,000

円 

1,560,993,000

円 

 訪問リハビリテーション 
57,450,000

円 

61,947,000

円 

65,584,000

円 

68,545,000

円 

94,646,000

円 

 居宅療養管理指導 
439,359,000

円 

448,225,000

円 

457,052,000

円 

531,702,000

円 

733,906,000

円 

 通所介護 
1,941,553,000

円 

2,039,561,000

円 

2,174,351,000

円 

2,345,173,000

円 

3,189,513,000

円 

 通所リハビリテーション 
410,898,000

円 

428,455,000

円 

446,661,000

円 

471,753,000

円 

639,343,000

円 

 短期入所生活介護 
483,518,000

円 

494,832,000

円 

521,089,000

円 

539,722,000

円 

761,020,000

円 

 短期入所療養介護 
59,193,000

円 

64,966,000

円 

67,855,000

円 

67,859,000

円 

95,455,000

円 

 福祉用具貸与 674,511,000円 725,980,000円 774,826,000円 812,038,000円 
1,116,549,000

円 

 特定福祉用具購入 
25,374,000

円 

26,516,000

円 

27,101,000

円 

28,539,000

円 

38,967,000

円 

 住宅改修 
48,850,000

円 

50,619,000

円 

51,885,000

円 

55,110,000

円 

77,542,000

円 

特定施設入居者生活介護 
1,065,560,000

円 

1,087,345,000

円 

1,133,664,000

円 

1,252,022,000

円 

1,695,433,000

円 

小  計 
9,578,142,000

円 

9,889,366,000

円 

10,271,245,000

円 

11,414,476,000

円 

15,745,011,000

円 

地域密着型サービス 

 
定期巡回・随時対応型 

訪問介護看護 

165,763,000

円 

169,271,000

円 

172,329,000

円 

193,308,000

円 

267,672,000

円 

 夜間対応型訪問介護 3,002,000円 3,004,000円 3,004,000円 3,004,000円 4,778,000円 

 地域密着型通所介護 711,023,000円 753,445,000円 798,642,000円 860,817,000円 
1,145,932,000

円 

 認知症対応型通所介護 
317,940,000

円 

334,770,000

円 

351,295,000

円 

366,857,000

円 

510,459,000

円 

 小規模多機能型居宅介護 
547,900,000

円 

558,948,000

円 

569,957,000

円 

650,676,000

円 

902,492,000

円 

 認知症対応型共同生活介護 
472,606,000

円 

548,760,000

円 

597,972,000

円 

602,321,000

円 

655,968,000

円 

 地域密着型特定施設 

入居者生活介護 
0円 0円 0円 0円 0円 

 地域密着型介護老人福
祉施設入所者生活介護 

414,642,000

円 

426,406,000

円 

434,913,000

円 

483,706,000

円 

494,388,000

円 

 

 

 

数値未確定 
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 看護小規模多機能型 

居宅介護 

160,477,000

円 

174,692,000

円 

179,909,000

円 

183,986,000

円 

267,632,000

円 

 小  計 
2,793,353,000

円 

2,969,296,000

円 

3,108,021,000

円 

3,344,675,000

円 

4,249,321,000

円 

居宅介護支援 
1,086,630,000

円 

1,155,642,000

円 

1,225,201,000

円 

1,297,516,000

円 

1,742,660,000

円 

介護保険施設サービス 

 

 

 

 

 

 

介護老人福祉施設 
2,338,670,000

円 

2,391,571,000

円 

2,443,727,000

円 

2,861,352,000

円 

3,994,731,000

円 

介護老人保健施設 
2,152,549,000

円 

2,209,544,000

円 

2,266,315,000

円 

2,647,448,000

円 

3,644,345,000

円 

介護医療院 
16,692,000

円 

27,835,000

円 

38,969,000

円 

38,969,000

円 

44,536,000

円 

介護療養型医療施設 
15,092,000

円 

10,634,000

円 

10,634,000

円 
― ― 

小  計 
4,523,003,000

円 

4,639,584,000

円 

4,759,645,000

円 

5,547,769,000

円 

7,683,612,000

円 

合  計 
17,981,128,000

円 

18,653,888,000

円 

19,364,112,000

円 

21,604,436,000

円 

29,420,604,000

円 

 

 

■総給付費 

 
令和６年度 

(2024年度) 

令和７年度 

(2025年度) 

令和８年度 

(2026年度) 

令和12年度 

(2030年度) 

令和32年度 

(2050年度) 

介護給付費 
17, 981,128,000

円 

18,653,888,000

円 

19,364,112,000

円 

21,604,436,000

円 

29,420,604,000

円 

介護予防給付費 465,422,000円 481,722,000円 501,680,000円 548,244,000円 638,910,000円 

合  計 
18,446,550,000

円 

19,135,610,000

円 

19,865,792,000

円 

22,152,680,000

円 

30,059,514,000

円 

 

■標準給付費 

 
令和６年度 

(2024年度) 

令和７年度 

(2025年度) 

令和８年度 

(2026年度) 

令和12年度 

(2030年度) 

令和32年度 

(2050年度) 

総給付費 
18,446,550,000

円 

19,135,610,000

円 

19,865,792,000

円 

22,152,680,000

円 

30,059,514,000

円 

一定以上所得者の利用者負担の見

直しに伴う財政影響額 
▲99,322,161円 ▲157,043,540円 ▲167,344,900円 ▲178,000,836円 ▲216,247,717円 

特定入所者介護サービス費給付

額 

412,002,000

円 

422,000,000

円 

438,540,722

円 

472,716,899

円 

609,325,240

円 

高額介護サービス費 

給付額 

536,232,000

円 

595,000,000

円 

661,000,000

円 

688,000,000

円 

751,000,000

円 

高額医療合算介護サービス

費給付額 
95,000,000円 

105,916,000

円 

124,028,000

円 

135,000,000

円 

202,000,000

円 

算定対象審査支払手数料 17,999,984円 20,606,988円 23,512,992円 29,325,000円 32,775,000円 

 審査支払手数料支払件数 391,304件 447,978件 511,152件 637,500件 712,500件 

合  計 19,408,461,823

円 

20,122,089,448

円 

20,945,528,814

円 

23,299,721,063

円 

31,438,366,523

円 

 

 

 

 

数値未確定 

数値未確定 

数値未確定 
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■地域支援事業 

＜介護予防・日常生活支援総合事業の事業費＞ 

 
令和６年度 

(2024年度) 

令和７年度 

(2025年度) 

令和８年度 

(2026年度) 

令和12年度 

(2030年度) 

令和32年度 

(2050年度) 

介護予防・生活支援サービス事業      

 訪問型サービス 205,047,000

円 

211,494,000

円 

218,107,000

円 

229,600,000

円 

337,434,000

円 
 通所型サービス 424,669,000

円 

452,445,000

円 

470,133,000

円 

490,183,000

円 

656,900,000

円 
 その他支援サービス（配食） 0円 7,894,000円 7,341,000円 7,341,000円 7,341,000円 

 介護予防ケアマネジメント事業 65,874,000

円 

67,593,000

円 

69,356,000

円 

73,011,000

円 

107,306,000

円 
 高額介護予防サービス費相当事業 1,750,000円 1,900,000円 2,000,000円 3,000,000円 5,000,000円 

 高額医療合算介護予防サービス費相当事業 1,500,000円 1,500,000円 1,500,000円 2,000,000円 4,000,000円 

 総合事業事務事業 17,289,000

円 

17,626,000

円 

17,726,000

円 

18,000,000

円 

20,000,000

円 
 小  計 716,129,000

円 

760,452,000

円 

786,163,000

円 

823,135,000

円 

1,137,981,000

円 
一般介護予防事業      

 介護予防把握事業 0円 0円 0円 0円 0円 

 介護予防普及啓発事業 16,389,000

円 

17,229,000

円 

16,389,000

円 

17,229,000

円 

16,389,000

円 
 地域介護予防活動支援事業 67,377,000

円 

70,806,000

円 

70,544,000

円 

74,544,000

円 

75,544,000

円 
 一般介護予防事業評価事業 0円 4,075,000円 75,000円 4,075,000円 4,075,000円 

 地域リハビリテーション活動支援事業 2,896,000円 3,536,000円 4,145,000円 4,145,000円 4,145,000円 

 小  計 86,662,000

円 

95,646,000

円 

91,153,000

円 

99,993,000

円 

100,153,000

円 
合  計 802,791,000

円 

856,098,000

円 

877,316,000

円 

923,128,000

円 

1,238,134,000

円 

 

  

 

数値未確定 
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＜包括的支援事業の事業費＞ 

 
令和６年度 

(2024年度) 

令和７年度 

(2025年度) 

令和８年度 

(2026年度) 

令和12年度 

(2030年度) 

令和32年度 

(2050年度) 

地域包括支援センター 

運営事業 

270,929,000

円 

282,533,000

円 

274,889,000

円 

279,089,000

円 

304,089,000

円 

地域ケア会議の充実 
15,239,000

円 

17,047,000

円 

17,047,000

円 

17,047,000

円 

17,047,000

円 

在宅医療・介護連携推進事業 
7,508,000

円 

7,129,000

円 

7,129,000

円 

7,129,000

円 

7,129,000

円 

認知症総合支援事業 
21,056,000

円 

21,688,450

円 

21,791,700

円 

26,791,700

円 

26,791,700

円 

生活支援体制整備事業 
4,105,000

円 

12,551,000

円 

20,551,000

円 

20,551,000

円 

20,551,000

円 

合  計 
318,837,000

円 

340,948,450

円 

341,407,700

円 

350,607,700

円 

375,607,700

円 

 

＜任意事業の事業費＞ 

 
令和６年度 

(2024年度) 

令和７年度 

(2025年度) 

令和８年度 

(2026年度) 

令和12年度 

(2030年度) 

令和32年度 

(2050年度) 

介護給付適正化事業 25,465,000

円 

22,224,000

円 

22,224,000

円 

22,224,000

円 

22,224,000

円 

家族介護支援事業      

 
高齢者紙おむつ等支給事業 

11,860,000

円 

12,360,000

円 

12,360,000

円 

12,360,000

円 

12,360,000

円 

 高齢者ごいっしょサービス

事業 
805,000円 849,000円 895,000円 983,000円 

2,012,000

円 

 
小  計 

12,665,000

円 

13,209,000

円 

13,255,000

円 

13,343,000

円 

14,372,000

円 

その他事業      

 
成年後見制度利用支援事業 

14,658,000

円 

18,444,000

円 

21,424,000

円 

31,012,000

円 

40,699,000

円 

 認知症対応型共同生活介護 

事業所の家賃等助成事業 

6,750,000

円 

6,750,000

円 

6,750,000

円 

6,750,000

円 

6,750,000

円 

 
地域自立生活支援事業 

19,156,000

円 

10,119,000

円 

8,309,000

円 

8,309,000

円 

8,309,000

円 

 介護相談員派遣事業 3,697,000 3,697,000 3,697,000 3,697,000 3,697,000

 

数値未確定 

 

 

 

 

 

数値未確定 
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円 円 円 円 円 

 
小  計 

44,261,000

円 

39,010,000

円 

40,180,000

円 

49,768,000

円 

59,455,000

円 

合  計 82,391,000

円 

74,443,000

円 

75,659,000

円 

85,335,000

円 
96,051,000円 

 

■標準給付費及び地域支援事業費合計見込み額 

 
令和６年度 

(2024年度) 

令和７年度 

(2025年度) 

令和８年度 

(2026年度) 

令和12年度 

(2030年度) 

令和32年度 

(2050年度) 

標準給付費 
19,408,461,823

円 

20,122,089,448

円 

20,945,528,814

円 

23,299,721,063

円 

31,438,366,523

円 

地域支援事業費 
1,204,019,000

円 

1,271,489,450

円 

1,294,382,700

円 

1,359,070,700

円 

1,709,792,700

円 

合  計 
20,612,480,823

円 

21,393,578,898

円 

22,239,911,514

円 

24,658,791,763

円 

33,148,159,223

円 

  

 

数値未確定 

 

数値未確定 
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介護給付費等の算出手順の概要は、以下のとおりです。 

 

①実績及び推計方法の設定 

推計に用いる各種実績データの確認・設定を行います。 

 

 

 

 

②認定者数 

要介護（支援）認定者数を推計します。 

 

 

 

③施設・居住系サービス 

施設・居住系サービス利用者数等を推計します。 

 

 

 

 

④在宅サービス 

在宅サービス利用者数（及び利用回数・利用日数）等を推計します。 

 

 

 

⑤地域支援事業費等 

地域支援事業費等、その他必要となるサービス給付量・費用等を推計します。 

 

 

 

 

⑥保険料額の算定 

所得段階別の第１号被保険者数を推計し、保険料収納率等を設定した上で、保

険料額を算定します。 

 

 総人口、被保険者数の実績の確認 

 人口の実績値と年度ごとの推移から、将来人口を

推計 

 給付量等の将来推計に用いる実績値と変化量の設

定 

 

 認定者数の実績値及び認定者数の年度ごとの推移

から、将来の要介護（支援）認定者数を推計 

 施設・居住系サービス利用者数の実績値及び年度

ごとの推移から、施設・居住系サービスの利用者

数・給付量等を推計（大阪府医療計画との整合に

よる施設整備や介護離職をなくすための施設整備

を含む） 

 

 在宅サービス利用者数の実績値及び年度ごとの推

移から、在宅サービスの利用者数・給付量等を推

計 

 地域支援事業費（介護予防費や地域包括支援セン

ター委託料等）、高額介護サービス費等につい

て、実績値及び年度ごとの推移から、各サービス

の給付量、費用等を推計 
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３ 介護保険料基準額の算定 

（１）保険料段階の設定と介護保険被保険者数の推計 

被保険者の負担能力に応じた保険料段階を設定します。なお、第８期と同様、低

所得者の負担を軽減するため、第１段階～第３段階の方を対象に公費の投入による

保険料率の引き下げを行います。 

令和２年度（2020年度）～ 

令和５年度（2023年度） 
保険料率  

令和６年度（2024年度）～ 

令和８年度（2026年度） 
保険料率 

第１段階 

生活保護受給者、世帯全員が市民税非課税で

老齢福祉年金受給者、世帯全員が市民税非課

税で課税年金収入額と合計所得金額を合わ

せて80万円以下 

0.50 

(0.30)* 
→ 

第１段階 

生活保護受給者、世帯全員が市民税非課税で

老齢福祉年金受給者、世帯全員が市民税非課

税で課税年金収入額と合計所得金額を合わ

せて80万円以下 

 

 

第２段階 

世帯全員が市民税非課税で、課税年金収入額

と合計所得金額を合わせて120万円以下 

0.70 

(0.45)* 
→ 

第２段階 

世帯全員が市民税非課税で、課税年金収入額

と合計所得金額を合わせて120万円以下 

 

第３段階 

世帯全員が市民税非課税で、上記以外 
0.75 

(0.70)* 
→ 

第３段階 

世帯全員が市民税非課税で、上記以外  

第４段階 

本人が市民税非課税（世帯内に課税者がいる

場合）で、課税年金収入額と合計所得金額を

合わせて80万円以下 

0.90 → 

第４段階 

本人が市民税非課税（世帯内に課税者がいる

場合）で、課税年金収入額と合計所得金額を

合わせて80万円以下 

 

第５段階 

本人が市民税非課税（世帯内に課税者がいる

場合）で、上記以外 

1.00 → 
第５段階 

本人が市民税非課税（世帯内に課税者がいる

場合）で、上記以外 

 

第６段階 

市民税課税で合計所得金額が年額120万円

未満 

1.15 → 
第６段階 

市民税課税で合計所得金額が年額120万円

未満 

 

第７段階 

市民税課税で合計所得金額が年額120万円

以上190万円未満 

1.25 → 
第７段階 

市民税課税で合計所得金額が年額120万円

以上190万円未満 

 

第８段階 

市民税課税で合計所得金額が年額190万円

以上200万円未満 

1.35 → 
第８段階 

市民税課税で合計所得金額が年額190万円

以上210万円未満 

 

第９段階 

市民税課税で合計所得金額が年額200万円

以上290万円未満 

1.50 → 
第９段階 

市民税課税で合計所得金額が年額210万円

以上290万円未満 

 

第10段階 

市民税課税で合計所得金額が年額290万円

以上300万円未満 

1.60 → 
第10段階 

市民税課税で合計所得金額が年額290万円

以上320万円未満 

 

第11段階 

市民税課税で合計所得金額が年額300万円

以上400万円未満 

1.65 → 
第11段階 

市民税課税で合計所得金額が年額320万円

以上400万円未満 

 

第12段階 

市民税課税で合計所得金額が年額400万円

以上600万円未満 

1.80 → 
第12段階 

市民税課税で合計所得金額が年額400万円

以上600万円未満 

 

第13段階 

市民税課税で合計所得金額が年額600万円

以上1,000万円未満 

1.90 → 
第13段階 

市民税課税で合計所得金額が年額600万円

以上1,000万円未満 

 

第14段階 

市民税課税で合計所得金額が年額1,000万

円以上 

2.10 → 
第14段階 

市民税課税で合計所得金額が年額1,000万

円以上 

 

  ＊令和２年度（2020年度）の保険料率です。 

調整中 
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また、各所得区分別割合に各年度の人口推計値を乗じ、令和６年度（2024年度）

から令和８年度（2026年度）の保険料段階別の第１号被保険者を推計すると次の

とおりとなります。 
 

保険料段階 
令和６年度 

(2024年度) 

令和７年度 

(2025年度) 

令和８年度 

(2026年度) 

保険料

率 

第

１

号

被

保

険

者 

第１段階 

生活保護受給者、世帯全員が市民税非課税で老齢

福祉年金受給者、世帯全員が市民税非課税で課税

年金収入額と合計所得金額を合わせて80万円以

下 

11,744人 11,796人 11,848人 

0.50 

(0.30) 

第２段階 

世帯全員が市民税非課税で、課税年金収入額と合

計所得金額を合わせて120万円以下 

5,289人 5,312人 5,336人 
0.70 

(0.45) 

第３段階 

世帯全員が市民税非課税で、上記以外 
5,277人 5,301人 5,324人 

0.75 

(0.70) 

第４段階 

本人が市民税非課税（世帯内に課税者がいる場合）

で、課税年金収入額と合計所得金額を合わせて80

万円以下 

8,959人 8,998人 9,038人 0.90 

第５段階 

本人が市民税非課税（世帯内に課税者がいる場合）

で、上記以外 

8,368人 8,405人 8,442人 1.00 

第６段階 

市民税課税で合計所得金額が年額120万円未満 
8,326人 8,363人 8,400人 1.15 

第７段階 

市民税課税で合計所得金額が年額120万円以上

190万円未満 

9,458人 9,500人 9,542人 1.25 

第８段階 

市民税課税で合計所得金額が年額190万円以上

210万円未満 

1,652人 1,659人 1,667人 1.35 

第９段階 

市民税課税で合計所得金額が年額210万円以上

290万円未満 

4,171人 4,189人 4,208人 1.50 

第10段階 

市民税課税で合計所得金額が年額290万円以上

320万円未満 

889人 893人 897人 1.60 

第11段階 

市民税課税で合計所得金額が年額320万円以上

400万円未満 

1,603人 1,611人 1,618人 1.65 

第12段階 

市民税課税で合計所得金額が年額400万円以上

600万円未満 

1,560人 1,567人 1,574人 1.80 

第13段階 

市民税課税で合計所得金額が年額600万円以上

1,000万円未満 

952人 956人 960人 2.00 

第14段階 

市民税課税で合計所得金額が年額1,000万円以上 
1,005人 1,010人 1,014人  

 合  計 69,253人 69,560人 69,868人  

第２号被保険者 95,722人 95,999人 96,276人  

 

  

調整中 
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（２）介護保険料基準額の算定 

介護給付費準備基金を今後３年間で x 億円取り崩すことにより、基準額の抑制を

図ります。 

 

■算定基準・方法 

主な算定項目 備考 

(1)標準給付費及び地域

支援事業費合計 

総給付費＋特定入所者介護サービス費＋高額介護サービス費 

＋高額医療合算介護サービス費＋算定対象審査支払手数料 

＋地域支援事業費 

(2)所得段階別加入者割

合補正後被保険者数 

第１号被保険者数×第１段階加入者割合(17.0％)×0.50 

＋第１号被保険者数×第２段階加入者割合(7.6％)×0.70 

＋第１号被保険者数×第３段階加入者割合(7.6％)×0.75 

＋第１号被保険者数×第４段階加入者割合(12.9％)×0.90 

＋第１号被保険者数×第５段階加入者割合(12.1％)×1.00 

＋第１号被保険者数×第６段階加入者割合(12.0％)×1.15 

＋第１号被保険者数×第７段階加入者割合(13.7％)×1.25 

＋第１号被保険者数×第８段階加入者割合(2.4％)×1.35 

＋第１号被保険者数×第９段階加入者割合(6.0％)×1.50 

＋第１号被保険者数×第10段階加入者割合(1.3％)×1.60 

＋第１号被保険者数×第11段階加入者割合(2.3％)×1.65 

＋第１号被保険者数×第12段階加入者割合(2.3％)×1.80 

＋第１号被保険者数×第13段階加入者割合(1.4％)×2.00 

＋第１号被保険者数×第14段階加入者割合(1.5％)×2.20 

(3)第１号被保険者負担

分及び調整交付金合計 

(1)× 0.23（第１号被保険者負担割合） 

＋（標準給付費＋介護予防・日常生活支援総合事業費）×0.05 

(4)調整交付金 

（標準給付費額＋介護予防・日常生活支援総合事業費）×調整交付金見込

交付割合（令和３年度（2021年度） 0.0299、令和４年度（2022年度） 

0.0332、令和５年度（2023年度） 0.0362） 

(5)財政安定化基金拠出

額 
第８期計画における財政安定化基金拠出率は0％ 

(6)予定保険料収納率 99.0％ 

(7)保険料基準額 

[(3)－(4)－準備基金取崩額－財政安定化基金取崩による交付見込額] 

÷(6)÷(2) 

＊準備基金取崩額：600,000千円 

＊財政安定化基金取崩による交付見込額：0円 

＊令和22年度（2040年度）の算定方法 

第１号被保険者負担割合：0.268、調整交付金見込交付割合：0.0349 

準備基金取崩額：0で算定 

  

調整中 
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■算定結果    

項  目 
令和６年度 

(2024年度) 

令和７年度 

(2025年度) 

令和８年度 

(2026年度) 
合  計 

令和32年度 

(2050年度) 

(1)標準給付費及び地

域支援事業費合計 

（千円） 

20,612,481 21,393,579 
22,239,911 

64,245,971 33,148,159 

(2)所得段階別加入者

割合補正後被保険

者数（人） 

70,838 71,153 71,467 213,458 80,000 

(3)第１号被保険者負

担分及び調整交付

金合計（千円） 

5,751,433 5,969,433 6,206,322 17,927,188 10,517,532 

(4)調整交付金（千円） 604,316 696,476 789,987 2,090,779 1,140,410 

(5)財政安定化基金拠

出額（円） 
0 0 0 

(6)予定保険料収納率 

（％） 
99.0  99.0 

(7)保険料基準額 

（月額、円） 
5,990  9,866 

 

  

調整中 
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■保険料段階ごとの保険料 

保険料段階 保険料率 保険料（年額） 

第

１

号

被

保

険

者 

第１段階 

生活保護受給者、世帯全員が市民税非課税で老齢福祉年金受給

者、世帯全員が市民税非課税で課税年金収入額と合計所得金額

を合わせて80万円以下 

0.50 

(0.30) 
35,940円 

(21,564円) 

第２段階 

世帯全員が市民税非課税で、課税年金収入額と合計所得金額を

合わせて120万円以下 

0.70 

(0.45) 

50,316円 

(32,346円) 

第３段階 

世帯全員が市民税非課税で、上記以外 

0.75 

(0.70) 

53,910円 

(50,316円) 

第４段階 

本人が市民税非課税（世帯内に課税者がいる場合）で、課税年

金収入額と合計所得金額を合わせて80万円以下 

0.90 64,692円 

第５段階 

本人が市民税非課税（世帯内に課税者がいる場合）で、上記以

外 

1.00 71,880円 

第６段階 

市民税課税で合計所得金額が年額120万円未満 
1.15 82,662円 

第７段階 

市民税課税で合計所得金額が年額120万円以上190万円未満 
1.25 89,850円 

第８段階 

市民税課税で合計所得金額が年額190万円以上210万円未満 
1.35 97,038円 

第９段階 

市民税課税で合計所得金額が年額210万円以上290万円未満 
1.50 107,820円 

第10段階 

市民税課税で合計所得金額が年額290万円以上320万円未満 
1.60 115,008円 

第11段階 

市民税課税で合計所得金額が年額320万円以上400万円未満 
1.65 118,602円 

第12段階 

市民税課税で合計所得金額が年額400万円以上600万円未満 
1.80 129,384円 

第13段階 

市民税課税で合計所得金額が年額600万円以上1,000万円未

満 

2.00 143,760円 

第14段階 

市民税課税で合計所得金額が年額1,000万円以上 
2.20 158,136円 

 

  

調整中 
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第４節 アンケート調査の結果と分析（抜粋） 

１ 凡例 

○図中のｎ（Number of case）は、設問に対する回答者数のことです。 

○回答比率（％）は回答者数（ｎ）を 100％として算出し、小数点以下第２位を

四捨五入して表示しました。四捨五入の結果、内訳の合計が計に一致しないこ

とがあります。また、一人の対象者に複数の回答を求める設問では、回答比率

（％）の計は 100.0％を超えることがあります。 

○日常生活圏域とは、高齢者が住み慣れた地域で生活を継続しながら、多様なサ

ービスが受けられるよう、地理的条件、人口、交通事情その他の社会的条件、

介護サービスを提供するための施設の整備状況等を総合的に勘案して定める

区域のことです。茨木市では、32 の小学校区を５つの日常生活圏域に設定し

ています。（P〇〇参照） 

〇本市では「介護予防・日常生活圏域ニーズ調査」「在宅介護実態調査」「介護保

険事業者調査」の３つを実施しました。（実施概要は P６を参照） 

〇調査結果の各項目については市 HP で報告書を公開しています。 

 

 

２ 生活機能評価等に関する分析 

① 転倒 

転倒傾向のある高齢者は全体平均が 30.9％で、年齢が上がるほど割合が高

くなっています。 
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② 運動器 

運動機能が低下している高齢者は全体平均が 12.2％で、年齢が上がる

ほど割合が高くなっています。 

 
 

③ 閉じこもり 

閉じこもり傾向のある高齢者は全体平均が 13.9％で、年齢が上がるほ

ど割合が高くなっています。 

 
④ 栄養 

低栄養傾向の高齢者は全体平均が 1.5％となっています。 
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⑤ 認知 

認知機能が低下している高齢者は全体平均が 43.5％で、75 歳以降は年齢

が上がるほど割合が高くなっています。 

 
⑥ うつ 

うつ傾向のある高齢者は全体平均が 36.5％となっています。 

 
 

⑦ 手段的自立度（ＩＡＤＬ） 

手段的自立度が低下している高齢者は全体平均が 13.0％で、年齢が上がる

ほど割合が高くなっています。 
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３ 主観的健康感・幸福感 

① 主観的健康観 

現在の健康状態について、「まあよい」が 68.2％で最も多く、次いで「あ

まりよくない」が 15.7％、「とてもよい」が 10.4％となっています。 

また、性別でみると、『よい』（「とてもよい」と「まあよい」の合計）では

「男性」が 77.2％、「女性」が 80.0％で、「女性」のほうが 2.8 ポイント多

くなっており、年齢別でみると、「65～69 歳」が 85.6％で最も多く、次い

で「70～74 歳」が 85.2％、「75 歳以上」が 72.4％となっています。 
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② 主観的幸福感 

 現在の幸福度について、「８点」が 24.6％で最も多く、次いで「５点」

が 16.2％、「７点」が 15.7％となっています（平均 7.2 点・10 点満点）。 

 また、性別でみると、平均点は「男性」が 7.1 点、「女性」が 7.4 点で、

「女性」のほうが 0.3 点多くなっています。 
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４ その他 

① 主な介護者の年齢 

要介護・要支援認定者の「主な介護者」に行ったアンケートについて、主な

介護者の年齢は「60 代」が 25.5％で最も多く、次いで「50 代」が 24.9％、

「70 代」が 21.4％となっています。 

今回のアンケート結果では、18 歳未満の子どもが主な介護者（ヤングケアラ

ー）の役割を担っている世帯はありませんでした。 
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